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4.1. はじめに
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子どもは学校に通う以前から学習を始める。誕生後から学び始め、母親や家族、養育者

との相互作用により、初期の数年の聞にその後の学習の基礎が形成される。乳幼児期(生

後から 5歳まで)は脳の発達にとって最も重要な時期のひとつであり、こうした初期に形

成された能力や言動は、学習と発達の基礎となり、あらゆる能力を効率的に身につけ、蓄

積することを可能にする。これはライブサイクルにおける能力の形成が動的な性質を持つ

ためである。つまり、ある段階で形成された能力や意欲は、後の段階における能力や意欲

の発達を促すのである (Cunhaand Heckman 2007)。子どもは人生の初期段階において学ぶ動

機付けをされないと、成人になってから経済・社会的に失敗する可能性が高くなる。また、

乳幼児期における栄養失調、不健康、不適切な刺激は子どもの教育基盤を弱め、能力を制

限する可能性があるという認識が高まっている。子どもの初期段階における損傷はその後

の段階において回復が非常に困難で大きな代償を伴い、最終的に就業機会と生産性を阻害

し、生涯賃金を下げることになる(Gr岨也am-McGregor et al 2007)。さらに、乳幼児期におけ

る栄養失調、不健康、不適切な刺激は、母性教育および恵まれた状況にあるか杏かによっ

て生じる能力の差と高い相関関係にあり(例えばP皿 soo岨dSchady 2007参照)、生涯持続す

る。ある推計によると、発展途上国(以下、途上国)に住む 2億人以上の 5歳未満の子ど

もの認知発達能力が潜在レベルに達していない征組問t2011)。こうしたリスクは同時に発生

し、蓄積的影響をもたらす傾向があるため、貧しい子どもたちは特に危険にさらされてい

る。Gr血血田n-McG田gorらは2億 1700万人の 5歳未満の子どもが恵まれない(発育不良か

貧困状態、あるいはその両方であると定義される)と推計した(Grantham-McGregoret al. 

2007)。これは途上国における 5歳未満のすべての子どもの 39%を占めるが、サブサハラ・

アフリカ(Suh-S池町岨A創ca:SSA)においては 61%と、さらに高い割合となる。

実際に、乳幼児期の栄養失調の問題は SSAにおける最重要課題である。過去20年にわた

り(1990-2010年)、 SSAの国内総生産 ωrossDomestic Product: GDP)成長率は4%を超え、

同時期の世界平均である 3.4%を上回ったo こうした著しい経済成長をよそに、栄養失調の

割合は 1990年代から変わらずに高い状態にあり、ほとんど改善がみられなかった (Garcfa

2012) 0 1990年から 2010年にかけて、発育不全の割合は5ポイントしか減少せず (43%か

ら41%)、身長に対しての低体重(unde阿国ght)は 12ポイントの減少 (24%から 21%)、年
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齢に対しての低体重 (W;出血g)は6ポイント増加した (9%から約 10%)11。これらの残念

な数値は、問題の規模が大きいことだけでなく、政府が国家の成長に伴って栄養失調がな

くなるのを期待できないこと、および栄養失調を減らすためには個別の政策が必要である

ことを表しているえ加えて、そうした政策が適切に策定された場合、劣悪な栄養状態が子

どもの認知発達や学校教育、労働市場における価値を害することが示されていることから、

極めて高い見返りがあるといえる。例えば、ケニアは子供たちのビタミンやミネラルの欠

乏によって毎年 28億米ドル、もしくは GDPの約 10%を失っていると推定されている。筆

者は劣悪な栄養状態の長期的影響に関する兆候を再検討し、栄養状態の改善に効呆的であ

るとされる政策について議論する。

肯定的な側面としては、経済学や、心理学、社会学、公衆衛生など多岐にわたる領域に

おける調査が進んできており、早期援助が就学を促進し、犯罪を減らし、労働生産性を向

上させ、十代での妊娠を減らすことで貧困の世代間伝達を防ぐことにつながることがわか

った(Gr岨伽皿-McGregoret al1991; Almond and C国首e201Oi3o しかし、恵まれない子どもに
対する社会の援助が遅れるほど、初期の損失を取り戻すのは困難になり、大きな代償を支

fムうことになる。

こうしたエピデンスの増加にも関わらず ほとんどをこの章で検討するが 『子どもの

発達に関するランセットシリーズ (τ'heLancet Series on Child Developm田t) ~ (2011年)は

「乳幼児発達 (E町lyChildhood Development)プログラムに対し政府が十分な資金を配分し

ていなしリとし、 「政府が貧困層の ECDプログラムの質改善のためにより多くの資金を投

入しない限り、経済格差は存在し拡大し続ける」と結論づけている。また、乳幼児期のた

めの社会政策の多くは正規の就学前教育や学校教育へ向けられており、認知力の向上に重

点を置くものが多い。しかし、人生における成功には知能だけではなく社会的技能も必要

であり、低所得固において顕著な問題左なっている健康・栄養状態なども重要な条件である

140 したがって乳幼児期を対象とした政策は発達の多面的な側面に対応しうる総合的な性質

を持つべきである。さらなる課題は、子どもの発達のために効果的かっ費用対効果が高く、

大規模に展開が可能な政策を見極めることである。これらの課題は特に途上国において重

要である。

本章の目的は、アフリカ諸国における乳幼児政策についての情報を与え、将来の調査と

政策イニシアティブの優先順位をつけるための根拠を提供することである。本章では、乳

幼児期の保育をより良くするために革新的な政策を見出すため、乳幼児期の(家庭や就学

11発育不全は年齢に対する低身長で、長期に渡る栄養状態の悪化の蓄積に因る。 W創出.g(低

体重)は身長に対する低体重で、短期の栄養状態の悪化によるもので、国derweight(低体重)

は年齢に対する低体重であり、年齢に対する身長と体重に対する身長の指標を組み合わせ

たものである。

12 これはアフリカ特有の問題ではなく、 Deatonand Dreze (2009)はインドにおける実質所得

の大幅な増加にも関わらず身体計測指標の改善は実に鈍いと述べている。

13初等教育の前段階を対象としていることに留意のこと

14非認知的能力、すなわち性格因子、動機付け、趣向などは改善のための重要な分野であ

る但eckman，Malofeev丸P担ω，担dSavelyev (2008)を参照のこと)。
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前教育などの)刺激や栄養、その他の分野への投資や大規模な調査について現在進行中で

影響力の大きいものを取り上げ、再検討する。本章では 3つの点を取り上げる。第ーに、

家庭環境や母親、就学前教育、健康と栄養といった ECDに対する様々な取り組みに関して

の背景知識を提供し、乳幼児期の様々な側面に影響を与える政策がどのように長期間にわ

たって子どもの能力に影響するかという質的なエピデンスについて議論する (2節)。第三

に、 (2)の綿密な質的調査から得られた教司11に基づき、乳幼児期という重要な時期の子ども

の発達にとって有望で、アフリカの文脈において適切な一連の援助プログラムを提案する。

第三に、何が最も効果的であるかという調査の中心部分を占める、乳幼児期における最も

適切な援助形態を評価する方法について論じる (3節)。

本題に進む前に、上記の(2)に関して、筆者は因果関係を顕著に示す研究、すなわち無作

為抽出実験の結果の提供を試みることを留意してほしい150 しかしながら、実験的証拠の不

足が深刻な場合などにおいては(さらに強調する必要があるが)、関連のある非実験的調

査についてもみていく。筆者は議論を進めながら区別を明確にしていく。また、エピデン

スの見直しは低・中所得国(Jowand middle-income co田岡田・ LMICs)に制限するが、アメリ

カ合衆国をはじめ多くの先進国のエピデンスが存在することにも留意されたい(再検討には

Almond and Currie 2010を参照)。

4.2. 乳幼児期の援助プログラムにおけるエピデンス

この節では、出生後から 3歳までの子どもへの刺激 (2.1項)や母親のメンタルヘルスや

うつ病 (2.2項)などの乳幼児期の家庭環境について再考察し、次に3から 6歳前後を対象

とした就学前教育について検討する (2.3項)。これらの情報と子どもの精神的および社会

情緒的発達との関係について考察を行う。健康・栄養状態は当然の結果でもあるが、筆者は

節の後半において自己完結的な議論を展開する (2.4項)160 それぞれの項が背景とエビデ

ンスの考察という構成になっていることを留意してほしい。

4.2.1.乳幼児の刺激の改善

家庭は乳幼児に影響する最も重要な環境の一つであり、家庭環境と子どもの発達の関係

に関連する分野においては膨大な量の先行研究がある。幼い子どもにとって家庭環境が認

知力や社会情緒能力と同様に、犯罪、健康状態といった様々な結果の主要な予測因子であ

ることは意見の一致がみられる170 へックマン侭EF)が紹介するように、親の育児が最も重

要かつ希少な資源であり、乳幼児期における政策は家族を対象とすべきであることを示す

15本手法は支援によって効果を上げたグループと支援を受けなかった制御グループ聞の結果の

差を測るものである。支援参加グループと制御グループの無作為な配分によって、結呆に影響を

与えるような両グループ聞のシステム上の差異が生じないようにする。

16栄養状態にも留意のこと

17米国の実験上のエピデンスに関してはJ担 cksand Phillips (1998)， C田n町四岨dHeckma且
(2001)， Fry町担dLevi社(2004，2006，2007)， Carneiro et a1. (2005)， Todd阻 dWolp也(2007)その他
を参照のこと。黒人と白人の試験の得点差には家庭環境の違いが大きく関係すると提示し

ている。
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エピデンスがある。ここで筆者は家庭環境の三つの倒函に着目する。一つ目 (2.1.1)は養

育者に対ししっかり量着を培うととの重要性を考慮し、母親に着目する.

4.2.1.1背景

子どもの発達に対する貧困の影響は、ストレスの増加、劣悪な健康栄養状態、家庭にお

ける刺訟の弱さを介して表れる恒国loy"'"白"""，，2似)2;P区岡nand Shady 20価弘家庭内の

刺雌は子どもの努逮にとって極めて重要かつ修正可能なPスク因子であるとみなされてい

る(W_ot札 2帥7).刺識の重要性を示す有カな例としてバングラデシュの調査を取りよ

げる.それによると、遊びの数と遊び道具の数は生後""月における言語の発達と用量反

応関係にあるという但皿岨皿ietal却 10;困 4.1).

固 4.1 生後 18ヶJ司におげる遊びの教と言語の比較

.~ 

a“ 
制

お

調

Z当

n 

同 00.

0 2 3 4 56  

M 防相 d山'"

出所Hanmd岨etal.2010

先進国における相当数のエピデンスが、乳幼児期の握助プログラムが子Eもの費逮に対

して効果をよげ、社会的行動や学業成績において成人期の初期まで影.が持腕する可能性

を示している(8国立。ffet aI. 2000， 01也 otol.2帥η.途上国における実康上のェrデンスも増
加しつつあり、子どもの学習機会を増やすことを目的とした認釦刺激プログラムが短期的

に子どもに良い影響を与え、限定的ではあるが長期的にもその効果が持値することが示さ

れている(より包括的な検酎にはEngI.eet al 2007，却11，B位置羽田血酔血&Lop=B田2010，
Walker2011を参照).さらに、とれらのアプローチが貧困をはじめ(Kl皿&Rye2冊句、施設

への収容σbcSt Petcr由暗USA白悼.....Toom 拙鴻)、成長不全(白祖血am-McGrcp芦 0101
1開 1)、深刻な栄養不良(N'血retal2'醐}、低出生体重仰d国叫2叫句、早産但回eta1199明、

鉄欠乏性貧血.(Lozoffct叫 201旬、田V腸位置J/i(Pot回回 ctal 201句、内部変位。¥oforrisct al 

2012)、障害(M<oC岨.achicct a1 2000)なE様々な生物学的・精神的リスクにさらされた子2もた

ちの役に立っととが示され、最も恵まれない子どもたちにおいても順応性や重要性が高い

ことを表Lている.

ここでは治上固において 3歳定測の子どもの発遣を促嘩するために用いられてきたアプ

ローチについて僧論し、有効性を表すエピデンスを示す.成功したプログラムの例を挙げ、
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有効性を向上させる共通の要素について考察する。また、特別なリスクを負っている子ど

もたちを対象としたものなど、乳幼児期の刺激に関する取り組みを既存の社会構造や事業

に組み込む方法について検討する。

4.2.1.2.援助プログラムに関する実験から得られたエピデンス

4.2.1ユ1.母親を対象とした援助プログラム

乳幼児期の初期刺激づけ活動に関して母親をトレーニングすることはこの年齢における

発達を促進するための重要な戦略の一つであり、 3歳未満の子どもの育児の大多数が家庭内

で行われている。途上国において検討されてきた主な戦略は、家庭訪問、健康管理機関で

の個別カウンセリング、母親グループの形成の3点である。

A.家庭訪問プログラム

家庭訪問はECDを促進するために様々な経済・文化的背景をもっ国々で行われており(南

アフリカ、エチオピア、中国、パキスタン、バングラデシュ、コロンピア、ブラジル、ジ

ャマイカなど)、いろいろなリスクにさらされている子ども(栄養不良、低出生体重、早

産、貧困など)を対象としてきた。これら全てのプログラムが子どもの発達に 0.2から 1の

標準偏差で有意な影響があることがわかった。子どもの精神面において効果がよく表れ、

運動発達においては一貫性が低い。援助プログラムは一般的に子どもの行動に効果がある

が、母親の育児に関する知識や行動、家庭における刺激のレベルもプログラムにより改善

するということも特筆すべきであろう。育児行動の変化は、同じ家庭内の他の子どもにも

効果をもたらす可能性があり、効果の持続可能性を考慮した場合においても重要であると

言える。

家庭訪問はジャマイカで実施され、バングラデシュとコロンピアにも適用され、短期・長

期において最大の効果を上げている。家庭訪問は 2から 8週間の事前研修を受けた専門助

手によって(週 1回が最も多い)行われる。支援は全ての発達領域(全体的および細やか

な運動発達や言語発達、認知発達、社会情緒的発達)にわたって身につけられる能力を対

象に発達順序に基づいて作られたカリキュラムに基づいて行われた。手作りの玩具や本、

絵、パズル、日用品、紙・クレヨン、歌、ゲームなどを使った技能を教え、実践させる。

家庭訪問中にみ 4個の遊び(手作りの玩具や本、歌、言葉遊びなど)を母親に示し、訪問

時以外にこうした遊びを子どもと行うよう指導する。遊び道具は家庭に置いていき、次回

訪問時に新しい遊びの導入時に交換する。家庭訪問員はそれぞれの遊びを実演し、次に母

親に教え、子どもに対して実践できるようにする。訪問の重要な要素は喜びを提供し、母

親を励まして支えることであり、母親が子どもを喜ばせ、励まし、支えるのを後押しする

ことである。家庭訪問員は訪問のない聞にミーティングに参加して母親や子どもの進捗に

ついて話し合い、指導を受ける。指導員は定期的に(多くは月に一度)家庭訪問員に付き

添って家庭訪問を行う。

家庭訪問は子どもの発達、母親の知識および行動に対し短期的に強い影響がありσowell

et al 2004， W:叫孟町ea¥ 2004， Hamada且iet a¥ 2006)、長期にわたり効果が持続するという実験上

のエビデンスが存在する。最も長期に渡る追跡調査では 2年間の家庭訪問刺激プログラム
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に参加した慢性栄養不良の子どもの9から 24歳に対するものがある。 17から 18歳の参加

者のうち、刺激プログラムの参加者は非参加者より高いIQや読解力を有し、より低い退学

率、うつや不安を感じにくく、注意力不足も少ないことがわかった(Walkeret a12005， 2006)。

また、彼らは 22歳時の調査でも IQや読解力、計算能力、一般教養がより高く、うつや社

会的抑制を感じにくく、自己申告による暴力犯罪への関与の数がより少ないという結果に

なった(Walkeret a12011)。こうした広範囲に渡って大きな効果をもたらした結呆が示すのは、

就業や所得能力に関して参加者の人生において有意な変化がもたらされ、彼ら自身のより

良い育児行動へとつながり、貧困や不利益な状況の世代関連鎖を断ち切る一助となる可能

性があるということである。あるジャマイカの調査では、家庭訪問は一次医療センターが

提供する事業に組み込まれ、センターに雇われた職員が地域社会の支援を受けて子どもの

発達や母親の知識・行動の改善のために一年以上 4から 6人の子どもの家庭訪問を行ない

σowell et a1. 2004)、当援助プログラムによって母親のうつ症状も緩和された

(Baker-Hennin脚 meta12005)。家庭訪問を既存の社会構造や職員を用いて公共医療事業に統

合することで持続可能性が向上するはずであるが、サーピスを受けられる子どもが少数に

限られるため、発達遅延リスクの高い子どもを対象とするのが適切であろう。

また、家庭訪問はアフリカ諸国においても成功裡に実施されてきた。南アフリカでは、

母子の相互作用を改善し、乳幼児の発達に対する母親の理解を深めることを目的とした家

庭訪問が実施された。家庭訪問は妊娠後期から生後5ヶ月まで続けられ、生後6から 12ヶ

月の聞の母親の行動をより感受性に富んだ寛容なものにし、うつ症状を軽減し、子どもが

18ヶ月になったときに安定型愛着を持てるようにした(Coop町 eta1， 2009)。

エチオピアでは、家庭訪問はグループ・ミーティングと組み合わせ3ヶ月以上にわたり実

施された。母子の相互作用の様子を録画し、ロールプレイや実践を通じてプラス面を強化

した。こうした援助プログラムの効果はプログラムの3ヶ月後と l年後の母子の相互作用、

および1年後の言語能力のエピデンスに表れた侭lein& Rye 2004)。プログラムを受けたグ

Jレープの子どもは、比較対象のグループの 6歳児の子どもと比べ攻撃性が低く、不安を覚

えたり注意不足で過活動になったりすることが少ないと母親が評価しており、母子問の相

互作用が保たれる傾向にあると主張されている。

B.保健機関での個別カウンセリング

家庭訪問は比較的集中的な戦略であり、すべての恵まれない母子に対して国際的な戦略

として実現することは困難である。定期健診の際に適切な遊びゃ刺激に関する母親への助

言をすることは乳幼児の刺激に関するプログラムを拡大するための一つの方法である。世

界保健機関 (WorldHea1th Organisation)とユニセフは「発達のためのケアモジュール('The

Care for Develop血阻tMod叫ぜ)Jを通じ 幼児の発達を促すための国際戦略として導入した。

このモジュールのもとで、クリニックの職員は親に対し単純でわかりやすく、図解しなが

ら提案を行い、 (遊びを通じた)子どもの認知発達、 (コミュニケーションを通じた)社

会情緒的・言語的発達の促進に加え、授乳や補助食品など栄養面で助言によって相互作用の

改善を目指す。職員のプログラム提供を円滑にするためのトレーニングマニュアルも存在

する。
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残念なことに、こうした幅広い実施状況にもかかわらず、プログラムの効果に関する評

価はほとんどなされていない。中国の農村部ではプログラムの 6ヶ月後の調査でこの手法

が子どもの発達に効果があることが明らかになったが(Jinet札 2007)、カウンセリングに 30

から 60分かけており、これはL阻 Csの健康管理センターにおいて通常行われるものよりも

かなり長いといえる。トルコでは小児科医が「発達のためのケア」プログラムを 2セッシ

ヨン、健康管理クリニックに通う母子のみを対象に行った。プログラムに参加した母親は

手作り玩具や子どもへの読み聞かせを比較グループよりも多く行っている(Ertemet a1 2006)。

中央アジアの 3カ国で実施された大規模なプログラムの評価においても親の行動や子ども

の発達に関して重大な変化が見られると報告されている(Eng1eet a1 2011)。実験で得られた

エピデンスは限定的であるが、費用の低いアプローチが親の行動や子どもの発達に効果を

上げたことを示した。すでに過度の負担がかかっている健康管理システムにこの援助プロ

グラムを組み込み、効果的な実施を質量ともに維持することが課題である。

多くの国が 健康手帳や成長グラフといった子どもの発達の道しるべとなる情報を提供

しているが、母親の育児行動やL阻 Csにおける子どもの発達に対するアプローチに関する

情報は限られている。育児行動の効果を最大限にするため、どのようにこうした情報を養

育者に提供すべきかについてはさらなる研究が必要である。

C.母親グループ

乳幼児の育児プログラムの効果を高めるためのもう一つの取り組みは、乳幼児期の刺激

に関する母親グループのトレーニングである。母親グループは健康管理センターをはじめ、

学校、コミュニティセンターなど様々な機関で集まり、母親および/または子どもを対象

とした他の事業(職業訓練、予防接種、栄養改善事業など)にトレーニングを組み込むこ

とで参加者をひきつけ、より多くの恵まれない子どもに効果が及ぶようにする。残念なが

らこのアプローチに対する評価は非常に少ない。バングラデシュでは 1年間、毎週 20人の

母親を対象とした勉強会が行われ、母親の育児に関する知識や行動に効呆的であるが、子

どもの発達には効果がみられないという結呆が得られた(Aboud2007)。しかしこの援助方法

は主に講義形式をとられ、ロールプレイや実演、実践の機会が十分ではなかった。さらに、

最近では子どもの発達や栄養・健康状態に関する情報に基づいた育児プログラムに、応答的

食事に関する 6つのグループセッションが加わった(Abo凶&Akhter 2012)。追加になったセ

ッションは社会的認知学習理論に基づき、実践や問題解決、参加者同士のサポートなどを

盛り込んでいる。このプログラムは栄養状態の改善に加え、家庭内の刺激レベルや子ども

の言語において大きな効果があり、プログラムへの母親の積極的な関与の重要性を示して

いる。成功したプログラムの中には、家庭訪問と組み合わせたものもあり、母親グループ

のみによる取り組みの効果に関するエピデンスは限られているが、これまでのエピデンス

では、恵まれない子どもの発達のために有望なアプローチであるという提言がなされてい

る。

4.2.1.2.2.デイケア

幼児の発達促進のためのその他の取り組みは、質の高いデイケアの提供を通じたアプロ

ーチであるロ母親の雇用が高水準である場合において最も適切であり、家庭内のほかの世
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話をする人には不可能なアプローチである。恵まれない子どもの多くが非公式のデイケア

センターに通う状況においてはケアの質を高めるためのプログラムは重要である。低・中所

得固におけるデイケアの提供に関する厳密な評価はほとんどなく、エピデンスがあっても

擬似実験的なものである。生後から 6週間の子どもに地域の女性が供給者となりケアを提

供する 2つのデイケアプログラムの評価について取り上げる。一つは、 2、3人の養育者が

家庭内で最大 15人の子どもの世話をするというボリビアのプログラムである。どのように

刺激的な環境を与えることができるかについてのトレーニングが行われ、乳幼児の運動・言

語・社会情緒的発達、および包括的な効呆がみられた(Behrmanet al 2003)ロ同様のプログラ

ムがコロンピアにおいても実施され、子どもの言語・計算能力、一般教養、社会的技能に

おいて効果が確認された。しかし、プログラムにより長く参加した子どもほど攻撃的であ

るという結果も得られた(B町田l&F世田ndez，inpr，回s)。

4.2.1.3.他の事業との統合

発達遅延リスクは共変であることが多く、恵まれない子どもは不適切な刺激に加え、発

達に対する多くのリスクに直面する。こうしたリスクへの統合的なプログラムでは、子ど

もの発達を最適化することが求められる。重要なリスク因子としては栄養状態の悪さ(慢

性栄養障害、鉄欠乏性貧血など)、健康状態の悪さや健康に関する問題(早産、 HIV感染

症、マラリア、障害など)、心理社会的要因(社会的暴力、施設への収容、 HIVに感染し

た家族や子ども)などが挙げられ、他にも多くの問題が存在する(さらなる議論について

は2.4項を参照)。こうしたプログラムに初期刺激づけを加えることにより、費用対効果を

高め最も支援を必要とする子どもを助けることができる。しかしながら、プログラムのあ

る面において効果が高くても、追加的情報が多すぎると効果が損なわれる可能性があるこ

とに注意すべきである。インドでは補助食品に関するプログラムが子どもの成長に効果が

あることが示されたが、心理社会的刺激や食事に関する追加的情報が加わると、子どもの

発達に対しての効果はみられたが、子どもの成長に関しては効果がなくなってしまった

(Vazir et al. 2013)。補助食プログラムを受けた母親は 11の指示を受けたが、統合プログラム

を受けた母親は27の指示を受けた。なお、どちらのグループにも同じ数の家庭訪問があっ

た。統合プログラムの母親はすべての指示に従えなかったか、 「オーバーロードJ (情報

過負荷)の状態に陥った可能性がある。将来的な調査では、どのように援助プログラムの

統合によってプログラムの要素から母子が最大限効果を得られるかについて検討すること

が重要である。初期刺激づけに関するプログラムを既存の健康管理・栄養事業に組み込むこ

とは多くの低・中所得固にとって最も合理的な選択肢であるが、以下で挙げる他の形態によ

る統合事業の例も可能な選択肢の一つである。

A 皿V感染した子ども:南アフリカではHIVに感染した幼児 (2歳半未満)の養育者

は、 3ヶ月ごとの検診の問、そのクリニックの理学療法士から家庭における刺激に

関するアドバイスを受けることができるというプログラムが実施された。プログラ

ムの一年後には子どもの運動・精神的発達に効果がみられた(po枕町ωnet al201O)。

B.皿Vに感染した子どもと家族:養育者への支援するものをはじめ、 HIVに感染した

子どもを対象とした多くのコミュニティプログラムがある(ウガンダ

の'GrandparentsAction Suppo民P町田t'(Nyesigomwe 2006)、家庭訪問や就学前教育の
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費用負担、子どものへルスケア、養育者支援や人的・財政的資本の向上のためのコミ

ュニティ支援を行うケニアの‘Speakfor the Child'などの就学前の子どもを対象とし

た包括的プログラム(Lusk2003)など)。これらのプログラムの効果に関する厳密な

評価は行われていないが、養育者の育児行動への効果が報告されている。これらの

効果を測るためによりE確な評価が必要である。

C.難民の家族への緊急食糧支援:"7ガンダでは、園内避難民の母親への既存の食糧支

援に乳幼児期の刺激に関するプログラムが加えられた。プログラムのもとで母親と

乳児のグループを対象に 1から 6週間に一度子どもの発達や実践に関する心理教育

的援助が行われた。最高3固まで家庭訪問が実施されたが、ほとんどの母親は 1回

の訪問を受けた。プログラムは母親の育児行動や気持ちの面で効果があった仰.orris

et a12012)。

D.深刻な栄養失調の子ども 病院における深刻な栄養失調の子どもへのケアと乳幼児

期の刺激に関する統合プログラムの効果について 3つの調査が行われ、そのうち 2

つの評価は病院内での遊びと 6ヶ月例aharet al. 2009)から3年(Gr岨tham-McGregor et 

a1.1987)の家庭訪問の組み合わせであった。バングラデシュでの最近の研究は栄養ク

リニック内での遊びのみのプログラムに関するものである。母親と子どもは退院後

6ヶ月間隔週で栄養クリニックに通い、女性職員によって一時間遊びのセッション

が行われる。参加しなかった子どもには運動発達や線形成長といった効果が見られ

なかったのに比べ、参加した子どもには精神的な発達と年齢に対する体重において

効果があった(Naharet a12012)。

E.養護施設の子ども Wa1keret a1 (20日)によると少なくとも 2億人の子どもが両親で

はないグループからケアを受けていると推計される。子どもは乳幼児の頃から身体

的・認知的・社会情緒的発達などの分野にわたって車邸哉内でケアをされ、加入が早く

組織に長く関わるほど大きな欠点が形成される。こうした子どもへの望ましい援助

プログラムは新しい養育者への適切なトレーニングや支援を備えた養子縁組や里親

制度によるものである(VanIzendoom & Juffer 2006)。養子縁組は子どもの発達におい

て市場利益を生み出すことが明らかになっている。例えばチリにおいて(Co1omboet 

a11992)、リハピリテーションセンターで世話をされていた栄養失調の乳幼児は、回

復後、養子となったり、養護施設へ送られたり、両親の元へ戻った子どももいた。 6

から 12年後の追跡調査では、他の2グループの子どものIQが平均して2から 6ポ

イント下がったのに対し、養子となった子どもは 16ポイント増加した。

しかしながら、子どもの数が多すぎる場合や文化的・経済的障壁や子どもたちが抱え得る

特別なニーズによって養子縁組や里親制度が利用できない場合もある。その場合、養育者

へのトレーニングや施設環境の改善を通じて子どもとの相互作用の質を高めることが子ど

もの発達にとって効果的である。例えばロシアでは、養育者へのトレーニング(より敏感

で子どもの発達にとって適切な相互作用をどのように促進するか)と構造的な変革(子ど

もと養育者の割合の減少)を組み合わせることで、幼児の社会的技能や遊ぶときの行動、

愛着といった面において効果をもたらした(StPe旬:rsburg-USAQ叩h町田geResearch Tea皿

2008)。乳幼児期の刺激に関するトレーニングは、子どもと養育者の割合を変化させないで

行うと限定的な効果しか得られず、構造的な変革も重要な要素であることを示している。
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子どもが養育者との関わりやケアを確実に得られるようにし、発達にとって適切な刺激や

環境を提供することは養護施設の幼児にとって非常に重要である。

4.2.2.母親のメンタルヘルスと子どもの発達

4.2.2.1.背景

家庭環境についての続きになるが、母親のメンタルヘルスが子どもの認知発達および感

情発達において多大な影響を与えることを示す確かな実験上のエピデンスがある。幼児期

における鍵となる発達課題は、養育者、通常の場合母親に対する愛着を養うことである。

母親に対する愛着を持った乳幼児は、母親を信じ、自身の周囲にいる人びとに対して適切

な形で信頼関係を構築することができる。女性が経験する精神疾患のうち最もよく研究が

なされているのがうつ病である。その他の精神疾患、特に薬物乱用も子どもの発達の結果

に強く関わるものであることを踏まえた上で、ここでは精神的なうつ状態が幼児発達にも

たらす影響に焦点を当てていく。

出産から 1年以内にうつ病に橿る割合は世界中で 10から 35%と推定される(Oha四回d

Swain 1996)。アフリカに限っていえば、擢患率の最小値はウガンダとザンピアのそれぞれ

7.1%と9.1%となっている (Cox1983， Naはuet叫2006)。対照的にブルキナファソの擢患率

は44%と推定されており、ジンパブエは33%となっている(Baggaleyet a1 2007)， Chibanda et al 

2010))。推定値の大きなパラっきは、評価ツールや測定時期の違いなどの方法論的な理由に

依拠するところがあると思われる。しかしながら、膨大な数の子どもが母親のうつ病の症

状にさらされているという認識が広く共有されている。

4.2.2.2.母親のうつ病と幼児発達が関連付けられる過程

文化ごとにそれぞれ独特の症状の記述が見られるものの(Bolωn2001)、最も普遍的なうつ

病の症状は無気力および集中カの欠如、気分の低下、短気、不眠である。これらの症状が

母親の子どもに対する行動に深刻な影響を与えるのである何hi白血dK血.g2011))。

養育

うつ病は、母親の本来もつ効果的な育児を行う能力を阻害し、幼児が必要とするレベル

の関わりや心情的な繋がりを与えられなくしてしまう。母親のうつ病は極めて広義の「養

育」という主な媒介を通して子どもの発達に影響を与えるのである(Good血血 eta1 2011， 

Goodman and Gotlib 1999， Grantham-McGregor et a12007， Ha血ishet al 1995)。それは責任感や

子どもの合図への敏感性、愛着などといった母子の相互作用の特徴を含むものであり、こ

れら養育の特徴は、母親のうつ病および子どもの能力の低下の双方と密接に繋がっている

(Blacket叫2007，Ta皿is-LeMonda et a1 2001， Appelbaum et al 1997， Sch血idet叫2011)。

A.母親の感受性乳幼児が送る合図に対する母親の感受性および対応が ECDの基礎を

形成する。極めて単純な母子のふれあいはコミュニケ}ションの初期形態であり、多

様な発達過程を刺激するものである。様々な文化においての母親への調査では、うつ

病でない母親と比較した場合、うつ病である母親の方が乳幼児の合図に対する反応が

希薄であると示している(Goodm血 andGotlib 1999， Herr町aet a12004， Landry et a12001)。

うつ病の母親は、子どもに直接話しかけたり、物を与え、見て一緒に遊んだりするな
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どの子どもへの認知的刺激が減少する傾向がみられる 140乳幼児の能力発達の変化に

気付くことなく、特定の合図に対しても適切な反応を示そうとしない但問問 etal 

2004)。うつ病もしくはその他の要因に関わらず、母親としての感受性の欠如は認知

発達および社会的情緒的発達の習得の強力な予測因子である(Tamis-LeMondaet al 

2001， La且出yet al200l， Leigh et al20日)。

B.母親の感情的な鮮と乳幼児の愛着:乳幼児の合図に適切に反応する母親の能力に加え、

前向きに愛着関係を形成する能力が、その乳幼児の認知的・社会的情緒的発達におい

て非常に重要となる。うつ病の母親は乳幼児に対して感度が低く愛着の程度が強くな

いと回答しており、距離をおく傾向にある(Tomlinsonet al 2005， Siddiqui and 1王agglof

2000，At回chmentand development: 2005， Edhborg et a12011， Ross et aI2011)。また、笑う

ことやスキンシップも少なく(H町間'aet al 2004)、怒りやその他の負の感情をより頻

繁に表出させるようになる例augh姐 etal2007)。これが結果として社会的情緒的発達

の領域において潜在的な影響をもたらす。そのうちで最も研究がなされているのが乳

幼児の愛着行動である。

乳幼児期の重要発達課題は、主要な養育者、通常母親への安定型愛着の形成であ

る。愛着関係が形成された乳幼児、後の子どもは、母親を信頼することができ、その

主要な関係を頼りつつ周辺環境を適切に探ることができるのである。それに対して愛

着の不調節は幼少期の行動の問題および成人期においての精神疾患に繋がる

(Colonnesi et al2011)。うつ病の母親をもっ乳幼児は特に愛着の不調節のパターンを示

す傾向があり、その多くは回避型愛着または不安型愛着のいずれかのパターンである

(Roberts et al 1996)。どちらも感情抑制など他の心理作用においてもより多くの問題を

抱えることになり(Maughanet al 2007)、実験上のエピデンスでは、そのような幼児期

の愛着形成の障害が主な媒介となり、母親のうつ症状が子どものうつ症状へとつなが

ることが示されている(Bur同uetal2009)。

乳幼児との関わりと感受性の低下はほとんどの場合が、子どもの発達の観点から

不適応行動を伴って顕在化する。例えば、うつ病の母親は子どもとの相互作用におい

て阻害的かつ不安定になる可能性が高い(Vliegenet al 2009)。安全で安定した家庭環境

の形成および維持における問題が発達の成果を悪化させる(Zeva1kinket al2008)。

この分野の研究の大半がアフリカ社会以外で行われたものだが、アフリカにおけ

る母親のメンタルヘルスと子どもの発達の主たる関係を検証する研究も増えてきて

いる。南アフリカのいくつかの研究では母子の相互作用が母親のうつ病によってどう

変化していくかに着目している。ケープタウン郊外での調査で、うつ病の母親は感受

性評価において低いスコアを記録し、その生後2ヵ月の乳児は積極的な関わりが低評

価であった(Coop町民叫 1999)。これらの家族を乳児が生後 18ヵ月になるまで追跡調

査したところ、うつ病を患った母親の幼児が安定型愛着を示すことが少なくなってい

たことが分かつた。安定型愛着は子どもの感情発達において信頼度の高い指標である。

母親による阻害ならびに放置が推定される媒介である(Toml血onet al2005， (2011))。

c.健康に関する態度:子どもの認知的・社会的情緒的発達に直接影響をおよぽす上記の

行動に加えて、うつ病の母親は健康のための行動をとらない場合が多い。母親のうつ

病は重要であるが、乳幼児栄養評価においてしばしば見落とされている(Ralun血 etal 
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2008)。例として、うつ病の母親の乳幼児は授乳期間が短く、予防接種スケジュール

を完了するケースが少ない(WaIk町etal2011)。ナイジエリアとエチオピアでの研究で

は、うつ病の母親の子どもはそれらに加えて衛生行動の水準が低く、下痢が多くみら

れている(A<ゐwuyaet al 2008， Ross et a12011)。

4.2.2.3.援助を通しての得られたエビデンス

母親のメンタルヘルスと子どもの発達に関するエピデンスのほとんどが実験ではなく観

察に基づくものであり、本稿では以下の通り 2つの研究に分類する。

実験でない分析から得られたエピデンス

母親のうつ病の子どもへの有害な影響は初期から始まり一生続く(Walk<町etal 2007， Pa'匝l

et al 2002， Murray and Cooper 1997， Hussain岨 dNauma且2010，Affonso et al 2000， Good血血etal

2011)。この負の作用は、母親の負担が大きく資源の乏しい環境ではさらに厳しいものにな

り(Walkeret aI2011)、社会的支援の薄い地域では特にそのように考えられている侭affertyet 

al2011)。これと一致するように、 LMICsの研究では、うつ病の母親の乳幼児と子どもは認

知的・社会的情緒的発達評価において低評価にとどまった(WaIk町 etal 2007， Black et al 

(2007)， Parsons et al2012， Galler et al2000)。全ての認知、特に言語発達遅滞を含む認知障害

(Appelbaum et al1999)の大きさに加え、ストレスの増加がAshmanet al (2002)に応えており、

注意力を低める(Hernandez-Reifet al 2006)。乳幼児期の不安定型愛着(Schecht町田dWillheim 

2009)や乳児期の外在化型および内在化型行動別町ay皿dCo叩町 1997，Goodman et al 1999， 

Bureau et al 2009)などの特定の社会情緒的障害は成人期の複数の神経精神的・身体的障害の

高いリスクへと繋がる(B血etal2010， Prince et al2007)。

LMICsに特化した研究の多くが南アジアで行われたものσa旬:1et al 2003)だが、アフリカ

でのエピデンスも増えてきている(Serviliet al201O， Hadley et al2008， Tomlinson et al2005)。

母親のうつ病と ECDの関係における発見は園や文化的背景を越えて存在している。エチオ

ピアの研究を例にとると、うつ病の母親をもっ幼い子どもは全ての発達の評価点において

うつ病でない母親の子どもより約 10%低いとの報告がある但adleyet al 2008)。

実験から得られたエピデンス

母親のうつ病による子どもへの負の影響の改善が増加傾向にある援助の重要な焦点にな

っている。特定の発達の節目への母親が持つ影響は接する時期と期間によって変化し、症

状が改善すると子どもも立ち直るというエピデンスがある仏組合Yet al2001)。支援は出産前

から開始することができ、特に発達に影響を受けやすく、うつ病の負の影響を最大限受け

ることが確認されている生後数年聞を対象にすることが多い侭insella岨dMonk 2009， Gavin 

et al2005， Lundy et al1999)。

母親のうつ病の治療のための心理社会的アプロ}チと養育習慣の改善に焦点を絞った支

援から確固たるエピデンスが得られている(Rahm岨 etal2008)。この組合せはそれぞれのア

プロ}チを単体で行うよりも長期的効果がみられるようである。このような支援は従来の

心理療法と養育技能トレーニング、つまり、うつ病の症状の緩和と母親の反応性や授乳な

どの養育行動の改善を組み合わせたものである(R池田血etal 2008， v姐 Do悶U皿 etal2008)。母
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親のうつ病に対して薬物治療のみの治療がもたらす母子の相互作用と子どもの能力に与え

る影響についての混合的なエピデンスがある。支援の目標は現在のうつ病症状の緩和では

なく、将来の症状の発現リスクの減少と本来の子どもの成果の改善である(Sutt町ーDallayetal 

2011)。

4.2.3.就学前教育プログラム

ここまで子どもの発達の促進における家庭環境と母親の役割について論じてきた。次に

乳幼児期以降と発達形成における良質な就学前教育の役割について考察する180本項ではデ

イケアプログラムと 3から 6歳の子どもの周囲について述べる190

4.2.3.1.背景

就学前教育は子どもをより公式的に学校の準備をさせる方法であり、すなわち学校環境

での学習に対する素地の向上である。就学前教育プログラムでは社会化(例えば集団行動、

ノレール・秩序の順守)、認知発達の助長、そして子どもの健康的な成長の支援に焦点を当て

ている。学校適応力が後の学校での成果を改善するというエピデンスも存在している

侭EF??)。

ところが、アフリカの大半において就学前教育への参加は大変低いロモザンピークでは

就学前教育に通う子どもは 4%のみで、そのほとんどが都市部に住む富裕層である(World

B町企，2011)0SSAの割合は2000年の 12%から 2008年の 17%へと上昇した尽別ESCO2010a) 

が、就学前教育プログラムにアクセスできる地域に住む子どもは 5人のうち 2人で、この

問題が都市部でも農村地域でもみられている。低就学率は供給側の問題(プログラムや就学

前教育の不足など)と需要側の問題(養育者間での就学前教育に通うことによる恩恵に関す

る情報の不足)の両方を反映しているようである。供給に関し、 『子どもの発達に関するラ

ンセットシリーズ~ (2011年)によると、経済開発協力機構(OECD)の推定では GNPの 1%

以上の支出が高品質の ECDサーピス提供に必要とされ、 OECD諸国は平均 2.36%を支出し

ている。中東欧諸国や南アフリカ諸国の就学前教育の予算は 0.4%である一方で、ケニア、

ネパール、タジキスタンでは 0.1%しかなく、ニカラグアとセネガルの支出は 0.02%未満と

なっている。政策面では、全体の課題として就学前教育が最も恵まれない人々に提供され、

機会および効果の不平等を拡大しないことが挙げられる。具体的な課題は、供給に関して

は質の保証であり、技能をもった職員の確保と保有、強力なガパナンス、適切な教材が十

分にあること、適切なカリキュラムを持っていることである。需要に関しての課題は就学

前教育を魅力的且つ親の手の届く価格であることである。

おおまかに「デイケア」モデルには2種類ある(Lancet，2011)0 1つめは施設(公式)デイケ

アで、 2つめがコミュニティ・ベース(非公式)ケアだ。施設モデルでは、保育は通常学校と

18条件付き現金給付スキームと教育メディアを含むその他のツールは本章の範囲を超えるロ

双方向メディア教育はボリピア、ホンジュラス、インドネシア、エル・サルパドルにおいて

就学前教育での経験の質の改善を目的に使用されているが、その評価は未だなされていな

い但0姐 dThukra12009)。
19 2日間デイケアプログラムは子どもの出生からをカバーしていることから 2.1.2.2で扱っ

ている。
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連携しているか民間の供給者によって提供され、カリキュラム、教材、有給の訓練経験の

ある教員、固定の教室(多くの場合が小学校の中)を備えている。コミュニティ・ベース

(非公式)ケアは専門の教員を持たない場合が多く、地域施設を転用するか臨時で使用し

ている。

これらのプログラムの影響評価において、家族が幼稚園を自主的に選択していることが

重要な問題であり、これにより事実の検証を困難にしている。無作為抽出は多くの場合可

能ではないだろう。結果として得られた就学前教育プログラムに関して、筆者が知る限り

エピデンスのうち2つは非実験的なものである。まず非実験上のエピデンスを考察し、 2つ

の無作為抽出による就学前教育援助について少しスペースを割いて述べることとする。無

作為抽出の援助のうち 1つはアフリカで行われた援助である。

4.2.3.2.就学前教育のエピデンス

上述した通り、無作為抽出による就学前教育支援の効果についてのエピデンスはごくわ

ずかしかない。ここでは経験的根拠の論争と実験上のエピデンスを分けて論じていく。

経験的根拠

施設デイケア(就学前教育)について Berlinskiet a1 (2008)は、ウルグアイにおける公立幼稚

園保育の拡大がもたらす7歳から 15歳の子どもの就学と就学年数への影響を評価している。

その研究によると、ウルグアイ園内の幼稚園に 1年以上就園した子どもは小学校の就学お

よび就学年数において良好な影響がみられた。また、 Berlinskiet a1 (2008)がアルゼンチンの

公立小学校就学前支援の拡大がもたらす小学 3年生の算数およびスペイン語の試験の点数

および児童の行動について評価を行ったところ、子ども一人当たりに対する就学前教育の

増加によって小学3年生の試験の点数が 8%上昇したことが分かった。

その他ノ屯ングラデシュの Aboudet al (2008)およびケニア、ワガンダ、ザンジパルの Mwaura

et a1 (2008)を含む(施設)幼稚園就固と未就園を比較した研究は、幼稚園就固と試験の高得

点の関係を指摘している。

改善を行った就学前教育と改善を行なっていないものを比較した他の研究では、より高

品質で改善されている就学前教育プログラムに就学した場合、通常のプログラムに参加し

た場合に比べてより高い学習成果が見られることが分かつた。効果的な改善の例としては

バングラデシュ(句elet a1， 2009)、コスタリカ(Ro11aSan Francisco et a1 2006)、非公認就学前教

育より公認就学前教育で行われている中国とカンボジア侭aoet a1， in press)で行われた体系

的な p田ー問刈血gプログラム、パングラデ‘ンュの子ども主体または教員と子どもの対話式の

教育刷00問 etal， 2008)、ザンジパルにおいてのクラスを指導するための教師向け双方向ラジ

オまたは音声ガイド仰orriset al 2009)などが含まれる。

実験から得られたエピデンス

就学前教育の効果についての実験上のエピデンスはほとんどないため、ジャマイカとモ

ザンピークで行われた2つの無作為調査のみを取り扱う。

Baker-Hennin凶amet a1 (2009)は、ジャマイカのキングストンにある 5つの幼稚園を対象に

支援または管理を無作為に割り当てる教員養成プログラム(Inc田dibleYears Teacher Training) 
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に関する予備調査を行った。教員養成プログラムを通して 7日間の教員ワークショップと

合わせて各クラス生徒 14人で構成される授業が行われた。結果として教師の肯定的な態度

の増加と子どもの社会的情緒的技能を促す度合いの増加など有意な影響がみられ、子ども

の適切な態度や興味関心の増加など子どもの態度の評価においても著しい支援の効果があ

った。また、支援は教室の雰囲気、子どもの共有と相互扶助といった行動、教師の熱心さ

などに効呆をもたらすことも判明した。

前述の通り、Martinezet a1 (2012)が筆者の知る限り唯一の無作為抽出による幼稚園支援の

評価であり、アフリカの農村においては初めてのものである。 2008年セーブ・ザ・チルドレ

ンはコミュニティ主導の施設保育モデルをモザンピークの農村部で実施した。プロジェク

トでは 30のコミュニティにおいて 67の教室の建設や備品、訓練の資金を提供し、園児 1

人当たりで月に約2.47米ドルをかけた。実験的影響評価の一環として、 76の適格箇所から

30の支援コミュニティを無作為に抽出した。

就学前教育プログラムへの参加は、認知力、問題解決力、運動技能、社会情動的能力、

その他の行動的能力を含む就学準備における多くの子どもの発達評価において改善をもた

らしたことが影響評価によって分かつた。ただし、両グループともコミュニケーション・言

語発達の測定では効呆がみられず、極端に低い状態が継続した。

4.2.4.栄養状態の改善

4.2.4.1.背景

前述の通り、過去20年間のめざましい経済成長にもかかわらず、 SSAにおける栄養不全

率は非常に高いまま推移しており、 1990年代からほとんど改善がみられない(Garcia2012)。

ここでは幼少期の栄養不全の長期的影響のエピデンスを精査し、費用効率 15.0%を記録した

研究の進んだ栄養支援プログラムに着目していく。

胎内発育不全または生後 2年間の発育不全は、成人時の身長の低さ、就学の低下、経済

活動の低下、女児の低出生体重 (Vic凶 eta1. 2008)と非常に強い関係がある。しかし、これ

らは因呆関係ではなく、実際は貧困のような幼年期の栄養状態および成人後の成呆に影響

を与える全く別の要因によるのかも知れない。膨大な経験的根拠がある一方で、幼年期の

栄養状態と成人後の能力の相関関係をみるには、自然実験(飢餓など)または支援などよ

り良い根拠がある。したがって、本項では、栄養状態と長期的能力の因果関係における実

験上のエピデンスに焦点を当て、考察する。

4.2.4.2.介入から得られたエピデンス

劣悪な栄養状態は子宮内で始まり、母親の低肥満率は子宮内胎児発育遅延と関連してい

る(Fishm血 eta1. 2004)。飢餓は子宮内の栄養状態の有効性と成人後の能力を推察する自然実

験の機会になる。飢僅は通常明確に定義された時聞と地理的制限があるため、誰が子宮内

で飢餓に直面したかを調べることが容易である竺現在あるエピデンスの大半が2つの有名

20飢催を用いる短所は、飢僅によって生存者に偏りがあることによる高い乳幼児死亡率で

あり、これにより後の成果に対する飢僅の影響を発見することが難しくなる。これが 1866

年から 1868年にかけてのフィンランド飢僅と 1941年から 1944年までのレーニングラード

占領の分析よって出された相反する結果の理由であろう(Lindeboom，Portrait，阻dv阻 d田
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な飢僅から得られている。すなわち、 1846年から 1847年にジャガイモの疫病によって起こ

ったオランダにおける「飢餓の冬」、毛沢東の経済政策大躍進政策の失敗が原因で起こっ

た穀物収穫の激減による中国の飢餓(LiandY:岨 g2005)である。医学文献では胎内でこれら飢

僅にさられることによる成人後の擢病率への多大な長期的影響を示している210これらの結

果は成人の健康状態が子宮内での健康に応じて「プログラム」されるという B町k町仮説

(Barker 1992)や飢餓は母体に極度のストレスをかけることになり、それが健康に長期に渡っ

て影響を及ぼすという説(Gluckmanand H姐 son2005)と一致している。

最近では調査がさらに進んでおり、子宮内での認知発達、学習習熱、労働供給への飢餓

(低栄養状態の指標として)の影響について調査している。Al皿ondet al (2007)は1959年か

ら1961年の中国の大飢僅に胎内で直面した場合、男性では9%、女性では7.5%読み書きが

できなくなる可能性が上がり、男性は 6%、女性は 3%就労する可能性が上がることを示し

た。 Scholte，van den Bぽg，and Lindeboom (2012)は妊娠初期にオランダの「飢催の冬」にさら

されることによる就労への負の影響は生後 53年以降に顕在化することを発見した。

Lindeboom， Portr泊1，and van der Berg (2010)もまた、オランダの「飢僅の冬』によって50歳以

降の平均寿命が平均で男性では 4年、女性では 2.5年縮まるとしている220 Almond and 

M恒国lder(20ll)は、成人後の能力に対する胎内での栄養状態の重要性を、妊婦であっても

昼間に断食を行うイスラムの聖なる月であるラマダンを用いて示したロ妊娠初期の時期が

ラマダンと重なると、ウガンダとイラクのイスラム教徒の 20%が成人後に障害(精神また

は学習障害へのさらに大きな影響もある)を持ちやすくなることがあることが分かつた。

したがって、飢僅に対して出産前に比較的軽度にさらされるだけでも長期に渡る影響を受

けると結論づけている。

胎内期聞が能力を長期的に大きく左右することを示したが、生後 3年間の栄養状態の改

善の方が長期の能力に対してより大きな見返りをもたらすことも明らかになっている。例

えばMaluccioet al (2009)は、 1969年から 1977年までグアテマラ行われた、無作為に抽出し

た4つの農村において高栄養価の栄養摂取と通常の栄養摂取を行う無作為実験を調査した。

支援終了後から 25年間子どもへの追跡調査が行われており、 36カ月より前に高栄養価の栄

養摂取を行うことにより、支援が終了してからお年後であっても男女ともに試験の得点の

標準偏差値が0.54から 0.71上昇し有意な影響があることがわかった。高栄養価の栄養摂取

を受けた女性は就学年数が2.5年増加した。同じ実験のデータを使ったMartorel1et al (2010) 

は高栄養価の栄養摂取を受けた男性の所得が42%高いことを発見した。

Berg2010)。

21オランダにおける「飢僅の冬」による効果については侭avelliet al. 1998， Roseboom et al.， 
2001， Pain町etal.， 2005， Lumey et al. 2007)、中国の大飢僅の影響については仰.eng姐 dQi:阻
2006， Ch四回dZhou 2007)を参照のこと。
盟使用したデータは 1812年から 2000年のオランダについて(vi叩d四 B町g，Lindeboom and 
Portr泊。006))で、不景気に誕生すると中年期以降の死亡率が上昇することを発見した。
ぐV阻 d阻 Berget al. (2010))はまた、高齢になってから心臓発作を経験すると認知能力が低下
すること、好景気に誕生した人に比べて不景気に誕生した人の方がその低下が激しいこと

を発見した。しかし、それが不景気による劣悪な栄養状態によるものなのか不景気中に突

発したその他の要因(母親のストレス)によるものなのかを突き止めるのは困難を極める。
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ニカラグアの無作為抽出による条件付き現金給付プログラムの背景では、 Macours，and 

Maluccio (2013)が同プログラムに胎内期間および生後2年間参加した男児と 2から 5歳時に

参加した男児の身体測定と認知機能を比較した。 10歳の時点では、出生時には両グループ

で身長の違いがみられたが、両グループとも同じ身長であった(身長については後から追

いつくことが可能であることを示している)が、認知機能においては追いつくことができ

ず、出生後 2年間支援を受けたグループの方が後に支援を受けたグループ(2-5歳時)よりも

高い認知機能を示した。この結果によって、生後 1000日間の栄養状態、および/または健

康状態を改善させる支援が子どもの認知発達に対し長期にわたって肯定的な影響を与える

ことが確認された。

Barham (2012)はバングラデシュにおいての母親および幼年期初期の健康と家族計画プロ

グラムが認知機能に与える中長期的影響を評価し、 14年前までのプログラムに参加した子

どもの認知機能評価の標準偏差が 0.39上昇することを発見した。

上記のエピデンスは、健康・認知機能・労働力の供給を含む長期の能力に対する胎内お

よび生後 2年間の栄養状態の改善の重要性を明らかにしている。続く 3項では費用対効果

が非常に良い、子どもの栄養支援に関する最先端の提案をみていくことにする。

4.3. アフリカにおいて早期観測結果を改善するための政策策定

本章前項で考察したエピデンスを踏まえ、 ECDプログラムの提供とともに幼年期初期の

子どもの発達促進にかかわる政策課題の論争および栄養状態と健康に関わる政策の論争を

紹介していく。第4項では未解決の研究課題の論議を提示する。

4.3.1.幼年期の政策課題

政策とプログラムに関する学術文献を精査して、エピデンスを導き出し、幼年期を対象

とした政策を策定における鍵となる事例とプログラムの最重要要素をまとめていく。

恵まれない小さな子どもとその家族へ初期刺激づけ・栄養プログラムの提供は、アフリ

カの多数の子どもの発達の素質の損失および国家・地域レベルでの人的・経済的損失を防

ぐために大変重要である。

刺激・栄養プログラムがその効果を発揮するためには、早い時期に適切な集中度で適切

な期間行われなければならない。質もプログラムの効果を左右する要素であり、多くの子

どもに行き渡るように規模が拡大していくにつれ、 ECDプログラムの質を監視していく必

要がある。

支援が最貧の最も恵まれない子どもと家族にまで及ぶことは重要であり、そのためには

適切なターゲッティングが欠かせない。統一プログラムを特定の区域または地域の全ての

低所得過程向けに策定することは可能であるが、最も恵まれない状況で暮らす子どもと家

族はプログラムの活動に参加するために追加のサ}ピス、および/または特別な配慮が必

要になるかも知れない。

各政府がECDプログラムと行うべき政策を取り入れた規制の枠組みの開発および実施を

支援する政策を整えていることが重要である。これによって明確なアプローチを保つのに
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役立つ。これ加えて、省を超え横断的に働くことが不可欠であり、健康・教育・社会サー

ピスがともに幼い子ども達全体のニーズに合うようにする必要がある。

幼い子どもの発達は多面的(認知・運動・言語・社会情緒分野など)であり、複数要素

によって決まる(健康、栄養摂取、養育の特色、家庭環境・近隣の特色)ものである。さ

らに、刺激のない家庭環境におかれた子どもは劣悪な健康・栄養状態、貧困、ストレス・

うつ病に苦しむ養育者といった他のリスクにも曝されるため、貧しい子どもの発達にとっ

てのリスク因子は共変するため、複数のリスクを抱える子どもと家族向けの複合プログラ

ムが必要になるロ複合プログラムの例は前項でいくつか触れたが、初期刺激づけと栄養補

給の組合せは食料供給が不安定な家庭向けであり、初期刺激づけと小児医療の組合せは慢

性疾患を患う子どもに向けたものである。子どもは 2歳までの栄養欠乏の影響を大きく受

け、栄養摂取・初期刺激づけ統合プログラムは乳幼児には特に重要となる。

母親のうつ病の治療は、個別の活動ではなく ECD発達統合プログラム/パッケージに含

まれるべきである。負の含意を持つ「うつ病の治療」という医療行為として提供するので

はなく、例えば母子の健康を確保するための技能形成など、よりポジティプに提示すべき

である。このような統合は女性にとって治療を続けやすいだけでなく、うつ病による潜在

的な心傷を減らすことにも繋がる。うつ病治療はその他の初期刺激づけ/栄養摂取/健康

増進プログラムの全体の効果を大幅に引き上げると期待されている。

母親のうつ病の高い擢患率(10から 35%)を考慮すれば、定期的な母親のうつ病の定期

検診を単体の活動として行うのではなく、健康/栄養/刺激プログラムと一体化させた方

が良いだろう。出産前から産後2-4ヵ月間検診を行うのが理想と言える。

乳幼児期プログラムの基幹職員の訓練について、具体的に誰が誰に対して何の訓練する

のかということを含めて国家・地域・ローカルレベルで考えなければならない。専門職助

手スタッフは効果的に初期刺激づけ活動を適切なトレーニング、サポート、監督を通して

行うことができる。初期刺激づけプログラムの核となる要素は、効果的な初期トレーニン

グ、よく練られたカリキュラム、補助的枠組みの中の進捗の監督、定期的な訓練である。

同時に、薬物治療なしでの母親の軽度・中程度のうつ病への効果が実証されていることか

ら、専門職補助スタッフに心理療法のトレーニングを受けさせても良いだろう。このよう

な専門職助手スタッフは統一のECDプログラムの枠組みの中で他のサービスを提供してい

る職員であっても、そうでもなくてもよい。重度の精神病や無反応、自殺傾向のある精神

疾患その他の場合も考慮し、精神科医への明確な照会ルートは確率すべきである。 ECDプ

ログラム修了後、母子関係の年齢を超えてからもケア・プランの明確な継続性の確保も必

要である。繰り返すが、鍵となるのは監督、訓練、適切な報酬、向上の機会をともなった

集中トレーニングである。

乳幼児期プログラムスタッフの確保は留意すべき重要事項であり、トレーニングを受け

て認可されたものが乳幼児プログラム職員になることが望ましい。スタッフの維持には、

自らの職務に価値を感じ、適正な報酬を得ることができ、昇進と向上の機会があれば良い。

成功を収めるプログラムは、親の積極的な関わりを促し、母親と子どもの両方に焦点を

当てている。家族は幼い子どもの人生に大きな影響力をもつものとして考慮されるべきで

あり、親の参加は初期刺激づけ活動の成功を左右する。つまり、就学前教育支援は親への

トレーニングプログラムを不要とするものではない。確かにデイケアや就学前教育は親に
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助けの手を差し伸べるものであり、親の参加によって就学前教育の効果を増大させるもの

である。また、プログラムは子どもの開発や母親の養育行為だけでなく、母親の心身の健

康も対象にすべきである。母親への社会的サポート要素も持つ ECDプログラムは特に母親

のうつ病の症状の緩和に効果を上げている。この要素を母親達の問で相互作用を促し、既

存のプログラムと統合することもできる。

就学前教育に関して、そのような幼児へのケアの重要な側面は養育者と子どもの日々の

相互作用の質および活動の適切性と質である。施設型支援の物理的側面(クラスサイズ、物

理的構造、教員のトレーニング)に注目することは重要だが、物理的側面だけでは幼児期の

子どもの発達を促すには不十分で、教員/養育者の発達に適した活動や相互作用のトレー

ニングは質を決定するものである。

アフリカでは、豊かな家庭の子どもは幼稚園に就園する傾向が強いため、就学前教育が

提供する発達の利益を享受している。たとえ貧しい家庭の子どもが幼稚園に通う機会があ

ったとしても、貧しい子どもは質の低い学校に通う傾向があるので豊かな家庭の子どもほ

ど思恵を受けることはできない。低品質の就学前教育は悪影響(就学前教育に通っていない

子どもに比べての発達の鈍化、および/または習慣の悪化など)の要因になることさえある。

したがって、就学前教育サービスの質に着目は不可欠であり、上記のような理由から正し

いターゲッティングのほか、費用等の就園の障害を取り除くことが肝要である。

初期刺激づけや栄養支援の効果に関する評価は実施前の構想・計画段階から検討すべき

である。養育者の習慣および子どもの発達に対するプログラムの影響評価を含んで評価を

行わなければならない。しかし、進行中のプロセス評価を行う場合は、提供されるサーピ

スの量と質、モニタリングと管理行為のレベル、プログラムに参加している家族の特色、

実施における障害と課題、養育者と幼児のプログラムに対する考えを評価に含むべきであ

る。

4.3.2.プログラムの実施方法に関して

ECDプログラムの実施方法には規範的な方法というものがなく、最適な実施方法は既存

のインフラ、地域の行政府・コミュニティのサーピス、使用可能な経済的・人的資源、社

会・文化的背景などによって変化するものである。初期刺激づけプログラムを例にとると、

母親グループ、家庭訪問、ヘルスセンターでの対面カウンセリング、ラジオやテレビ番組

またはその両方のメディアの使用などの異なるアプローチがある。母親の多くが働く都市

部では、高品質なデイケアが必要になる。

プログラムの提供のためには既存のサービスを活用すべきである。多くの国々では、 3歳

未満の子どもへの共通サーピスは衛生分野のみであり、初期刺激づけと栄養支援を既存の

出産前、出産後、小児医療サーピスに統合することができるだろう。しかし、多くのアフ

リカ諸国では一次医療サーピスは過剰に拡大してしまっており、初期刺激づけが十分な量

と質をもって提供されることを保証する一方で、現状の一次医療サ}ピスが負荷の増大に

よって質を落さないようにしなければならない。サービス統合による他の潜在的要素とし

て就学前教育、小学校、既存のコミュニティ集団、非政府コミュニティによるサービスな

どが挙げられる(就学前教育のレベルにも関係があり、使用可能な就学前教育の施設に依拠

する)。
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4.3.3.栄養・健康に関する政策

特に栄養と健康に関して、下記の政策提案は、それらの政策の大規模な実施を支持する

十分なエピデンスがあると結論づける Bhutlaet al. (2008)を参考にしている目。

十分な食料のある人々への補助栄養補給に関する啓発、食料が不足する人々への

栄養補助食品支援、WHOのガイドライン(コミュニティ環境であっても使える準備

済み治療食を含む)に沿った極度の栄養不全の管理を含む子どもの食料摂取量改善

支援

ピタミンA補給(新生児期および幼児期)、予防的亜鉛補給、下痢予防のためのE鉛、

ヨヴ素添加塩の普及を含む子どもへの微量栄養素支援

・葉酸、多微量栄養素、カルシウム補給、ヨード化塩によるヨウ素補給を含む妊婦
向け微量栄養素支援

手洗い習慣の普及と改善を目指す支援などのその他の支援

4.4. 研究標題

本項では、形成機初期の子どもの発達の助長を目的としたより効呆的な政策策定のため

にさらなる研究が必要になる分野のリストを示す。

l.ECDプログラムの提供のための様々なアプローチの相対的費用対効果評価は、政府お

よび国際基金にこれらのサーピスを最適に提供するかの情報提供をするにあたって

重要である。ここで検討すべき事項には、 ECDプログラムの開始適齢、適切な機関、

プログラムの集中度、提供方法(家庭訪問・カウンセリング・親グループ・就学前教

育など)、そして個別プログラムと複合プログラムの費用対効果がある。これには厳

密な評価計画の下で様々なアプローチを比較検討し、長期にわたって参加者(と非参

加者)を追跡し、正確に評価することで、プログラムによるどの初期効呆がどの程度

継続するのかを観察することが必要である。どのアプローチを比較するかはおそらく

国や文化によって異なるだろう。例えば、明確な ECDプログラム戦略をもたない国

であれば、支援の提供方法(家庭訪問・カワンセリングなど)から比較検討するのが

妥当であるし、提供方法の全体戦略が決定しているのであれば、開始適齢や適正期間

を検討するのが良い。

2.誰にとって何が最も効果的であるのかを見定める研究が必要である。ある家族は特定

のアプローチによって他の家族よりも大きな利益を得ることがあるだろう。十分な効

果が得られるまでより長い期間、より集中的な支援を必要とする家族もいるだろう。

一方では、子どもの発達を阻害するようなものにあまり直面していない場合であれば、

恵まれない子どもと家族であっても集中度の低い支援で十分な場合もある。最も危険

に晒されている子どもを対象とする支援などは全ての子どもが受けられるように支

E広範囲の詳細についてはBhutlaet al. (2008)を参照のこと。駆虫、殺虫剤、殺虫処理済みの

蚊帳、遅延隣帯クランプ、鉄分補給(マラリアが流行する地域には適さない)など特定の状況

下での推奨される支援の詳細についての記述がある。



人的資源開発のための乳幼児発達支援 1133 

援の包括的な枠組に組み込む必要があるだろうが、これを確認できる低所得・中間所

得諸国での調査はほとんど存在していない。

3.最も効呆の高い戦略を周知し、最も恵まれない子どもと家族に行き渡るようにするた

めの研究が必要である。 ECDプログラムでの最初の関わりと維持、積極参加、家族の

承諾が必要である。また、幼い子どもを持つ家族に意欲を起こさせる戦略も必要にな

るだろう。家族またはプログラムを推進していく職員、もしくはその両方への金銭ま

たは非金銭的インセンティブが必要になるだろう(下記5.参照)。

4.L阻 Csにおいて初期刺激づけプログラムが子どもの発達と養育訓練に多大で有意義な

利益をもたらすことを示すエピデンスがあるが、プログラムが質を保ちつついかにし

て拡大していったのかについての情報がほとんどない。定期的な収益源を通して継続

できる支援の一層の普及のためにもメカニズムの解明することがこの分野における

課題である。成功例となる大規模プログラムの数は増えているが、その成功を他の文

化・社会で再現するための研究の実施が必要である。

5プログラムが拡大した際の支援の継続とそのための努力に関する問題を考慮すると、

家族とプログラムを提供する職員の連携強化のためにインセンティブを直ちに導入

する必要がある。推察される主な弊害がプログラムを提供する職員の意欲低下である

のであれば、優秀な業績を上げた(訪問件数などのインプットベース、もしくは栄養

状態の改善などのアウトプットベース)職員に対して金銭的もしくは非金銭的インセ

ンティブを支払うことも可能だろう。一方、需要過少による弊害であれば、インセン

ティブが直接家族に渡る方が良いかも知れない。条件付き現金給付が家族のプログラ

ムへの参加を促すのに効果的であるという良いエピデンスはあるが、プログラムを提

供する職員への金銭的・非金銭的インセンティブに関する利点についてはほとんど研

究されていない。達成した業績を集計するには費用がかかる場合もあるが、モザンピ

ークの'Moverl回 do'(携帯電話での通信を使って業績を収集し、インセンティブを支払

う)は費用もかからないうえ、期待できる方法である目。

6.幼い子どもと家族が直面する、同時に起こりうるリスク要因に配慮した統合プログラ

ムの必要性は十分に認識されている。しかし、各要素の効果を維持したままいかに支

援を統合していくか、共同アプローチの利点(スタッフが 1つ以上の支援を提供する

ことは可能か、および/または効率を上げるために支援を同時に行うことは可能かな

ど)を生かしつつ資本の移管をどうすすめるかの研究が急務である。母親のうつ病が

子どもの健康、発達、行動の成長を鈍化させることは知られているが、効果を上げた

うつ病治療を含んだ ECD支援ノfッケージ全体の費用対効果についてはまだ明らかに

なっていない。

7.養育に関するメッセージの提供、および/または教育プログラムの子どもへの宜接的

な提供のためのメディアや携帯電話のメッセージの使用への L阻 Csの関心は限定的

である。農村人口が多い地域やサーピスのカバー率が低い地域では、メディアを活用

した支援は子どもの開発の助長において役立つかもしれない。識字レベルによっては

剖 h伽 //movercado.wordnress.c泊四.これに着目するきっかけをくれた Ju1ianCircoに感謝した
b 、。
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携帯電話のメッセージを正確かつ重要な情報を親達に直接普及させ、メディアを通し

て送られるメッセージに反応をする方法を親に与えることができる(メディアと親と

の相互作用を増加させることによってさらなる親の参加を促す)。メディアや携帯通

信を地元のプログラム提供者の業務をやりやすくするために使うこともできる(ファ

シリテーターが訪問先で使う特定のトピックを扱ったビデオの制作や携帯電話を通

しての短い音声メッセージの送信するなど)。

8.長期的変化を誘発するための短期的イニシアティブの使用。遅延はコミュニティが大

規模プログラムを遂行する際に直面する共通課題である。迅速成呆イニシアティブ

(ftapidR回 ultslni白ative)では、コミュニティが 100日間で単純且つ具体的な目標(例

えば「全ての母親が子どもに 1日に 1回以上毎日本を見せるJ)の到達のために訓練

を受ける。通常、目標を達成するには関係当局からの一定の資金が必要となる。迅速

成果イニシアティブはエロトリアとケニアで既に実施されているが、 E確な評価方法

を用いた幼年期の発達への効果に関する調査が喫緊に必要であろう目。特に適切なサ

イクル (50、100、200日間)の決定がこのアプローチの有効性を支え、理解するため

に非常に重要になるだろう。

9.特に就学前教育に関して、就学前教育への参加の適切な年数の判断には研究が必要で

ある。例えば数年追加的に参加することによる利益はあるのか、または子どもが小学

校入学に準備するためには 1年間で十分ではないのか、健康、栄養および/または養

育支援を就学前教育に組み込むことによって得られる利益とこれを達成するための

最も効果的な方法は何か、ECDプログラムから小学校への移行管理が子どもの発達に

もたらす効果、子ども・家族・小学校の移行準備の最も効果的な方法は何かなどが挙

げられる。

10.母親のうつ病に関して、母親のうつ病の症状が発達のどの側面(社会的情緒的もし

くは言語)に最も影響を与えるかは地域や文化によってパラつきがある。この特有の

過程の研究によって特定の子どもの潜在的欠如に焦点を絞った援助が可能になるで

あろう。

11 早期の援助が最も費用対効果が高いことは広く認められているが、後から追いつく

ことが可能であるかについては引き続き研究が必要である。この問題に関する研究は、

早期に支援を受けた子どもの能力と遅い時期に支援された子どもの能力を比較する

必要があるため、現在のところは非常に限定的である。得られたエピデンスからは、

3から 5歳の時に栄養援助を受けた子どもは 10歳ぐらいになってようやく 0から 2

歳時に援助を受けた子どもの栄養状態に到達することができることが明らかになっ

ている。しかし、認知発達の損失を取り戻すことはできず、認知発達の遅滞を取り戻

すことは、少なくとも栄養状態に関する援助では難しいことを示している。これらの

結果の信頼性の評価や子どもに刺激を与える援助によって認知発達の巻き返しの可

能性を明らかにするためにはさらなる研究が必要である。

25 h此o://comnfdra企ica凶nI!.C泊閣内rofiles/b1o田 /resul阻-for-lo町四国?Xfl. S凹 rce=阻止ivitv
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第5章教育を雇用創出に結びつける

キム・レーラー & フランシス・ティール

(オックスフォード大学アフリカ経済研究センター)

5. 1 はじめに

若者が仕事を望むことと、彼らの仕事がないことは、今日の先進国と途上国の大半にお

いて、主要な政治問題である。通常、若者の失業率は、より高い年齢層のそれを上回って

いる。しかしながら、 2008年の金融危機の結果、多くの先進国で失業率が上昇した。その

ため、失業の問題は若者にとって深刻だとされるが、必ずしも若者に限らない。 2011年 2

月に始まったアラブ革命は、雇用機会に対する若者の不満が中心にあったとされている。

これは、『雇用のアジェンダ(也ejobsag'血 da)J と呼ばれるようになったものに焦点を当て

た、 W20日年版世界開発報告』までの背景である。このアジェンダに対する重要な聞いは、

次のものである。なぜ仕事の不足は若者の聞に集中するのか?どのようにして、より多く

の雇用を生み出すことが出来るのか?そして、これらの聞いに答えることができるとすれ

ば、若者とそうでない人々の両方に対して、どのような雇用を生み出すのが望ましいのか?

政策課題の中心にあるのは、単に雇用ではなく、雇用の質なのである。質には、その雇

用が恒常的なものかどうか、社会保障や年金を受け取る権利がともなうのかどうか、在職

期間に応じて賃金が上昇する雇用において昇進が可能かどうかなどの多くの側面がある。

そうした質がより高い雇用はより高度な技能と関連づけて考えることができる。若者が雇

用機会に対して不満に思うのは、大部分において教育の拡大を通して得られた技能を生産

的に生かすことのできる雇用が不足しているからなのである。

サブサハラ・アフリカにおける労働市場の展開に関する検討から得られるエピデンスは、

都市の賃金労働ではなく自営業において雇用が最も速く拡大するというパターンを示して

いる侭ingdon，S皿白色r，and Teal 2006参照)。この研究が基にしているデータの多くは、 2000

年までの期間しか含んでいない。ガーナの最近のデータを用いると、零細企業の賃金労働

が急速に拡大している、より最近のパターンの変化がうかがえるロ都市部において低賃金

の雇用である零細企業の雇用は、人口の 2.7から 6.7%へと増加しており、 1999年から 2006

年の間で従業員は225，000から 886，000人へと増加している。雇用全体は人口に比例して増

加するが、相対的に低賃金の雇用の割合は、この期間中に著しく増加している。

概して、サプサハラ・アフリカの公共政策は、教育を受けた人々への雇用の供給よりも、

教育の供給を増加させることに、より成功してきた。そして、この章の主題である、教育

を受けた労働者の供給の増加と教育を受けた労働者への企業の需要との聞のミスマッチが

拡大している。この潜在的なミスマッチには二つの側面がある。一つ目は、都市部で農村

部に比べて雇用が得られるかどうかであり、二つ目は、都市部で供給される雇用の種類で

ある。また、この章では蓄積された人的資本の適正さと質についても検証する。
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この章では、教育と労働市場の成呆がどのようにつながるかという問題を扱い、更なる

理解が必要な分野を強調する。アラブの春から生じ、半世紀のアラブ世界において最も重

要な政治的発展である「雇用のアジェンダ」は、都市の若者への憂慮によって引き起こさ

れた。この章の目的は、これらの憂慮に向き合い、より広い文脈に位置づけることである。

サブサハラ・アフリカの多くの都市の若者は、雇用はないが、農村で就職している人々ほ

ど貧しくはないロ雇用は疑いなく重要だが、雇用から得られる所得も重要である。なぜ農

村の雇用から得られる所得はそれほど低いのだろうか?この間いに答えることは、最貧困

層の貧困を緩和する政治アジェンダの中核をなすロ

次の節では、まず都市と農村の違いを述べ、都市と農村の問で所得の差がどのくらい大

きいのか、その違いはどのくらい教育によって説明されうるのかに焦点を当てる。雇用創

出における教育の潜在的な役割を評価する中で、重要な変数は、物的資本に比べて人的資

本の収益率は相対的にどのくらいなのかということである。人的資本は、確実に経済を生

産的にすることで、間接的に雇用を生み出す。もしこれが事実であり、また本論でそのよ

うに主張していくことになるが、人的資本への投資は収益が小さく、結果として教育を受

けた労働者と、彼らのための雇用の聞のミスマッチが拡大していく。これは市場の需要側

の問題である。また、アフリカでは教育の多くの部分が人的資本を生み出さないという供

給側の潜在的な問題もある。教育学を研究する人々は、生徒が学校で過ごす年数ではなく、

学校で生徒が学ぶことに、ますます注意をはらうようになっている。これらの点は、教育

の質がどのように改善されるのかについて述べている第 4節での議論につながる。第 5節

と第 6節では、教育の拡大と雇用との関連性の問題に再び目を転ずる。最後の節では、非

熟練労働者と熟練労働者両方のための雇用がどのように創出されるのか、また、労働力人

口全体の技能の構成に密接に一致するよう、技能の違いを越えて雇用を創出するためには

教育政策をどのように変える必要があるかを考える。

5.2. 都市農村聞の隔たり

アフリカの都市と農村の所得をどのように比較するかについては、二つの根本的に異な

る見方がある。一つ目は、農村ではなく都市において、労働者が得られる所得の大きな違

いと共に、細分化された市場を見る。労働市場は、都市での失業または非常に低い所得の

インフォーマル部門をなくさず、セクターを越えて期待賃金を均一にするよう働きかけて

いる。二つ目の見方は、都市と農村両方の労働市場内にある不均一性の拡大を認識し、農

村部よりも都市部において、教育をより利益を得るのに必要な技能の一つ、もしくは唯一

のものだとみなしている。

都市農村聞の労働市場が細分化されているという見方は、先進国がどのように発展する

のかという分析において、重要な役割を果たす。これらのセクターの所得を比較してみる

と、ギャップは非常に大きく、これらのギャップを説明するものが必要であるように思え

る。 Beegleet.叫.(2011)による、タンザニアにおける移住に関する最近の興味深い研究では、

農村から都市への移住は、一人当たりの消費を約 30%上昇させ、これは場所に関する労働

市場の成果における違いを理解する上で、重要な役割を果たすように思えることが分かつ

た。また、この違いは移住によってもたらされるのではないと指摘しているが、もしそう
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であるならば、なぜ全員が移住しなかったのだろうかワ移住から得られる利益が限定され

ていることと、移住する個人もしくは世帯の選ばれた集団を率いるコストが上昇すること

が、要因に違いない。途上国において労働市場がいかに機能するのかという、三つの根本

的に異なる見方を区別するのに中心となる労働市場の成果において、選択(selection)が役割

を呆たすだろう。細分化や選択の結果をみることは、注意されない不均一性によって決定

されるのだろうか?これは、どの理論がデータに一致するかという重要な聞いであるだけ

でなく、政策立案者にとっても非常に重要な聞いである。

細分化市場に関する命題の早期検証は、類似した労働者の賃金は、企業の大きさ、もし

くは企業の収益性によって、セクターごとに異なることを示そうとした。しかしながら、

これらの検証は多くの理由から問題がある。 Heckmanは早期に、賃金もしくは労働の割合

における個人ごとの相違は、必ずしも細分化を伴っていないことを示した。また、 Roy(1951)

の職業分類のモデルは、どのセクターの影響も原因として扱うことは、職業は選択される

という点を見落としていることを示した。 Magn叫(1991)は、論文を出して、すぐれた検証の

ーっとなった。また、フォーマルな労働者がインフォーマルな労働者よりも稼ぐという事

実は、フォーマルな雇用へと転じたインフォーマルな労働者がより多く稼ぐということを

示していない。広く引用されている H四百組dTo也ro(1970)で筆者が述べていることの説明

に代わる見方は、「失業者」は自分たちの技能を都市の雇用機会に適用できるようになると

いうモデルを発展させた、 Luc由。004)によるものである。そのようなモデルでは、移住は、
失業の期待賃金への影響ではなく、不均一な個人が都市の市場において異なる能力を習得

し、対応するのにかかる、変動する時聞によって制限されるのである。

サプサハラ・アフリカにおいて、都市農村聞の所得はどのくらい異なるのだろうか?ガ

ーナ、タンザニアの家計調査を考察している最近の研究のOwens，S阻 defur，1i回1(2011)は、家

計長の教育面、ジェンダ一、家族の人数を考慮にいれると、都市部と農村部における世帯

ごとの一人当たり消費のギャップは、ガーナでは 40%、タンザニアでは 22%であることを

示した。ガーナでは 1988年から 2006年、タンザニアでは 1991年から 2007年までの期間

に、この差が変化したというエピデンスは、どちらの国でも見られない。また、この研究

では、消費とは別に所得を測り、それが主張する問題への通告によると、都市部と農村部

の聞の所得の差は、消費の差よりもはるかに大きい。つまり、ガーナでは 100%で、タンザ

ニアでは 80%である。これらの差は、セクターごとの所得の差の原因である主要な識別出

来るものとされる、教育と家族の人数を考慮していることに注意する必要がある。

このようにエピデンスは、農村よりも都市の方が、消費も所得も高く、特に所得が大き

いことを示している。低所得から高所得へと移った、ほとんど全ての経済状態を特徴づけ

る構造変化のパターンは、都市化の拡大プロセスを伴っている。高収入の雇用の増加にお

ける教育の役割を理解する中で、教育と都市化のつながりが中核をなすだろう。

この文脈において、筆者が述べてきた消費や所得の差は、農村の労働者が都市の雇用に

移らないようにする細分化された市場によるものであり、最終的に雇用される都市におい

て、最も優れた労働者を選別するプロセスによるものであるということは、非常に重要で

ある。ガ}ナとタンザニアの都市と農村の違いを示した分析は、教育を考慮しているが、

このように、世帯が達成した教育水準だけでは、これらの消費と所得の差は説明できない。

セクターごとの所得の差はいったいどのくらいかということは、セクター特有の要因に
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よるものであり、いくら違うかということは教育によるものだろうか?上記の分析はその

問いには答えず、多くの教育を受けた人々が農村から都市に移住し、教育の収益のいくつ

かの側面は都市の「影響」において得られるようであり、データ上それは大きいようだ。

更に、都市での活動はより生産性が高いだけではなく、生産性の増加がより急速に送るよ

うであり、生産性上昇のカギを握っているのは、どうやら都市を基盤とする経済活動がよ

り高いレベルの技能労働者を使っていることにありそうだ。生産性がより急速に増加する

現象は、教育以外の人的資本のデータにも現われている。それは労働市場での経験の長さ

や勤務期間の長さに現われており、これらは質が低い方ではなく高いほうの雇用の特徴だ

と言えよう。

都市農村聞の所得がどのくらい違うのかを証明することは、農村部の標準所得は土地の

収入を含み、都市部において大多数を占める賃金労働ではない人々の所得は、物的資本か

らの収益を含むため、困難である。全てのセクターの労働者の所得は、人的資本による収

益を明らかに含む。教育に帰属されるどんな所得の差もいくらであるか証明することは、

大半が農業に従事している貧しい経済における、教育への取組みの研究アジェンダの重要

な側面となる。

今日の研究は、教育を受けた人々が得られる雇用ではなく、投資の「収益」に焦点を当

てている。こうした研究には、いくつかの限界がある。一つ目に、 Hec回皿、 Lochner、

Toω(2009)が近年書いた論評で、一般に片対数の収入関数の教育に関する係数(coe伍ci阻 ton

education)は、筆者らが関心のある教育への投資の収益率の変数を計っていないことが指摘

されている。また二つ目に、教育だけを取り出して所得の重要な決定要因であるとはいえ

ないことである。 Mor回 S四 (2005)1士、以下のように述べている。「何千でないにしても、何

百ものいわゆる人的資本と賃金の相関関係を推定する実証研究は、労働生産性の指標とす

る労働者の特徴が、賃金に明確に関連していることを証明しているが、理論は十分に説明

出来ていない。生産性の差の原因を説明するはずの識別できる労働者の特徴は、一般にこ

れらの研究における労働者の賃金の変化のたった 30%しか説明出来ない。」

Heckman， Lochner， Todd(2009)とMo武田sen(2005)の双方の研究が基にしている労働市場は、

発展した市場経済のためのものである。そのような経済では、実質的には全ての雇用は都

市にあり、一般に 15もしくは 16歳以下の人々が義務教育を受けるとされている。貧困固

にとっては、これらの条件のどちらもあてはまらず、低いレベルの教育を受けた人々の所

得関数 (e町叫ngs向島ctioω の形状が決定的に重要である。言い換えれば、平均的な教育の収

益率に焦点を当てるのではなく、収益率が受けた教育の範囲ごとにどのくらい異なるのか

に焦点をあてる必要がある。さらに、都市の雇用と農村のそれの違いを教育水準だけでは

なく他の側面からも検討する必要がある。要するに、貧困層の所得と消費に教育がどのよ

うに影響を与えるのかを知るためには、どこでと、どのような種類の、両方の側面で雇用

の創出について考慮する必要がある。

5.3. 人的資本と物的資本の収益率のセクター肉、セクター間分析

より高い教育水準(すなわち技能水準)を必要とするような雇用の創出を決定付けるも

のは何だろうかワその答えは、ある程度は物的資本への投資率であり、ある程度はなされ
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た投資の種類、ある程度は生産性の増加の割合である。これらの生産性の上昇は、より有

効な技術の創出、採用によるものであるかもしれないし、より効果的に既存の技術を使え

るようになる労働者によるものかもしれない。これら全ての資本とその生産性の特徴に共

通している要因は、規模の拡大と事業の複雑化である。

教育の供給の増加と教育を受けた人々への十分な雇用を生み出せないことの聞のミスマ

ッチを理解する上で、物的資本への投資の割合は低すぎたのかどうか、教育の供給が増加

しでも人的資本はそれほど増加しなかったのではないか、を考慮する必要がある。もちろ

ん、両方の要因が同時に作用するかもしれないし、質が良くない教育が、費用がかかりす

ぎて受ける価値のないある種の資本に投資をするかもしれないため、それらはつながるか

もしれない。

サブサハラ・アフリカにおける物的資本と金融資本への投資率が低いことは問題である。

サプサハラ・アフリカの都市と農村両方に関する共通の調査結果として、企業資本(即位rprise

四.pi回1)の収益が非常に高い。投資の収益がそれほど高いのならば、なぜ投資がさらに行わ

れないのか?経済学者はこの間いには答えられず、セクターによって出す答えが異なる。

農村部の研究は、農業技術の採用の傾向を説明するのに、いくつかの方法を示した。また、

社会学習 (sociallearn血g)のプロセスは多く研究されてきた(Co叫eyand Udry 2010; Foster岨 d

Rosenzweig 1995)。社会学習が十分に必要ならば、潜在的には高い収益が見込まれるにも関

わらず、農業技術の採用が進まない状態が続くかもしれない。別の見方をする研究者は、

融資(町edit)と供給側の制約を見ている (Moserand Barret 2006)。ケニアでは、Dufloと彼

女の共著者が、農家の選好における時間の不一致が、非効率な技術採用を引き起こすとい

う見方と一致するエピデンスを見出した(Suri2011)。他にも、Suriは処置効果(甘同組問teff，田t)

の役割に関しても説明している。ケニアのとうもろこし農家のパネルデータセットを使用

して、肥料への不均一な収益を考慮するモデルを推定し、 4度の施肥実験への参加履歴にし

たがって分類された 4つの下位集団 (subgroups)ついて、それぞれ肥料使用の平均収益率

を推定した。彼女のデータの下位集団では採択率と期待収益の聞には、単調ではない関係

がある。 Suriは、収益率が最も高いところでは取引コストが特に高いと主張している。

企業に関する研究の焦点は、少々異なる。特にアメリカやイギリスといった先進国にお

ける企業の研究は、効率的でない企業が退出し、より効率的な企業が参入するプロセスに

よって集計的生産性の上昇が引き起こされると主張しているσosteret al. 2001岨dDi阻 eyet.

al2003)。同様に「適者生存」のエピデンスが、 Liu(2003)ではチリ、 Liu阻 dTybout(1996)で

はコロンピアとチリにおいて報告されている。 Soderbom， T，田1，阻dH町ding(2006)は、このプ

ロセスは、大企業に影響を与えるかもしれないが、零細企業についてはエピデンスがない

ということを明らかにしている。適者生存は、ショックに対処できるような方法(例:金融

的手法)が存在するような競争的な経済において起こる可能性があるが、そのような環境で

なければ、効率性と企業の存続のつながりはより薄まるだろう。例えばアフリカにおいて

は、平滑化の方法が限られているために、一時的な需要ショックは、効率的で経済的に安

定した企業を廃業させてしまうかもしれない。もしそうであるならば、企業にショックを

与えること厚生損失につながりかねないし (welfareloss)、生産性の向上もそれほど大きく

はないか、まったくないだろう。

原因が何であれ、大半のサブサハラ・アフリカの都市部と農村部両方において、安定し
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て高い生産性のあるセクターを創出できないことは、教育の収益性に重大な影響を及ぼす。

サブサハラ・アフリカでは物的資本の収益率は、実質的には教育の収益率(人的資本の収益

率と同じとは限らない)に勝り、賃金労働者に対しても教育の収益は強く凸性を示すことが

明らかである。 (Bigs国 1et. al. 2000) 

これらのアフリカ諸国で証明された凸性は、教育の収益率は、少なくともある一定の範

囲においては、教育水準に伴って増加することを示す。このことは、家族が教育に投資し

ようとするインセンティブは、低水準の教育から得る収益率ではなく、低水準の教育に投

資することはより高い教育水準に進むことができる「オプション」を作りだすということ

なのだ。

5.4. 人的資本の供給の増進

前の節では、人的資本の供給と教育の供給を区別した。

そこで述べた所得の凸性は、教育に関するものである。また、広く証明されているように、

教育の質は、園内でも学校ごとにかなり異なるし国が違えばまた大きな差がある。前の節

では、とくに物的資本への投資率が低い状況と重なった場合に、この凸性は教育を受けた

労働者、教育を受けるインセンティプ、彼らのための雇用の聞に大きなミスマッチがある

という傾向にどのように導くことができるのかを概説した。教育は、職場で価値がある認

知能力 (cognitiveskills) という意味の人的資本を生み出さない場合もあるだろう。

前の節で検討した全ての研究が依拠する指標である教育年数は、人的資本と同じではな

い。この節では、教育と人的資本の創出は、どのようにより密接につながるのかについて

のエピデンスを、いくつか検討していく。

先進国と途上国両方において、教育の成果の向上という目標を以て、様々な介入が行わ

れてきた。中には他より成功した介入がある一方で、類指した介入であっても、ある環境

においては成功したが、別の環境では成功しなかったようなものもあった。どのような介

入が、いつなされたかを理解することは、教育セクターの限られた資源の配分にとって重

要である。この章では、アフリカ諸国で評価されてきた教育分野の介入の効果に関する研

究結果をまとめ、まだどのようなエピデンスが足りないのかについて議論する。

教育の成果を改善するための政策的介入が適切に行われるということは、必然的に現在

の教育で不足で不足が生じている原因に対応しており、改善が必要な分野をカバーしてい

るということである。

例えば、就学を増加させるための介入は、課程修了率を引き上げたりテストの成績を向

上させるためのものとは全く異なるかもしれないし、さらに、初期の就学者が低い原因は、

国家間でも圏内でも、時間を越えても異なる。そのような違いに伴って、適切な介入は異

なってくる。それゆえ、各介入の基礎をなす仕組みと、ある介入を採用するかどうかを決

定する際の評価が行われる現場の教育事情がもともと置かれている環境の両方を理解する

ことが重要である。

この節では、アフリカ諸国で評価が実施されてきた主要な教育分野の介入を紹介し、そ

の実施の仕組みとどのように効果が現われたのかについても述べる。

また、それぞれの介入が導入できる状況とはどのようなものかを特徴づけていく。まず
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教育の意思決定過程の概観と教育の生産関数を述べることから始める。

そして、教育の成果の主な指標を紹介し、様々な種類の介入と、成功と失敗について議

論し、最後にまだ我々が理解が不足している問題を挙げる日

5.4.1.教育への投資決定

子どもの教育に関する決定は、子どもが多少意思表示をするかもしれないが、主に世帯

の大人たちによってなされる。一般的に年をとるにつれて、子ども達は自身の教育につい

て、より強い意思決定能力を持つ。適切な介入をデザインするためは、家族の中で誰が教

育への投資決定をするのかを考慮すべきである。教育にいくら投資すべきか決める人は皆、

一般的に費用と期待収益を比較することによって、決断する。あらゆる投資と同様に、便

益が不確実で将来的にしか得られない一方で、教育に関する費用は、即座に生じて確実で

ある。更に、大部分において教育を受けた児童が便益を受ける一方で、一般的に児童の親

もしくは親以外の保護者が費用を負担する。

そのため、現在の教育の決定を変えることは、費用と教育の思恵のどちらか、もしくは

両方を変えることを必要とするだろう。教育の成果は、教育の直接的費用、もしくは家計

が教育の費用に融資できるようにする融資へのアクセスを通じて、教育の潜在的な費用を

変えることで得られ、便益を変えなくても変化しうる26ロ

大半の国では、教育に関連した明示的費用と機会費用の両方がある。 Tom錨 ev比i(2006)に

よると、 2006年にサブサハラ・アフリカ 46カ国のうち、 17カ国が初等教育を無償で実施

している。ケニアとウガンダは、現在無償の中等教育を展開している。大半の国では、中

等教育と高等教育は、初等教育よりも費用がかかる。

無償で初等教育と中等教育両方もしくはどちらかを実施している国々でさえ、多くの場

合、教科書、生活用品、制服、学校との移動、給食の費用を含んだ授業料を凌ぐ、教育の

追加費用がある。これらの多くの費用は、通学において必須となる。通学の追加費用は、

子どもの時間の機会費用となる。子どもが賃金のために家事労働や自家農業、兄弟姉妹の

世話をして働けば、彼らの時間の価値は高く、これらの仕事を終える代わりに児童を学校

に行かせることは費用がかかる。もしくは子どもが通学するなら、その世帯は外部から労

働者を雇うか、家族の他のメンバーが行う仕事量を増やすか、生産または販売量を減らす

ことが必要となる。さらに特に女子にとっては、いやがらせといった就学に関する非金銭

的な費用もある。

教育の主な便益は、これまでの節で議論した、労働市場の成呆の向上に関するものであ

る。さらに、教育と平均寿命を含む様々な健康の尺度のプラスの関係は、多くの国々にお

いて、長年述べられてきた(Cutl町阻dLleras-M凹 ey2006)。さらに、教育の世代聞の影響は、

次の世代の教育と健康の成果について述べられてきた(臼eopouloset. Al. 2006， Currie阻 d

Mo珂tti2003，阻dGlewwe 1999)。また、犯罪率の低下仏ochner2010)や市民参加の増加(Dee

2004)を含む、個人を越えて拡大する、教育による追加の社会的利益もある。しかしながら、

特に労働市場における教育の便益は、教育の質、経済の特徴、都市農村聞によって異なる。

26また、教育に関する決断をする責任者を変えることによって、教育の成果は変えられるかもしれない。
しかしながら、筆者の知る限りでは、そのような支援はアフリカにおいてなされず、評価されていない。
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教育介入は、教育の供給側と需要側の両方、もしくはどちらかに影響を与える。学校教

育の費用が世帯に影響を与えることによって、政策は教育の需要に影響を与える。教育の

質も、例えば学校や教員の数を増やすといった供給側への介入によって向上しうる。これ

らの介入は学校教育の質を向上し、その結果として、通学の便益や教育の需要への影響を

拡大する。また、教育の介入の全ては教育の成呆の向上を目指しているが、介入が影響を

与えるかもしれない多くの異なる教育の側面や、各側面を測る多くの異なる方法がある。

次の節では、これらの異なる側面と許量法について説明する。

5.4.2.教育の成果

いくつかの異なる教育の成果は、政策立案者の関心をひきつける。国もしくは地域の教

育水準の主要な尺度は、初等教育、中等教育、高等教育といった異なる教育水準での参加

の程度である。粗(総)就学率(也egro田 enrolm血tm:旬)は、このような参加を、一定の教育

水準に適切な年齢の個人の数に従って、一定の教育水準において就学している個人の数と

している。純就学率(也，enl民間'Olm阻tra:旬)は、就学している個人の数を適切な年齢区分の

人々に限定している。粗就学率も純就学率も、教育へのアクセスを評価するのに重要な尺

度であり、これら二つの違いは、学校教育への参加の遅れや留年、中途退学を示す。さら

に、就学率は政策立案者の関心である、ジェンダーの違いを含む、人口の下位集団を算出

することができる。

初等教育への就学年齢は、介入によって影響を受ける学校参加 (sch'OolP紅白ipati'On)の別

の尺度となる。就学の遅れは、後に退学する可能性や低い学歴 (educationa1a伽血皿ent)水

準の増大を伴う、有害で負の影響になりうる(Bommier阻 dL岨 b凶 2000)。

学校参加の別の尺度は、通学 (schoolatten白nce)である。通学は低く誤uられることが多
いが、正しく測られれば、より正確な尺度となる。生徒は、就学の費用がなかったり、低

ければ、就学するだろう。しかしながら、彼らは就学するが、学校に通わないか、後に退

学してしまうかもしれない。このような変化は就学に関する尺度では捕らえられるが、生

徒の就学の尺度を使用すると、子どもは教育に参加しているとみなされるだろう。

いったん生徒たちが就学し、学校に通えば、留年や退学率、修了率、より高い教育水準

への推移率を検証することで、学校を通じた生徒の進歩を測ることができる。これらの生

徒の進歩の尺度は、学習の成功 (1回血也.gsu回目s)を評価する。学習は、成績やテストスコ

アを使って測ることもできる。生徒の学習到達度調査(也.eProgra:皿mefor Internationa1 S同dent

Assessment: PISA)のスコアや、西アフリカ高校統一試験(WestA企ic血SeniorSchool C町tifica田

Examination: WASSCE)のスコア、政策評価のためだけに作られたテストといったものは、国

ごとに比較することが出来る。

5.4.3.教育への介入

アフリカにおいて評価されてきた教育への介入の大半は、初等教育レベルで実施されて

いる。この節では、アフリカで実施されてきた厳密な評価による研究成果と、アフリカに

関連する他の途上国において実施されてきた多くの介入からの研究結果をまとめる。上記

で議論した教育の費用と便益の両方もしくはどちらかにどう影響するのかと、どういった

状況で成功しうるのかに関して、各介入から述べている。
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5.4.4.授業料、給付金、奨学金

条件付き現金給付(Conditiona1cash tr担 sfer:CCηプログラムは、ラテンアメリカを筆頭に、

多くの国々で実施、評価されており、比較的学校参加の改善において成功してきた。これ

らのプログラムは、個人もしくは世帯に対して、特定の活動に条件をつけて資金を給付す

る。例えば、 CCTプログラムは、家族のメンバーの就学と通学の条件を課していることが

多い。

メキシコで実施されたCCTプログラムのProgr，田a/Opo巾mi伽des(以下 Progresaと表記)

は、一定の就学やメキシコの農村部の受益者世帯が保健所を訪問出来ることを条件とする

プログラムの導入に先立つて、毎月の平均消費支出の約 20%の給与を提供している。

Sko凶描(2005)では、Progr'回aの影響を検証した様々な研究論文の結果をまとめている。この

プログラムが世帯の福祉に関する他の尺度もうまく向上させてきたことについても述べる

べきだが、この章では、プログラムの教育への効果に焦点をあてる。

プログラムの3年後、Progresaを行ったメキシコの農村地域に住む貧困の子ども達は、特

に中等学校レベルにおいて就学したようである o プログラムの全体の学年達成(Grade

a伽血血四t)への効果として、第9学年までは0.66年の就学年数が増加し、また学歴におい

ても 10%増加した。

Sch叫包:(2000)では、予想されるプログラムの支出と、常設のProgresaの便益を受ける生徒

の、拡大した生産性の予想される増加を比べることによって、プログラムの費用対効果を

算出している。彼は将来の賃金率の増加に関して、学校教育によるプログラムの受益者へ

の期待収益を概算するために、現在の都市の賃金格差を利用し、プログラムによって提供

される教育に関する給付への内部収益率 (ioternalra旬。f田旬血)が実質的に毎年8%である

ことが分かった(インフレにも適応)。しかしながら、以前にも指摘したように、都市の賃

金は、農村の生徒の学校教育の適切な期待収益ではない。

ラテンアメリカにおける他の条件付き現金給付の評価は、似たような結果が出ている。

Ma1uccio(2003)によると、ニカラグアの農村で実施されている CCTプログラムであるRedde

Proteccion Socia1プログラムは、実施1年目で入学と就学に重要な影響を与え、就学年齢の

子ども達の児童労働を実質的に削減した。同様に、 Schadyand Ara瑚0(2006)1士、エクアドル

のCCTプログラムであるBonode Desarrolloによって就学が著しく増加したことが分かった。

Glewwe阻 dOl也旬。004)は、ホンジュラスの CCTプログラムのProgr世田 de Asignacion 

Familiar nによって、就学率が 1-2パーセントポイント増加し、退学率は2-3パーセント
ポイント減少、通学(就学への条件)は毎月約0.8日増加、毎年の進級率が2-4パーセント

ポイント増加した。

Glewwe岨dKassou攻2008)は、ブラジルのCCTプログラムのBolsaEscolal Bolsa Fa血iliaの

インパクトを評価した。彼らによると、プログラムによってブラジルの就学が第1-4学年

では約5.5%増加し、第5-8学年では約6.5%増加した。また、第1-4学年の子どもの約0.5%、

第5-8学年の子どもの約0.4%の退学率が減少し、進級率は第1-4学年の子どもの約0.9%、

第5-8学年の子どもの約0.3%上昇した。しかしながら、期待されたプログラムの就学への

影響を踏まえると、賃金の増加に関して見込める便益は、プログラム自体の費用を上回っ

ていないことが分かったロ
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ラテンアメリカにおける CCTプログラムの評価によるエピデンスは、プログラムは学校

参加と進級の向上に成功したことを示した。しかしながら、将来の賃金や費用対効果への

インパクトは、依然議論の余地がある。更に、アフリカにおいてそれらが実行への適応性

は、今のところ不明確である。

Kakwa且iet. a1(2005)は、サブサハラ・アフリカ 15カ国27における CCTプログラムの貧困

と就学への影響の事前評価を行い、異なる予算計画や目標とする戦略を探求している。筆

者によると、サンプルの各国において、農村での貧困は都市よりはるかに大きいことが分

かり、サンプルのアフリカ諸国において実施されている CCTプログラムは、農村部で行わ

れるべきだと結論づけている。また、これらの研究結果に基づいて、三つの政策提言を行

った。一つ目は、貧困を著しく削減する CCTプログラムのために、相当なもの、つまり問

題となっている国の GDPの約 2-8%にする必要があることである。二つ目に、 CCT自体に

よる所得の増加は、通学を著しく増加していないことを述べている。そのため、給付は教

育、もしくは人的資本に必要な他のものを条件とすることを主張している。最後に、分析

した国々において貧困が蔓延しているとすれば、対象とされる CCTプログラムによく見ら

れる、高い行政費用を負わないように、地理的なものといった広範囲をターゲットとする

計画を提案した(訳者注.個人別に資格試験(ffiI回四回t)を行って受益対象となる貧困家

庭を特定するとより正確なターゲティングが可能になるが、それを実施するための高い行

政費用が発生する。貧困家庭をセンサス等の調査を用いて地域で指定すれば、本来対象と

すべきでない家庭を対象に含んでしまう可能性があるが、その費用は前者の行政費用より

も小さいと考えられる。)。

この研究の主な限界は、筆者らがデータ不足のため、学校教育の施設利用や質について

検証出来ず、そのために全ての供給側の制約がなくなったと想定出来ないことだ。これは

実情ではない。そのため、彼らの結果と政策提言は、プログラムの潜在的な受益者全員が

質の高い学校教育を受けられるという仮定に基づいている。これは実情ではないため、プ

ログラムの見込めるインパクトは、研究において推定されたものよりも低い。

Schubert and Slater(2006)もまた、アフリカにおける CCTプログラムの実施の可能性を議論

し、アフリカとラテンアメリカのサーピス提供の質と量、コンディショナリティ

(∞nditiona1ity )を行うことの出来る能力、社会文化的、人種的、政治的な文脈において、

重要な文脈上の違いを主張し、潜在的にはコンディショナリティの費用と便益の比率によ

ってアフリカにおける CCTの導入が妥当ではなくなるだろうと主張した。

CCTプログラムは、全ての潜在的な受益者が質の高い教育を受けられるときに妥当とな

る。しかしこれは、アフリカの大部分において実情ではない。アフリカで CCTプログラム

を成功させるには、教育の質と量を向上するために、教育セクターにおける他の介入と連

携する必要がある。さらに CCTプログラムは、給付がないときに子どもを学校へ送った多

くの世帯に、通学や就学のための補助金を出すため、幾分実施するのにかなり費用がかか

る。

ラテンアメリカで実施された全ての CCTプログラムは、世帯に現金給付を行った。アフ

27この研究において含まれているアフリカ 15カ国:プノレンジ、プノレキナフアソ、コートジポワーノレ、ヵ
メノレーン、エチオピア、ガーナ、ギニア、ケニア、マダガスカル、モザンピー夕、マラウィ、ナイジエリ
ア、ウガンダ、ザンピア。これらは、家計調査のデータが得られるため選んだ。
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リカでは、通学を条件とした、個人もしくは世帯に食糧を給付が実施され、評価されてき

た。世界食糧計画(TheWorld Food Progra血me:WFP)は、ウガンダとブルキナファソにお

ける、学校給食プログラムの三つの評価を委託した。ウガンダでは、学校給食プログラム

(百ein・schoo¥meals programme: SFP)と、持ち帰り配給食プログラム(百etake-home rations 

progrannne:TFUR)の三つの新しい教育のための食料支給(めod-for-education:町E)が評価され

た。両方の介入は、食糧給付の規模と内容において同じである。 SFPプログラムは、授業期

間中出席した各生徒に二食支給した。定義により、これは通学を条件としている。百王Rプ

ログラムは、最低レベルの通学(前月の 85%の日数)を条件とし、乾燥配給食を月に一因子ど

もに支給した。

Alderman et. al.(2012)によると、両方のF回プログラムが学校参加に良い影響を与えてい

る。その結果は、 FFEプログラムの導入前は未就学だった子どもに分析を限定すると、 SFP

プログラムの初等教育への就学への良い影響を示している。また、突然の訪問で集めたデ

ータから得た結果によると、 SFPプログラムと THRプログラム両方の、午前と午後の出席

に良い影響を与えていることが分かった。また、男子対象の SFPプログラムの結果より、

両方の FFEプログラムが小学校に入学する年齢と留年の減少への重要な影響を与えている

ことが分かつた。そして、どちらのプログラムも、中等学校への進級に対しては影響して

いない。しかしながら、 2005年にSFPを実施していた学校の第6、7学年の子どもは、 2007

年時点ではまだ小学校に留まっているようだった。このことは、学校給食は、小学校の修

了にかかる時間を増やすという、意図していない影響を与えているかもしれないことを示

している。

Ade凶血血(2008)では、ウガンダの三つの FFEプログラムの学習成果や認知能力の発達へ

の影響を検証している。その結果は、どちらのプログラムも、 6-¥4歳の子どもの数学と読

み書きのテストスコアに重要な影響を与えていないことを示した。しかしながら、百武プ

ログラムによって、1l-¥4歳の子どもの数学のスコアが ¥6.7点上がった。 SFPプログラム

も百王Rプログラムも、入学が遅れた1l-¥4歳の子どもの数学のスコアに大きな影響を与え

た。読み書きに関しては、 SFPプログラムによって、1l-¥4歳の試験のスコアが6.4点増え

たが、 6-¥0歳の子どもに関しては、 THRプログラムに参加した結果、読み書きのテスト

スコアが低下した。しかしながら、司王Rプログラムを受けたことによって、初等教育修了

試験(PrimaryLeaving Exa血:PLE)のスコアが著しく向上した。認知能力の発達に関しては、

両方のプログラムによって、概念を扱う能力に関して認知機能を改善した。百王Rプログラ

ムに参加した少女もまた、対照群の少女に比べると、短期間の記憶力や推論能力、認知能

力の向上を示した。

Kazianga et. al.(20¥2)では、ブルキナファソの農村における二つのFFEプログラムを評価

した。一つは各授業日に生徒に昼食を支給する学校給食プログラムで、もう一つは、 90%の

出席率を条件として女子に毎月 10キログラムの穀粉を支給しているものである。 1学年の

間プログラムを実施した後、両方のプログラムによって、 3-5パーセントポイントの就学

が増加した。女子の数学のスコアは、学校給食と THRプログラムを実施した村において向

上した。就学を条件とする介入によって、通学は減少したが、これは本来新たな入学者の

低い出席率によって引き起こされている。概して、介入によって児童労働への参加は変わ

っていない。
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これらの三つの研究によって、ブルキナファソのように特に初期の就学レベルが低いと、

FFEプログラムが学校参加に良い影響を与えていることが明らかになった。しかしながら、

質の高い教育を受けることが出来ないと、これらの学校参加の向上は、学習成果や学校教

育のより高いレベルへの発展を改善しないだろう。

食料の代わりとなる現物給付は、制服の支給である。 Eva且Sら(2009)は、ケニアで非政府

組織 (Non-govemmen臼1organization: NGO)が貧しいコミュニティの子ども達に制服を支給

した、教育の介入のインパクトを評価した。そのNGOは、どの子どもが制服を受け取るか

を決める抽選を行った。筆者らは、制服の受け取りのインパクトを明らかにするため、計

測変数として抽選の当還を扱っているo彼らは学生服の支給によって、(一般の)生徒の無断

欠席が44%減少し、初めは制服を持っていなかった生徒の無断欠席が 62%減少した。また、

プログラムによって、制服を受け取った生徒のテストスコアを、実施一年目で 0.25標準偏

差上昇した。

子ども達の学校参加を条件とする、世帯への条件付き給付の他の方法は、授業料の減額

もしくはなくすことによるものである。アフリカの多くの国々は、近年初等教育の無償化

(Free primary education: FPE)を導入している。しかしながら、全国的に実施されてきたた

めに、そのような変化のインパクトを評価するのは、大変困難である。Riddell(2003)は、ケ

ニア、マラワィ、タンザニア、ワガンダ、ザンビアでの初等教育無償化の導入のインパク

トを議論した。彼女によると、初等教育の無償化の導入に関する研究の下、ザンピアを除

く全ての国で、粗就学率と純就学率が増加したことが分かつた。しかしながら、このエピ

デンスは四Eと就学の関連を示唆するが、原因を表すエピデンスは示していない。Riddell

はまた、 FPE政策が作り出し悪化させたようなものもある、初等教育の実施において残って

いるいくつかの間題を述べている。彼女は、教育の質が改善しない限り、高い就学率が必

ずしも教育を受けた人々に結びつかないと述べている。

Deining叫2003)は、ウガンダで 1997年に導入され、各世帯につき子ども四人(少なくとも

うち二人は少女である必要)までの初等教育の費用をなくした「初等教育の完全普及

(u凶V四a1Pr旭町yEducation :UPE)Jプログラムのインパクトを検証している。 Deining町は、

少なくともある程度は共通のマクロ経済の要因を考慮して、初等教育と中等教育を比較し

た。彼によると、 UPEプログラムによって初等教育の出席率は劇的に増加し、ジェンダー

や所得、地域に関する出席率のばらつきは実質減少し、親が支払う授業料は中等教育レベ

ルでは減っていないが、初等教育レベルでは減ったことが分かつた。しかしながら、教育

の質の全般の低下は、出席率の持続的な向上とつながり、それらを人的資本のより高い水

準へと変えるためには、学校の質と中等教育へのアクセスのしやすさの改善によって政策

は補完される必要があると示した。

Muyanga et. al.(2010)は、ケニアにおける 2003年 1月の初等教育の無償化の導入を、傾向

スコアマッチングとパネルデータを用いて評価した。筆者らは、初等教育と中等教育の就

学率が増加した一方、初等教育での進級率は低下していることを見出だし、入学者数の増

加による生徒の過剰や教員の不足、初等学校の施設が不十分なために、初等教育の質が低

下したと示している。

初等教育の無償化は、今では多くのアフリカの国々で見られるが、中等教育の無償化を

行っているのは、ごく少数に留まっている。中等教育無償化の実施にかかる費用を考える
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と、中等教育での学校参加を向上する他の政策が実施されてきた。Kremeret. a1.(2009)は、

ケニアの青春期の女子のためのメリット型奨学金プログラム(meritscho凶坤 progr岨)のイ

ンパクトを検証した。この奨学金プログラムは、学校のテストで良い点数をとった第 6学

年の女子に、初等教育の修了まで、授業料の奨学金や修了までの 2年間のための生活用品

を支給する。筆者らによると、この奨学金にふさわしい女子は、学校のテストの得点がか

なり上がったことを示し、これらの得点は競争試験の終了後も持続することが分かつた。

また、プラスの波及効果(spi11ov，町)のエピデンスも明らかになった。つまり、奨学金にふさ

わしくない男子もまた、最初の点数が低く奨学金がもらえそうになかった女子のように、

テストの平均点がかなり大きく向上した。そして、プログラムを行った学校において、生

徒と教員両方の通学が増加した。

5.4.5.通学可能な学校と教材

通学可能な学校と学用品の有無は、教育の費用と便益の両方に影響する。学校教育にア

クセス出来ないことは、多くの場合都市と比較して農村において、大きな関心事となる。

いくつかの農村では、最寄りの学校がかなり遠いことがよくある。子どもが通学するとな

ると、そのために長距離を移動しなければならないので、移動の直接費用と、子どもが移

動するのにかかる時間に関連する機会費用の両方に関して費用がかかる。更に、最寄りの

学校がかなり遠いと、生徒は学校や近くの親威、他の世帯に下宿する必要がある。その下

宿にかかる費用は、貧しい世帯にとっては手に負えないほど高額になりうる。都市環境で

は、学校は近くにあるが定員超過になり、そのために出席に関する便益は低くなるだろう。

大半の環境では、特に農村において、小学校は中等学校や高等教育機関よりもアクセス

しやすい。そのうえ、たとえ学校が近くにあっても、学校教育がジェンダーや宗教によっ

て分かれていれば、全ての子ども達にとってアクセスしやすくはならないだろう。

Duflo(200 1)は、インドネシアの大規模な学校建設プログラムのインパクトと、労働市場

の成呆を検証し、 1000人の子どもにつき建てられた各小学校によって、平均0.12から 0.19

年の教育年数が増加し、1.5から 2.7%の賃金が増加したことを示した。筆者の知る限りでは、

アフリカにおいて、学校建設の評価が行われたことはない。一度学校にアクセスしやすく

なると、学校には、生徒に質の高い教育を行ったり、生徒に奨励金を与えることを可能に

する、または教育に関する決定をする生徒の親や保護者に関心を持たせるリソースが必要

となる。

アフリカの大部分の学校はリソースが不足しており、その欠陥への取組みを目指すいく

つかの介入が実施、評価されている。これらの介入は、教育の質の改善を目指している。

Gl何weet. al.(2009)はケニアの農村の小学校でのランダム化された教科書の支給を検証し、

教科書の支給によってテストの平均点が上がらなかったことが分かったo 教科書の支給は、

初めに最も優秀な生徒の点数を上げたが、他の生徒の点数にはほとんど影響しなかった。

そして、教科書は大半の生徒の第三言語である英語で書かれているため、多くの生徒はそ

れらを有効に利用出来なかったと主張している。

Glewwe et. a1.(2ω4)はまた、ケニアの農村の他の介入した学校では、テストスコアが向上

しなかったことが分かつた。筆者らは、フリップチャートを学校に備え付けて、ランダム

化比較対照実験 (r皿 domizedcon回 1tria1)を評価したロ初めのうちは、フリップチャートと
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他の視覚教材の支給は研究対象地域の学校においては珍しく、研究前はサンプルの学校の

三分の一以下しかフリップチャートがなかったが、フリップチャートの導入によって、テ

ストスコアは変化しなかったことが分かつた。

5.4.6.教員

多くの評価において、学校教育の教材だけでは学習の到達を著しく増加しないという上

記の研究結果を考えると、原因を考えることが重要である。可能性として考えられる理由

は、教材が生徒と教員両方、もしくはどちらかによって、有効に使用されていないことで

ある。この節では、教員と学校が、生徒の教育の成果と成績向上のための仕組みに果たす

役割について議論する。

教員は、技能不足と、不完全または不十分なインセンティブの両方、またはどちらか一

方といった三つの大まかな理由から、取り組みが不十分である。教員の無断欠席は、アフ

リカ諸国の多くでしばしば問題とされている(Chaudhuryet.al. 2006、Glewweet. 01. 2010)。そ

のためいくつかの介入が、教員の出席を向上させ、その結果生徒の学びを向上するために、

教員のインセンティプやモニタリングに変化をもたらした。

多くのアフリカ諸国は、近年大規模な契約の教員採用プログラムを打ち出し、それによ

って教員は公務員としてではなく、有期限で正規の教員 (regu1arte叫her)と比べて、低賃金

で研修も少なく、コミュニティレベルのモニタリングで雇用されている。このように契約

された教員によって教員の供給は増加し、他の条件を一定とすると 1教員当たりの生徒数

の比率は減少した。さらに、有期限で雇用されるため、業績と出席率は、常雇用である正

規の教員よりも高いと期待される。しかしながら、業績を監視しなかったり、自動的に再

雇用されるならば、インセンティブは正規の教員と変わらないだろうロそして、契約の教

員は一般の教員に比べて教育も研修も受けていないため、指導の質は低く、生徒の成績を

悪化させる。

Bourdon et. 01.(2009)は、ニジエール、トーゴ、マリの契約教員の雇用のインパクトを検証

している。彼らによると、概して契約教員は、より上級レベルの子どもよりも学習が困難

である生徒を教え、生徒の成績のばらつきを縮小するのに、より優れていることが分かつ

た。また、国によって効果に差があることが分かり、それはプログラムの特徴や実施の差

によるものだと主張している。また、マリではプラスの効果が見られたが、トーゴではや

やプラスとマイナスの効果が混合しており、ニジエールではマイナスの効果が見られた。

筆者らは、マリ、またある程度トーゴでは、契約教員システムは、モニタリングを改善し、

契約教員のより効果的な雇用をもたらした現地コミュニティと、より密接につながってい

たとしている。ニジエールでは、全ての契約教員が公務員となるようシステムが変えられ、

プログラムは急速に実施され、不十分な取り組みをさらに拡大してしまったo

Duflo et. 01.(2012)は、新卒の教員を短期契約で雇用する、ケニア西部の PTAσarent-Teacher 

Associatio田)を評価している。契約教員は、欠勤日数が公務員の教員よりも週当たり 1日少

なく、契約教員が担当する生徒の方がより多く学ぶことを示した。さらに、生徒のテスト

スコアは改善したのは、教員の数が増えた結果1クラスのあたりの生徒数を減らしたから

ではなく、契約教員を雇用した効果に帰結できることを確かめた。

Bold et. al.(2012)は、上記で述べたDuflo(2012)が調査したプログラムと類似しているケニ
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アにおける契約教員介入の拡大の効果を検証している。介入はケニアの全州において、NGO

やケニア政府によって同時に実施されている。筆者らによると、 NGOが実施するプログラ

ムと政府が実施するプログラムには、インパクトにおいて大きな違いがあった。つまり、

N∞が実施するものは、数学と英語のスコアに標準偏差 0.19のプラスの効果があったが、

政府のものは、テストスコアには何も効果がなかった。筆者らは、インパクトの違いを説

明する政治経済の要因を議論した。しかしながら結呆は、プログラムが拡大するか異なる

組織によって運営される際に小規模の介入による結果が複製されないかもしれない。この

ことは政策立案者にとって重要なリマインダーとなる。

G1ewwe et. a1.(2010)は、ケニアの農村の小学校教員に、テストの成績に基づいたインセン

ティブを与えたランダム化された介入を評価している。プログラムを実施している学校の

生徒は、プログラムの期間中少なくともいくつかの試験において、著しく高いスコアをと

っている。また、筆者らは、生徒の成績の向上をもたらしたメカニズムについても検証し、

教員の出勤は改善しておらず、宿題も増加しておらず、指導方法も変わっていないことが

分かつた。しかし、教員はより多くのテスト準備の授業を行った。さらに、プログラム期

間中は生徒の成績にプラスの影響を与えたが、プログラム終了後はその影響は続かなかっ

た。

アフリカの大半における、質が不十分な教育の全体の特徴は依然として、研修を受けた

先生の数や出席、出席の際の指導を含む、深刻な教員の問題のままである。いくつかの進

行中の評価では、学校運営の調査、 PTAのエンパワー、分権化を含む、教員の態度と指導

の改善方法を検証している。

5.4.7.健康への介入

生徒の乏しい出席率と成績に関する一つの説明として、不十分な健康状態と栄養状態が

ある。まず、病気は出席率に直接影響を与える。さらに、不十分な健康状態は、学習に有

害な影響を及ぼす認識機能の低下をもたらすσo出仕 1995)。そのため、健康への介入は、健
康へ直接影響することに加えて、教育の成呆にもプラスの影響を及ぼす。

Fie1dら(2009)は、タンザニアでの集中的なヨウ素の補給によるヨウ素欠乏障害の減少に関

する、学校教育における影響を評価した。そして、兄弟と年上、若い人々と比較して、平

均 0.35-0.56年分長い学校教育を達成している、処置グループの子ども達によって、認知

能力と人的資本に関して子宮内ヨウ素は大きな効果があることが分かった。

Miguel血 dKremer(2004)は、全学校が無作為に虫下し薬 (dewormingdrug) 28の処置を受け

た、ケニアの健康への介入を評価した。そして、プログラムによって、処置対象学校の無

断欠席が 4分の l減少したことが分かつた。また、虫下しは治療を受けた学校と近隣の学

校両方において、処置対象でなかった子ども達の健康と学校参加を実質的に改善した。こ

れらの外部性は、処置の助成を十分に正当化するのに、十分である。しかしながら、処置

によって、テストスコアが改善したかについてのエピデンスは明らかになっていない。

28処置を受けている学校の 13歳以下の少女と全ての少年が、処置を受けるように選ばれた。
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5.4.8.他の教育への介入

教室の中と学校の外の両方でのクラスメイトの構成は、先進国と途上国の双方において、

教育の成果へ重要な影響を与えている。生徒を能力別クラスに編成することは、生徒の成

績を改善するためにクラスメイトの構成を変える、一つの方法である。Duflo(2011)によると、

ケニアの小学校では、成績の良い生徒の直接的効果がプラスであることが分かつた。しか

しながら、能力別クラス編成は、教員が低いレベルで教えることで、間接的にあまり成績

が良くない生徒の役にも立つ。

他の比較的費用がかからない介入は、教育の収益を生徒に知らせるという、情報に関す

る介入である。生徒が認識した収益(p郎副vedret町田)が不正確な場合、彼らは教育に投資し

すぎるか、少なく投資する。 J聞 S阻 (2010)によると、ドミニカ共和国の中等学校の第 8学年

の男子が認識した収益は、高く見積もられたにも関わらず、非常に低いことが分かつた。

彼は、ランダムに選ばれた学校の生徒に、高く見積もられたリターンの情報を与えた左い

う介入を評価した。これらの生徒は、情報を得ていない生徒よりも、次の4年間で平均0.20

-0.35以上の就学年数を完了した。

Nguy四 (2008)は、教育の収益に関する、成功事例を共有するロールモデルに対して情報を

単に与えるものと、両方を合わせた、二つの新しい情報に関するマダガスカルでの介入を

検証した。彼女によると、ただ情報を与えることで、テストの平均点が 0.2標準偏差向上し

たことが分かつた。また、対照校と比較して、出席率が 3.5パーセントポイント増加した。

貧しい背景を基とするロールモデルを紹介することで、裕福な背景を基とするロールモデ

ルを見るよりも、貧しい子ども達のテストスコアにより大きな影響を与えた。しかしなが

ら、ロールモデルの共有と情報を合わせることによって、情報をただ扱うよりも処置効果

は小さくなった。

5.4.9.エピデンスが不足している事柄

アフリカにおいて多くの教育の介入が実施され、評価されてきたが、深刻な課題が残っ

ている。質の高い教育は未だ不足しており、教育を受けた若者の多くが、生産性の高い雇

用が必要とする技能を備えていない。アフリカの教育介入に関するエピデンスの多くは、

大半の途上国と同じように、初等教育レベルにおけるものである。しかしながら、初等教

育の収益は、概しでかなり低いとされる。初等教育への投資は、さらに高い教育水準へと

進むことが出来る「選択肢」を作り出す。そのため、研究者が高い教育水準にアクセスで

きることを検証し、中等・高等レベルの教育を向上させ、教育を受けた若者が労働市場に

参加出来るようにし始めることは重要である。

さらに、介入を実施する仕組みを理解することは、政策立案者が結果を他の文脈で外挿

法により推定することができるため、非常に重要である。現在の評価で、他よりこれを上

手く行っているものもある。多くの教育の評価はケニアで行われてきたが、状況が非常に

複雑である残りのサブサハラ・アフリカにおいて、より多くの研究がなされる必要がある。

5.5. 多様な規模の企業における雇用と技能

前の節では、アフリカの学校において導入され、評価されてきたかなり広範囲の介入に
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ついて述べてきた。その全ての介入が、教育の質を高める最も有効な方法を確立すること

を目標としている。つまり、教育を人的資本へと変えることである。

すでに述べたように、教育の量が増える一方で質が低下するというエピデンスが多く存

在する。

教育の供給の急増の影響は何だろうか?供給が需要よりも早く増大した、もしくは質が

低下したために、賃金も低下したのだろうか?これらは、アフリカで教育の実施をいかに

最良に拡大すべきかに関心のある政策立案者にとって、良い仕事に就く若者を増やすとい

う点で、きわめて重要な問いである。

途上国の近年の労働市場の発展に関するやや目立った事実は、教育を受けた労働者の供

給が増えるにつれて、就業者の賃金は低下せず、多くの国々で増加するだろうというもの

である。これは、新しい事実ではなく、大学教育の拡大が教育の収益の増加につながった

アメリカについて、初めて述べられた。では、何がこのような事実を説明出来るのだろう

かワより多くの若者が教育を受けるにつれて、彼らが身につけた技能の対価が上昇するに

はどうしたらいいのか?若者が自分の技能に見合う仕事がないと感じるているとした、ど

うすればいいのか?

Acemoglu(1999)は、技能の供給が増えると、企業がより熟練を要する雇用を生み出すイン

センティプも増えることを提唱したモデルを作った。

なぜだろうか?それは、熟練労働者と非熟練労働者の生産性の差と熟練労働者が人口全

体に占める割合の両方が十分に低いとすれば、経済は非熟練労働者を雇用した生産性の低

い生産に集中するというのがこのモデルの直感的理解であるo

しかしながら、技能の生産性の差と全人口中のシェアの両方がが拡大するにつれて、企

業はより質の高い雇用を生み出すことがより収益率が高いと考え、経済は二つのクラスの

企業がある新しい均衡に移行する。つまり、経済が別の均衡に移行する途中で熟練労働者

の賃金が上昇し、非熟練労働者の賃金は減少し、失業率が上がる。このモデルは、どのよ

うに教育の拡大が、企業が形成されるプロセスにつながるのかを理解する試みに関係して

いる。それは、雇用創出が熟練労働者に集中するプロセスを示している。

Acemogluモデルによって提供された枠組みは、どの種類の雇用がどこで生み出されるか

についての見識を提供した。様式化された言葉では、高い技能を要する雇用を生み出すプ

ロセスは、賃金が低いだけでなく、賃金の低下にも直面する雇用に就く必要がある非熟練

労働者の需要が下がるプロセスにつながるだろう。貧困国では、労働供給が急速に増加す

るにつれて、「非熟練労働者のための雇用」への圧力は、需要だけでなく供給にも影響する。

「非熟練労働者のための雇用」への圧力の結果はどうなるのだろうか?答えは、市場の

三つの側面を基としている。一つ目は、非熟練労働者に聞かれたアウトサイドオプション

(ou臼ideoption)である。二つ目は、資本市場の統合の程度である。もしアウトサイドオプシ

ヨンが比較的高いと、結呆は顕在的失業(opeoun阻 plo戸n回.t)が増加し、低いと低賃金の非熟

練労働者が急増する。資本市場が分断化されていると、資本価格にばらつきが生じ、小規

模企業が広範囲に形成され、一部は個人営業の自営業で、他にも小規模の企業が存在する

ような状況になる。これらの企業は小さいが、資本市場の不均質性により、資本装備率

(capitallabour ratios)の多様性が大きくなる。

企業の規模は労働者の所得と強い相関関係にある。その理由は、比較的熟練している労
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働者は、最終的には資本集約的な企業で働くようになるからかもしれないし、企業の規模

は表に見えない要因と相関関係にあるかもしれないし、小規模の企業が拡大するにつれて、

企業のオーナーはより多くの所得を資本から得るにようになるからかもしれない。この枠

組みで、失業とは所得が余暇と言う形でしか与えられない従業員一人の企業に雇われてい

る状態と見なすことができる。

大企業はより技能集約的であるという概念は、大半の技術範囲で正しいかもしれないが、

すべてに適合するか明らかではない。とりわけ、零細企業において伝統的に行われている、

弁護士や会計士、新しい技術によって企業が小規模で能率的になる活動といった、技能集

約的な活動がある。

5.6 ザブサハラ・アフリカの労働力人口の教育レベル

第 4節で示したエピデンスは、どのように質の高い教育の供給を増やすのかに焦点を当

てた。第 5節では、そのような教育の需要が、企業で求められる技術の種類に従って、ど

のように変化するのかを述べた。貧困層に焦点を当てている政策はどれも、非熟練労働者

の需要や求められている賃金、つまり貧困層の所得の増加に重要なものであるため、非熟

練の労働者にも焦点を当てる必要がある。この節では、サブサハラ・アフリカの労働人口

における、技能の相対的な重要性に関するエピデンスについて述べる。

第 4節で述べたエピデンスが示すように、教育を受けることで技能は得られないことが

多い。特に貧困層にとって、技能の最も価値のある側面は、通学することでは得られない

ことも事実である。西アフリカの大部分において、民間企業によって行われている大規模

な見習い制度 (apprenticeshipsystem)がある。就業経験もまた、技能を得るのに重要である。

しかしながら、労働者が企業で扱う洗練された技能にとって、教育によって与えられる技

能は重大である。小さなエピデンスが、教育の収益が高い水準においてさらに高いことを

示すことや、フォーマル部門に入る可能性を得るために、中等学校の修了が最低限必要な

教育レベルに急速になりつつあることも事実である。学歴 (educationa1qualifications)は、

技能を測る上でかなり誤った尺度であると認識する一方、この節ではサブサハラ・アフリ

カの労働人口の学歴はいかに、前の半世紀で変化したのかについて述べる。

図5.1では、 Barooand Lee(2010)による、 1960年、 1990年、 2010年の 15歳以上の人口に

おける熟練労働者と非熟練労働者の割合のデータを示している。図では、 B町00 阻 d

Lee(2010)がデータを得ることが出来た、サブサノ、ラ・アフリカ諸国の平均が分かる。非熟

練労働者 (un出lled) とは、初等教育の未修了者であり、低技能労働者(Jowsk:ill)は、初

等教育の修了者もしくは、中等教育の未修了者、中技能労働者 (mediumsk:ill)は、中等教

育の修了者で、中には高等教育の修了者も数名含み、高技能労働者 (highsk:ill)は、高等教

育の修了者であると定義している。

図では、前の半世紀において、アフリカの人口において学歴を有する割合の劇的な変化

を示している。 1960年では、人口の 90%が初等教育を修了していない非熟練労働者であっ

たが、 2010年までに半分の46%になった。そして、 1960年は人口の 10%以下だった低い技

能や中技能労働者は、 2010年までに半分以上になった。大学の修了が定義されている、高

技能労働者は、 1960年はわずかであったが、 2010年には 1%以上になった。この最後の高
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技能労働者はまだわずかであるように思えるが、アフリカの熟練労働者市場がいかに発展

するかにとって、重要である。そのことに移る前に、 15-64歳の人口の労働者数の割合と、

異なる技術水準との関連を図 5.2で示している。

図5.2が示すように、 2010年までだが、非熟練労働者人口の割合が半分まで低下する問、

そのような労働者は、労働人口の最も重要な部分であることは、ほぼ間違いなかった。 2010

年までに、 1億 4500万人の低技能労働者と中技能労働者の数は、 1億 3000万人の非熟練労

働者の数を凌いだ。 2010年までに大学教育を受けた労働者は2億 5000万人存在した。労働

人口の割合としては明らかにごくわずかであるが、このことはいくつかの理由から重要で

ある。

まずTealο011)が示すように、高等教育を受けた人々は、今や教育を受けた労働人口の最

も急速に拡大している部分である。さらに、サブサハラ・アフリカの高等教育レベルの教

育の需要は、激増している。この需要のパターンの一つの解釈は、ミクロの労働人口デー

タで示されている所得関数の凸性は、さらに高い教育水準を得るために、リソースでそれ

らを動かしているということである。なぜ熟練労働人口の要素が重要であるかに関する三

つ目の理由は、大学レベルでは、教育の収益は園内市場で得られるものの何倍にもなる国

際市場に労働者が参入することが出来る可能性があるということである。比較的小さい割

合の労働人口の重要性に関する最後の理由は、サーピス業において雇用を提供する技術の

幅と相互補完的な技能を獲得するということである。

図5.1 サプサハラ・アフリカにおける熟練労働者と非熟練労働者の割合(1960年-2010年)

Percentages of Skilled and Unskilled Labour 
sub-Saharan Africa (Population aged over 15) 

1960 1990 2010 
U閣制11園町ett祖国瑚thno edu個 tionor in∞mplete primary， 
Lowskill a聞 Iho輔 withp_~mary ∞~ple'回 an~seconda_ry in∞mp陶回
Medium skill a陪山田ewith盟国nda-rycomple担。rte性ia叩in∞mple悼
tligh skills a聞 Ih田ewithte同a叩剖U回目。n∞mplote
Sour田Barroand Lee (2010) 
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しかし、アフリカの政府が直面している課題は、低・中技能労働者が大幅に増加するこ

とから生じる期待を満たすことであることは、図 5.2から明らかである。中等教育レベルの



1641第5章

就学率の上昇は、中技能労働者と呼んでいる人々の割合が次の 10年で急速に上昇し、持続

する高い人口成長率を考えると、絶対数もそうであることを示している。では、どのよう

に、低技能労働者の雇用は創出されうるのだろうか?

図5.2 サプサハラ・アフリカの熟練労働者と非熟練労働者の数(1960 年~2006 年)
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Sou明 Barroand L輔 (2010randWorld Bank: World De咽 lopmentIndi国旬開 (2012)

5. 7 非熟練労働者と熟練労働者の雇用創出:どのようになされるのか?

比較可能なデータが教育の増加に利用できる一方で、同じことが雇用創出には当てはま

らないため、どのように教育の増加が雇用創出にマッチしているかを示すことは、複雑で

ある。この節では、教育レベルを雇用の成果に関連づける N80Wah羽田皿油，田aland Awoonor 

Willi阻 8(2012)のガーナの研究を参考にする。表5.1は、 1991 年~2005 年をカパーするガー

ナの3つの生活水準測定調査(LivingS回伽d8Mea8urement Study :LSMS)に基づいて、様々

な教育水準の男性の職業選択を示した研究からのものである。表5.2は、女性について同じ

分析がなされている。ガーナがアフリカ諸国の代表的例ではないと仮定することは重要で

あるが、零細企業の成長に関するエピデンスは、他のサブサハラ・アフリカ諸国では見当

たらない。

表5.1と5.2で示した三つの最も目立った変化は、公共部門での雇用の確率の低下と、零

細企業の雇用の確率の上昇、失業の確率の増加である。これらの結果は、すべての教育水

準と男性女性両方にあてはまる。前節で示した技術水準の分類や、ガーナの研究において

どのように技能を分類するかについては、正確な適合性はない。しかしながら、最も急速

に拡大し、前節の低技能労働者と等しいガーナのレベルは、中学・高校修了のレベルであ
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る。これらの労働者の雇用の可能性は、どのように変化するだろうか?

表 5.1 ガーナにおける職業選択

零細企業 中・ 公共部門 自営業 自営業 農村部 失業者

大企業 (従業員 (従業員

あり) なし)

教育を受けていない人々

1991/92 0.025294 0.010278 0.045668 NA 0.120683 0.78822 0.009858 

1998/99 0.023851 0.017801 0.012347 0.002851 0.112699 0.801445 0.0♀9007 

2005/06 0.043289 0.009837 0.007209 0.00333 0.045357 0.853496 0.037482 

小学校の修了者

1991/92 0.030621 0.015342 0.048423 NA 0.135467 0.754089 0.016059 

1998/99 0.03574 0.020458 0.019838 0.003758 0.13415 0.746321 0.039735 

2005/06 0.077106 0.029137 0.02207 0.010606 0.070005 。ー745074 。倒600♀

中学・高校

1991/92 0.041993 0.035818 0.123037 NA 0.135552 0.625404 0.038196 

1998/99 0.043691 0.046864 0.065317 0.00168 0.150255 0.631632 0.060562 

2005/06 0.140922 0.053541 0.043627 0.017346 0.078514 0.601455 0.064595 

後期中等教育

1991/92 0.073369 0.083361 0.298875 NA 。ー137438 0.325262 0.081695 

1998/99 0.082862 。目112298 0.186352 0.011057 0.186517 0.335054 0.085861 

2005/06 0.200996 0.087631 0.172132 0.02615 0.100866 0.275087 0.137138 

高等教育

1991/92 0.02774 0.058075 0.720797 NA 0.053332 。ー132902 0.007154 

1998/99 0.082601 0.079868 0.492654 0.009659 0.09476 0.163768 0.07669 

2005/06 0.162936 0.083414 0.423703 0.027182 0.094058 0.121875 0.086832 

So山田:Nsowah-N回血ah，Teal阻 dAwoonor-Willia皿s(2012). 

*上の表の数値はN回，wah-N1国血曲，同I阻 dAwoon町Willi阻 8(2012)の付録の表2で報告された多項式のロジ

ットから得られる。各列は、サンプノレの個人の平均年齢によって評価されている確率の、一定の教育水準

の職業に就く確率を示しているロ教育を除いて等式で算入されている対照は、年齢のみである。

都市のインフォーマル部門を零細企業での労働と結びつけて考える、もしくは自営業を

従業員がいないとして考えると、表 5.1から、 1991年、 1992年の中学校を修了した男性労

働者は、インフォーマル部門で雇用される可能性の 18パーセントポイントであることが分

かる。 2005年、 2006年までにこの割合は、倍増に近い 30パーセントポイントまで上昇し
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ている。女性労働者(表 5.2)に関しては、都市のインフォーマル部門においてなる可能性は

約 50パーセントポイントのさらに高い基準から、 6パーセントポイントに低下している。

しかしながら、女性に関しては、この都市のインフォーマル部門の低下は、フォーマル部

門の上昇を意味していない。農村部での働いている可能性と全く雇用されていない可能性

の両方が高まったからである。

表 5.2 ガーナにおける女性の職業選択

零細企業 中・ 公共部門 自営業 自営業 農村部 失業者

大企業 (従業員 (従業員

あり) なし)

教育を受けていない人々

1991192 0.007151 0.000755 0.002839 NA 0.361925 0.596111 0.031219 

1998/99 0.007114 0.003784 0.000926 0.002552 0.306485 0.624465 0.054675 

2005/06 0.028928 0.003277 0.001242 0.006879 0.198694 0.636385 0.124595 

小学校の修了者

1991192 0.014518 0.001906 0.010867 NA 0.385062 0.54922 0.038427 

1998/99 0.011357 0.006993 0.004725 0.002378 0.425994 0.471415 0.077138 

2005/06 0.031902 0.001859 0.00759 0.015593 0.312716 0.527227 0.103113 

中学・両校

1991192 0.025835 0.018113 0.08692 NA 0.488957 0.312565 0.06761 

1998/99 0.026607 0.009329 0.038204 0.004779 0.468093 0.360753 0.092235 

2005/06 0.069015 0.013877 0.028136 0.027576 0.371295 0.348071 0.14203 

中等教育

1991192 0.061921 0.075854 0.423445 NA 0.217898 0.081669 0.139214 

1998/99 0.061345 0.016467 0.136378 0.007254 0.446534 0.174398 0.157624 

2005/06 0.189728 0.066135 0.158408 0.048316 0.232611 0.11272 0.192082 

両等教育

1991192 0.014649 0.024719 0.807258 NA 0.06368 0.045153 0.04454 

1998/99 1.17E-26 0.060698 0.670385 6.46E-25 0.148442 0.103323 0.017151 

2005106 0.116038 0.045836 0.46151 0.049524 0.206713 0.032441 0.087938 

Source: Nsowah-Nuamah， Teal andAwoonor-Wi1lia血s(2012). 

*上の表の数値は、前表と同様にNsow:ぬ-N田皿油，阻al岨 dAw町田町Willi阻 .(2畑12)の付録の表2で報告され

た多項式のロジットから得られる。各列は、サンプノレの個人の平均年齢によって評価されている確率の、

一定の教育水準の職業に就く確率を示している。教育を除いて等式で算入されている対照は、年齢のみで

ある。
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この雇用機会の変化は、ガーナのデータにおける最高の技能の水準を持つ高等教育修了

者に変化を与えただろうか?表5.1によると、彼らが都市のインフォーマル部門にいる可能

性は、 8パーセントポイントから 26パ}セントポイントまで増加し、中学校修了者よりほ

んの少し低いだけであることが分かる。 199-92年の同じ教育水準の男性労働者は 72パーセ

ントポイントの公共部門に就く機会があったのに、 2005-06年までにこれは 42パーセント

ポイントまで低下した。表 5.2がこの技能水準について示しているように、この傾向は女性

についても類似している。

ガーナの労働市場にとって、都市のフォーマルな雇用につく可能性は、すべての教育水

準において大きく損なわれた。都市のインフォーマル部門の拡大は、さらにすべての教育

水準において、そのような雇用から得られる所得は、留保所得 (reservati岨血come)より少

なくなるほどに低いため、失業の上昇と一致している。

それでは、なぜ農業と都市のインフォーマル部門の両方において低賃金の雇用が大量に

存在し、特に若者がより良い収入を得られる雇用がそれほど少ないのだろうか?過去30年

間、グローパリゼーションのますますの進行とされるプロセスを通じて、各国経済はます

ます貿易の面で開放的になっている。このことは、雇用と雇用を得るのに必要な技能は、

いかに経済が輸出に成功するかに密接に関連していることを示している。

輸出に関する雇用は概して、観光業、町、金融といったサービス業と製造業との両方で行

われている。しかし、技能の比較的低い労働者の雇用を最も大きく拡大させているのは、

製品輸出における大規模な成長を実現している経済である。観光業は部分的に例外だが、

輸出を基にしている大半のサーピス業は、中学校の基礎の範囲を越えた教育を必要とする。

これは輸出がサーピス業に集中している経済にとって、需要は比較的熟練労働者に対する

ものであることを意味している。輸出の成功が不十分だと、雇用が制限され、労働者にと

ってさらに高い教育が雇用を得るために必要とされるというパターンが生ずる。こうして

雇用が不足することは教育への強い欲求と相まってアフリカの都市の若者の聞に不満をた

かめることになる。多くの人々がこの問題を、単に雇用を得るのに必要な教育がなされて

いないことだと見なしている。

貧困国で創出される都市の雇用の大半は零細企業におけるものであり、その数や種類は

零細企業の投資決定に基づいているだろう。熟練労働者と資本の聞の相互補完性の度合い

は、企業の規模によって異なる。この事実は、なぜ零細企業(そして農家)は非熟練労働

者の雇用創出に優れているのか、そしてなぜ企業の規模が、雇用の所得の決定要素の重要

な側面であるのかを説明しうる。

それで、どのようにこの「非熟練労働者のための雇用」の圧力を緩和しうるのか?問題

の原因は、需要が非熟練労働者から草離する傾向である。もし雇用を創出するなら、非熟

練労働者に対する需要が変化するプロセスを理解する必要がある。その理解は、現在作用

している要因の影響を逆転させるプロセスを理解することをも意味している。どのように

それが出来るのだろうか?答えは明らかである。政策立案者にとって、熟練労働者の雇用

を創出するプロセスは、非熟練労働者の雇用創出をするプロセスとはかなり異なるという、

重大なジレンマがある。貧困固では、熟練労働者のためのより多くの雇用を作り出すため

には、企業の規模の拡大が必要である。より大きな企業では、零細企業よりも資本 1単位
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当たりの雇用はかなり少ない一方で、資本コストが低いほどより多くの雇用を生み出し、

またどれほど投資をするかにおいてあまり制約されない。しかしながら、これらの企業の

雇用が熟練労働者に集中する限り、それを通じて非熟練労働者の雇用の問題に取組むこと

は出来ない。

低熟練労働者の雇用の問題への取り組みに成功するには、企業の規模と技能があまり密

接に関連しないようにする必要がある。より大規模なより低熟練の企業が雇用創出問題の

成功の重要な部分をなしている。そして、エピデンスは、それが現実に可能となるために

は、比較的低熟練の製品輸出の著しい成長がある場合だけであることを示している。また、

政策の課題は明らかである。より良い質の教育を受けた労働者の供給を向上することは、

企業を国際市場で競争することが出来るほどに生産的なものにし、したがって非熟練労働

者へ雇用をもたらすのか?そうではないとしたら、輸出志向型企業の成長を制約する要因

は、より高い質の教育の供給増加を制約する要因と同じくらい、重要な政策課題となる。
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第6章熟練形成と企業成長のためのリーダーシップとモチペーショ
ン:小規模・零細製造業の発展にむけて

高橋基樹(神戸大学国際協力研究科)29 

6. 1 はじめに

サブサハラ・アフリカにおける小規模・零細製造業には、主に所得が低い消費者のニー

ズを満たし、若者を含む多くの人々の雇用創出に貢献し、彼らの生計を支えるという重要

な役割がある(本編の第 12章参照)。今日、いくつかのアフリカの国々の特に都市部にお

いては、小規模・零細製造業の拡大がフォーマル部門の大規模製企業の事実上の不景気と

並行して観察されているロ

しかし、小規模・零細製造業の活動は深刻な限界に直面している。多くの場合、小規模・

零細製造業を営む企業はあまり組織化が進んでおらず、設立されてから短い問しか持続で

きない。その一方で、クラスターのかたちで企業聞に相互のつながりがあることが観察さ

れている。本書第 12章によって言及されているように、小規模企業はいくつかの理由から

インフォーマルだとみなされている。まず、登録状況の違いである。一部の企業は政府に

対して登録せず、許可を得ていないため、税金を納めていない。それ以外では、様々な政

府の規制を避けるためにインフォーマルなままとどまっている企業もある。

小規模・零細製造業の他の特徴は、インフォーマルな性質と関連していると考えられる。

小規模・零細製造業の多くは組織内部での労働の分業や専業化が初歩的な段階にとどまっ

ており、組織集約型ではないといえる。生産性と製品の品質は輸入品に太刀打ちできず、

そのため中・高所得の都市居住者を含む幅広いカテゴリーの消費者を引きつけることがで

きていない。さらに、企業内部や企業問の労働者間で技術移転が体系的に行われていない

ため、若い労働者の能力を着実に高めていくことができていない。さらには、小規模・零

細製造業では、フォーマル部門の大企業と協力し、若い労働者の職業訓練や技術水準の引

き上げることができていない。

上で述べた状況を引き起こす原因は多面的である。一般的に主な原因は小規模・零細製

造業を取り巻く環境にあるとされている。特に、マクロ経済情勢は小規模・零細製造業は

不利に作用している、企業が利用できるインフラは十分に整備されておらず、彼らにとっ

て不利な制度上・政策上のバイアスがかかっている、質の高い製品への需要が限られてい

たり、安価な輸入品に侵食されているため製品の品質向上を目指すインセンティブが働き

にくくなっている、といった原因が指摘されている。小規模・零細企業の活動と成長を制

29本章執筆にあたって、日野博之氏、ジェルマノ・ムワブ氏、浜口伸明氏、金井害宏氏、山

田肖子氏、山野幸子氏、小川さやか氏、そして研究チームのメンバーの方々から頂いた貴

重なご意見とご助力に心から感謝申し上げたい。
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約する供給側の原因として、資本不足と金融サーピスへのアクセスの欠如、労働者の教育

レベルの低さ、また技術の需給のミスマッチをあげることができる。これらの制約は小規

模・零細製造業の負の「外部」要因になっている。とりわけ、ビジネス環境や供給の制約

といった外部要因を緩和するための政策介入については、現在までにさかんに議論が行わ

れてきた(cf.McCormick 1999)。

本章では、経済の財やサービスを生産する存在として「企業Jenterpriseを定義している。

この「企業」の定義には、個人、個人が水平的に結びついている組合同回ciation)、そして

個人の垂直的な結びつき、つまりヒエラルキーによって構成されている会社缶四、を含んで

いる(Coase1937， Alchian岨.dD田nsetz1972， Williamson 1981)。ただし、アフリカのインフォ

ーマルな製造業セクターでは、組合と企業、またそれ外部の社会のつながりとの区別は唆

昧になっている。 30

また本章は、小規模・零細製造業が直面する外部要因ではなく、組織「内部」の要因に

焦点を当てる。それは製造業を営む上での起業家的なリーダーシップと、若い労働者の技

術習得や、技術水準向上のためのモチベーションに関することである。

本章では、どのようにリーダーシップを発揮し、モチベーションの向上を通して小規模・

零細製造業の発展を促進していくのか、という問題について考察する。以下、本章ではサ

ブサハラ・アフリカのインフォーマル部門における小規模・零細製造業の組織発展と、労

働者の技術習得についての理論的根拠について議論する。また、アフリカにおける人的資

本の現状を示し、起業家としてのリーダーはどのように若い労働者の技術習得のためのモ

チベーションを高めていけるのか探求する。そして起業家的リーダーが以前よりも効果的

に生産活動を組織し、若い労働者の技術向上のモチベーションを高めていけるような政策

介入について提案を行う。

6.2 小規模・零細企業と起農家的リーダーシップ

6.2.1.組織開発の理論的根拠

1980年代にアフリカで「脱工業化」が始まり、フォーマル部門の一般の大規模製造企業

は困難に直面した。 1990年代終盤に始まったマクロ経済状態のめざましい回復にもかかわ

らず、天然資源産業以外のフォーマルな製造業の成長率は低いままでとどまっているo 製

品の消費が大幅に拡大する一方で製造業の発展は遅れている。需要と供給の差が広がって

ゆく中で、中国を含む新興国からの輸入品によってその差が埋められている。新興国から

の輸入品は、アフリカ市場で高所得世帯だけでなく低所得の消費者の生活にまで浸透して

おり、今日のアフリカでは、都市のスラムや田舎の市場でも中国製の衣服、台所用品、電

気製品を見つけることができる。

それでも、アフリカ現地の小規模・零細企業のなかには、輸入品との競争に生き残って

30 McCormick (1993)は第三者との関係も考慮に入れつつ、インフォーマルセクターの衣類

製造業における五つの異なる経営組織のタイプを示している。企業内部や企業聞の関係に

関して組織開発を調査するという観点では、三つの分類は現時点では適切であり十分だが、

後で詳細に述べるように、企業によって公式な認可を受けているかどうかの違いを考慮に

入れなければならないだろう。
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いるものもあり、家具の製作、レンガなどの建築資材の製造、金属加工、自動車の修理、

地酒や蒸留酒の製造、服の仕立てなどは、活発化しているように見える。これらの製造業

が輸入品に対して競争力がある理由は以下の通りである。まず、これらの日用品は比較的

資本節約的である。家具、建設資材、金属加工などは輸送集約型なので輸入には費用がか

さむ。家具、金属加工、自動車の修理、蒸留酒の製造、服の仕立てなどは、現地の顧客の

趣味噌好に応じた対応が必要になってくるため、現地で行われるのが最も望ましい。最後

に、地元のインフォーマル企業が生産する製品は、複雑な構成の生産工程を必要としない

点で「組織節約的」だといえる。

このような小規模・零細製造業は自営業や個人事業主が多く、市場への新規参入と退出、

また生産活動を現行のものから別の生産活動に切り替えることが容易な点で流動的だとい

える。これは危険で不安定な市場環境が影響しているのであろう031事業はしばしば一人、

もしくは数人で運営されている。この状況から、アフリカの小規模・零細製造業の組織開

発が必要であることの理論的根拠を少なくとも四つ挙げることができる。

アフリカでは多くの場合、小規模・零細製造業はネットワークを通じて(クラスターのよ

うに)緩やかに水平につながっている。下記で詳細に述べるように、企業がある場所に集

積することには理由がある。例えば、材料の入手、資本財の共有、ビジネス、技術、製品

需要のパターンに関する情報の共有などを協同で行うためである。このような協同関係を

強化することは、それぞれの生産者にとって利益になる。これは小規模・零細製造業の組

織開発を進める上で重要な理論的根拠の一つである。

アフリカの小規模・零細企業は長期的に継続して営業し続けない場合が多く、言い換え

れば、生産性改善のために車邸哉内部での作業の分担や専業化を進めるという、垂直的な組

織にはなっていない傾向があるといえる。小規模・零細製造業の組織発展の二つ目の理論

的根拠は、アフリカの小規模・零細企業は、垂直的、もしくはヒエラルキー的な統合を通

して生産効率を向上させる必要があるということである。

先に述べたアフリカの小規模・零細製造業の状況は、インフォーマルな性質と密接に関

連している。多くの製造業者は法人化を望んではいない。なぜなら、法人化は商業銀行な

どのフォーマルな大規模金融機関や認可権限のある官庁などにアクセスするための前提条

件だが、企業はそれを望んでいないのである。加えて、企業がなぜ法人化をしないのかに

は多くの理由がある。企業の資本集約度が低く、多額の融資を必要としない。予測される

納税や義務があるため法人化に魅力を感じていない。また、法律に則った企業の法人化の

プロセスが面倒であり、コストがかかると感じているかもしれない。しかし、製造業がイ

ンフォーマルな状態にとどまっていることは、すなわち法人化によって得られる事業拡大

や生産性向上の機会が制限されることを意味し、社会的に最適なことではない。これが中

小製造業の組織発展の三つ目の理論的根拠である。

31 Hart (1973)のインフォーマルな経済活動に関する先駆的な研究では、ガーナのアクラで

は大都市の低賃金労働者が収入を得る手段は変化しており、複数の収入源を持つようにな

っていることを雄弁に語っている。小規模・零細企業の流動的な生産活動の裏で、数多く

の仕事の形態や収入源が存在している。この特徴は、一般的に労働者の低い製造技術と関

連しているのかもしれない。
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小規模・零細製造業で働く若い労働者が人間関係を通して技術や知識を身につける数多

くの方法があることは、広く知られている。徒弟制度は、技術習得の典型的な方法の一つ

である。また、他人が持つ優れた技術とノウハウを模倣し、また他人と新しい情報を共有

することができるだろう。このように組織されていない関係は、技術移転や生産性改善の

ための重要な回路でもある。しかし、この回路が組織されていないがゆえに、習得した技

術を後輩労働者たちに伝えてして人材が不足してしまっている。組織化が進んでいない企

業での技術移転と生産性改善は、計画性に欠けていたり、もしくは自律的でなかったり、

もしくは継続性に欠けているという危険をはらんでいる。若い労働者が、より高い技術と

より複雑な技術のノウハウを習得するためには、長期間見習いとして働くということを受

け入れなければならない。多様な若い労働者たちのモチベーションを高めるためには、組

織が継続して組織的に彼らを激励し、モチベーションを高めていく必要がある。これが中

小の製造業の組織発展のための四つ目の理論的根拠である。

要約すると、上記で示した小規模・零細製造業の組織発展に向けた四つの理論的根拠は

次のとおりである。投入資本の調達と情報の共有のために共同で働くこと、労働の分担と

専業化を通して内部の生産体制の効率を高めていくこと、フォーマノレ化を通した財源の獲

得と政府の保護を受けられるようにすること、そして企業が長期的に成長していく上で必

要な技術を若い労働者が身につけていくための動機付けを、組織的かつ継続的に行ってい

くことである。

6.2.2.起業家的リーダーシップ

インフォーマルな製造業の組織開発には上記の妥当な理論的根拠があるにもかかわらず、

このような現象は、アフリカでは例外を除き、あまり生起していない。発展の制約となる

障害があまりにたくさん存在しており、起業家的としてのリーダーの不在は、主な障害の

一つであるといえる (Sh阻e阻dVenka旬血aran，2000)。

S凶且eとVenka旬mar阻は、企業家精神の要素は、個人のリーダー的な特質だけではなく「起

業の機会」にもあると論じている。彼らによると、企業家精神とは、新たなビジネスの機

会が個人によって「発見され、評価され、利用される」プロセスであると定義されている

(Sh田 e皿dVi四kat間四回 2000:218)。彼らは起業家としての創造と実践の機会を他のピジネ

スの機会と区別しており、生産において「前者(=ビジネスの機会)は(経済活動の)新

たな手段左目的関係を発見することを要件とするJ(ibid.: 220)としている。アフリカの小規

模・零細製造業が生産性改善のために新しい技術を取り入れるのだとすれば、新しい手段

と目的関係を発見したとして正当に評価されるだろう。また、資材の協同購買、労働の分

担や専業化、あるいは技術習得の組織内部のシステムを持つ存在へと企業が自己を組織化

することは、彼らが言う新しい手段目的関係の発見であり、起業的な現象だと見ることが

できる。我々が本章で焦点をあてるのは『起業家的リーダーシップ』、すなわち生産性改善

に向けた小規模・零細企業の組織発展におけるリーダーの役割についてである。

言うまでもなく、製造業の組織発展を進めるためには、関係者の参加を促す強いイン

センティブが必要である。小規模・零細企業が様々な製品製造を協同で行うということは、

アフリカで広く観察されている。典型的な協同関係は、緩やかで水平的なクラスターの形

態になっており、これは多くの研究に基づいて議論され、文献になっている(例えば
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McCorr凹ck1999， Sonobe阻 dOtsuka 2011)0 McCormick(1999)によると、たとえ技術水準が低

い場合でも、クラスターの形成を通して小規模企業は組織拡大の障害をある程度乗り越え

ることができる。

筆者は、ダノレエスサラーム北部における屋外での産業活動の現地調査を通して、何十も

のインフォーマルな家具職人からなる集団を実見した。彼らは材木や釘などの材料を共同

購入し、電動のこぎりやバッテリーを共有している。また、ハンマーやのこぎりなどの工

具を互いに貸し借りしていた。ある家具職人が忙しさのあまり顧客の注文に対応できない

ときは、他の職人が代わりに対応し、家具職人が他の職人と市場を共有していることを示

唆していた。さらにこの産業では、若い労働者は彼らの先輩から、謝礼を払わずに家具づ

くりのノウハウを習うことができるようである。筆者が観察した屋外の製造業クラスター

では、多くの労働者は公共の訓練機関で大工としての職業訓練を経験し、あまり体系化さ

れていない方法で若い労働者をある程度訓練している。また筆者は、企業には顧客と契約

を結ぶ際に、共通の契約方法があると聞きとった。製品の価格の半分を頭金とし、その頭

金の受領と引き換えに製品の製作を請け負い、残りの半分の金額は製品を手渡す時に支払

われる32。

上述のタイプは、家具の製造を行う個人が水平的に結びつき、協力し合っている集団で

あり、集中して意思決定を行う垂直的に組織化された「会社」へと発展するかもしれない。

しかし、大部分の小規模・零細製造業は、一見すると、孤立していたり、緩やかに水平的

に連携している。我々はほとんど相互関係がないような個々の製造業を、寄せ集めのよう

な状態から、垂直の関係をもっ会社へと発展させていく必要があるかもしれない。ここで

は、組織を会社へと発展させる要因左、それを阻む要因についての根本的な考察が必要に

なってくる。

まず始めに、組織を会社へと発展させる促進要因について議論する。偉大な経済学者た

ちによって指摘されているように、垂直に組織化された会社は、業務コストを抑えていく

ことに適しているだろう (Co剖e1937， Williamson 1980。二つ目に、中央集権化した会社は、

水平的な生産者集団よりも、効率的な生産を行い、さらに外部の状況の変化により敏感に

反応できるようになるだろう。三つ目に、中央集権化した会社では、個々の生産過程が互

いに組織的に連携しやすくなる。フリーライダーや怠け者の減少に貢献できるかもしれな

い。会社では、個人個人が共同で働いているがゆえに、付加価値の生産への個人の貢献度

を客観的評価基準に基づいて評価することが難しくなる。しかし、中央集権化した権力を

もっ経営者は、労働者や従業員に仕事を割り当て、各々の報酬を決めることができる

(Alchi組組dDemsetz 1972)。

上に述べた合理的な促進要因にもかかわらず、水平的な組合には、垂直的な会社への発

達を阻む理由も存在すると考えられる。製造業の親方たちが一国一城の主として自立して

いたいという普遍的なメンタリティは別として、彼らは団体に所属して組織される必要を

あまり感じていないといえる。確かなことは、同じ材料の買い手や利用者という立場を共

有する者の聞の、相互の協力関係は強化されることが望ましいということである。電動の

32 2006年9月に著者が行った、ダルエスサラームの家具メーカーの現地観察に基づいてい

る。
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こぎりやノ〈ッテリーのような資本財は分割することはできず、また通常個人の初期投資で

まかなえるものではない。また、彼らは、製品への需要の情報を求める立場を共有してい

る。しかしそれでも、家具作りなどの小規模零細製造業の生産活動は分割不可能なもので

はないために、個別に製品を製造できてしまうのである。また、ダルエスサラ}ムでの家

具生産の場合、一般的に低所得の顧客は、労働の分担や専業化なしでも作れてしまう品質

の低い製品で満足している。そのため、誰がどの仕事をするかは、それぞれの顧客との交

渉を通して自然に決定されるために、仕事の割当てと報酬の配分をするための組織やリー

ダーは必要とされない(Alchi血血dDe四 e包 1972参照)。要するに、製造業の組合が会社へ

と組織されていかない特定の理由が存在するわけで、この点は、本章の問題関心から言っ

て十分な注意を払わなければならないだろう。

しかし、水平的な結びつきの集団である組合のなかでも、リーダーシップを強化するこ

とを必要とする理由が考えられる。具体的に見ていこう。生産の新しい手段と目的関係を

もたらすという意味での起業の機会は、新技術の発明、製品市場の変化、そして要素市場

の変化などの要因から発生する(Shaneand V，四回組問血an2000， Drucker 1985， Schu皿lpe回

1934)。ここでの発明とは、新しい生産技術自体だけでなく、新しい生産の方法や生産活動

の組織についての新しいアイデアの導入も含む。組合と会社を含む中小の製造業にとって、

それらを発見し、実際の製造工程に適用するためにも、強いリーダーシップは必要不可欠

なものであろう。リーダーシップは、メンバー自身に変革を促し、変化への内部の反対を

克服し、新しい技術、知識と働く方法を学んでいく動機をメンバーに与えるために必要と

されてている。また言うまでもなく、リーダーシップは会社だけでなく組合においても、

ただ乗りを抑制する上で重要である。

一方、実際のアフリカの都市では、上で示されるように多くの小規模・零細企業は個人

で経営されていたり、緩やかで水平的なつながりの組合のままになっている。それでもま

れに会社のように発展した組織もある。筆者は、タンザニアの家具作りの現場で、少なく

とも 3つの異なる組織形態を観察した。一つ目は、露天で展開する家具製造業者の集団(本

章で定義されている組合)、二つ目は、組織化されているが、無免許の会社で既製品の在

庫を持ちそれらを売っている(組織化が進んでいない「会社」形態として本章では定義し

ている)、三つ目は、高品質の既製品を販売する認可された会社(組織化が進んだ「会社」

の形態)である。さらに詳細な調査が必要ではあるが、組織化が進んでいる会社では一つ

の製品を完成させるために何人かの労働者が作業を分担しながら共同で働き、さらに高品

質の製品が作られていたロ二つ目、三つ目の企業形態は、新たに拡大する、高収入の消費

者からのより上質な品物への需要に反応していたのだといえる。33 さらにMcCormick(1993， 

1999)は、いくつかの製造業クラスターでは、より高い効率性と関連して「専業化と分担化」

が始まっていることを示している。これらの観察は、アフリカのインフォーマルな製造業

33 2006年9月に著者が行った、ダルエスサラームの家具メーカーの現地観察に基づいてい

る。三つ目の形態の企業には、外国の顧客から特定の種類の家具(棺桶)の注文を受け、

実際に輸出していたものがあった。
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では緩やかで水平的な組合という関係から、より組織化された会社への変革が可能である

ことを示唆しているへ

組合のメンバーに変革を実行させる場合や、個人の寄せ集めの状態から垂直的な会社を

作り上げる場合には、どちらにせよ変革後の結果がどうなるのかわからない状態では、起

業家が一定の報酬だけで人々を動かしていくことは困難であろう。ここでは、経営学者の

言う交換型リーダーシップではなく、変革型リーダーシップもしくはピジョナリー-リー

ダーシップがものを言うであろう(B世田 1978，Bass 1985; 1990， Sas出且 1978.Cf. A1chian and 

Demse.包， 1972)。また、非経済な方法でどのように労働者の動機づけを行うのか考えなけれ

ばならない。

6.3 起業家的なリーダーシップの社会文化的背景

6.3.1.アフリカの歴史におけるリーダーシップ

近代や近代以前のアフリカの歴史にはリーダーシップに関する物語が数多く存在してい

る。リーダーと従者を統制する社会的、道徳的な義務によって、伝統的なアフリカ社会の

リーダーシツプは構成されてきた(B田m組組dLonsda1e 1992)。それにもかかわらず、アフリ

カの政治的なリーダーシップは、在来の道徳的な制度や他の制約下では、独立初期の発展

において期待されていた結果を残すことはできなかった。しかしそれでも、アフリカでは

リーダーシップ自体が欠如していたとは言い難い。重要なことは、アフリカ大陸において

供給が不足しているのは、起業家的リーダーシップだということである。それは組織の発

展を通して小規模・零細製造業の変化を促していくリーダーシップのことである。アフリ

カにおいてこのようなリーダーシップの活性化を妨げる数々の要因が存在しているようで

ある。

一つ目に、 McCormick(1993)が説得的に示しているように、 20年前に設立された小規模

製造業は未だに小規模のままでとどまっている。議論が難しい問題ではあるが、これまで

の議論によると(Collier阻 dGun国ng，1999)、アフリカで企業の成長を阻んでいるものは、ビ

ジネスリスクの高さだとされている。企業の規模が小さいままとどまっていることは、リ

スクが大きいビジネス環境において実に合理的な反応であり、そこでのビジネスにおける

失敗は、経営者の生活それ自体を壊してしてしまいかねないのである仰cCormick1992)。し

かし、企業家精神とはリスクを官すことであるという時点で、アフリカでの小規模企業の

停滞は、リスクの高さだけに帰されるべきではなく、起業家的リーダーシップが十分に発

揮されていないためだと推測することは理にかなっているだろう。

三つ目に、起業家的リーダーシップの発揮を促すことができない要因としては、アフリ

カの社会政治史上の背景によるものだと考えられる。植民地時代に製造業では主にアフリ

カ人以外の人々によって企業家精神が発揮されていた。アフリカ人の聞で、ビジネスリー

割問題は、企業が組織形態を変革した後、インフォーマルな状態から抜け出すのかどうかと

いうことである。インフォーマルな企業とフォーマルな企業が互いに同じ製品の生産を行

い、営業するということは知られているので、インフォーマルであるということは、取る

に足らない特徴なのかもしれない。
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ダーになるような人々は特定の社会集団に限られており、その理由としては、民族集団に

よって商業化の機会や、学校教育を受ける機会に差があったことが指摘できる。独立後、

ビジネスリーダーと比較すると不釣り合いなほどに、政治的指導者の社会的地位が上昇し

た。部分的には、経済のフォーマル部門への深い国家介入により(Bayart2009)、アフリカの

若者はビジネスを始めるよりも政治への参加にやりがいを見いだした。そのために、アフ

リカの製造業では、若年層にとってのロールモデルになるような人々をほとんど見つける

ことができない。

三つ目に、一般的にアフリカの教育制度は科学、技術及び数学の教育で弱さをかかえて

いる。そして、製造業にとって必要不可欠な技能も、学校で教えられることはない。従っ

て、多くの若者は、製造業のキャリアを積むための技術、知識、そしてモチベーションが

不十分な状態で学校を卒業する。

1990年代後期から始まったアフリカでの社会変革における輝かしい側面として、基礎教

育の継続的な拡大が挙げられる。万人のための教育 (EFA:Educa世onfor aIl)というイニシ

アチブのもと、学校、教窒、そして教師の数が増加した。これらの増加は、授業料の廃止

を伴い、アフリカでの初等教育就学者数の劇的な増加に貢献した。それにもかかわらず、

提供されている教育の質は問題を多く抱えている(Nishim旧宮岨dOgawa2008姐 dNishim山富

et a1. 2009)。就学者数が増加した一方、中退と長期欠席が繰り返し頻繁に起こっているため、

学校修了率は低いままにとどまっている。生徒の学業成績のレベルは、特に数学と理科に

関しては全く不十分である。基礎教育で科学、技術や数学を教えることが不十分なために、

実際に職場で働きながら、起業の機会を発見するために必要な、知識や技術の習得が非常

に限られることになっている。

6.3.2.リーダーシップ文化の変革

よく言われているように、リーダーシップは教えることができないものである。しかし、

たとえリーダーシップが外部の影響にかかわらず個人の内部から成長していくものである

としても、リーダーシップを刺激する(リーダーシップは潜在的に既に存在するものであ

るので、作り出すことはできない)ためのイニシアチプについて議論する価値はある。

第一に、製造業における起業家的リーダーシップは、人々が製品の生産方法や生産過程

についての知識を習得しており、また変革的な経済活動が支持されるような社会で発生し、

発展していくようである。

政治家、ジャーナリストや宗教的指導者は、製造業における起業家的なリーダーシップ

の重要性を支持することができ、若者のビジネスや製造技術の学習を促し、彼らによる企

業の設立や拡大を奨励するよう、関与していくことができる。援助機関は、小規模企業の

起業、事業拡大、フォーマル化など起業家的な経験についての成功と失敗の事例を記録し

て文書に残すことができる。特に重要な事例としては、若者による新規ビジネスがどのよ

うに敢行され、特定の会社の組織発展が成し遂げられたのかということである。起業家た

ち自身によるどのように企業を始めたかという物語はモチベーションや刺激につながる。

同様に、世界の異なる地域での起業的革新のための環境の違いを伝えるような物語は、ア

フリカの若者たちが彼ら自身が置かれた製造業の環境における固有のビジネス機会に気づ

く一助になる。起業家的なリーダーシップに関するメッセージは、ワークショップやマス
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メディアによって若者に伝えられれていくだろう。そして、起業家的な経験を共有するた

めのアフリカの若者向けのフォーラムの開催が考慮されてしかるべきだろう。

初等教育を修了し、あるいは中退した若者は、既成の学校教育を再び始めるには年を取

ってしまっており、彼らをエンパワーするために、その関心や習熟度に応じて、科学、技

術、数学に重点を置いた補習的なコースが提供されるべきだろう。

6.4 起業京的リーダーシップとモチペーションを構築するためのトレーニング

6.4.1.非経済的な要素

すでに述べたように、リーダーシップは教育を通して直接発揮されるようになるもので

はないかもしれない。ビジネスでの成功と、技術を学ぶモチベーションに関しても、大い

に同様のことが言えるだろう。しかしながら、巧みに設計されたプログラムを通して間接

的に促進することはできるかもしれない。鍵となる仮定は、人的資源の強化は、起業家的

なリーダーシップ並びに学習し、製造業やあらゆるビジネスで成功しようとする動機付け

と明らかに相関しているということである。この目的のため、三つの要素を含めた訓練プ

ログラムを提案する。

プログラムの一つ目の要素は、若者に製造プロセスの理解を促すための「学習モジュー

ル」である。できるだけ包括的に行うため、最終的にはどのように製造プロセスの操作を

上手く運営できるかを想像できるような立場に彼らを実際に就かせる。彼らがプロセスを

区分し、専業化と効率化を進めるための機会を作ることで、プロセスを再編成できるよう

になることが期待される。プログラムの三つ目の要素は、「実践あるいは見習いモジュール」

で、若者たちが自分たちだけで働き始める前に、習得した技術を応用したり、グレードア

ップさせることができる。三つ目の要素は、ビジネスリーダーを目指しているか、もしく

はビジネスリーダーとして選ばれた若者に対する「指導モジュール」である。経済的な報

酬を(必ずしも)伴わずに、他の労働者が技術を習得したり、企業に献身するようになる

ために動機付けする方法を実践する。この三つ目の要素は、起業家的なリーダーシップを

育成するための見習い制度で、訓練プログラムの最初の二つの要素が、それに進むための

必要条件である。三つの要素が必要条件である理由は、起業家的なリーダーは製造業を動

かしていく実際のプロセスを理解しなければならず、経営や、製造業を変える手腕が必要

だからである。この必要条件は普遍的なものではないかもしれないが、極めて少ない人員

で企業を操業し始めるアフリカの小規模・零細製造業の成長にとっては、ほぽ間違いなく

必要な要素である。

本節の焦点は経済的なインセンティブを伴わない動機付けである。なぜなら、中小の製

造業の雇い主は、企業への献身や技術の向上の動機付けになるような高額の能力給を従業

員に支払えることは非常に稀だからである。したがって、金銭的な報酬を伴わずに、労働

者に企業への愛着を持たせ、そして起業の機会を利用できるようになる技能を身につけさ

せるような努力が必要となる。労働者に動機づけをするアプローチは、伝統的な経済学で

は、不適切で非現実的だと見なされるかもしれないが、最近の研究では、経済的なインセ
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ンティプではなく自尊心に基づく「内発的動機付け」の重要性を直接認めている(Benabou

岨 dTirole 2003).35 

さらに、企業の所有者も、同じように動機づけされなければならない。すなわち、関係

者に比べて大きな余剰を求めずに働くことが必要である(Alchi血血dDems由 1972)。企業創

業時は、従業員の賃金と所有者の利益を犠牲にすることが将来的に高い賃金と大きな利益

につながるため、そのような犠牲が企業または会社の成長を手助けするという事実を認め

ることが重要である。ここでの仮定は、製造業企業の従業員が小さく短期的な経済的利益

を将来の質の高い雇用と引き換えにすることを教わったり、助けられたりすることが実際

に可能だというものである。そして、我々は非経済的な方法での動機付けを考察すること

の、更なる重要性を理解できるだろう。

我々は、失業中であるか、もしくは教育をほとんど受けていない若者(初等教育のみ修

了しているか、それより少ない者)を主な対象として、比較的資本節約型の製造業におい

て、動機づけを強化する訓練プログラムを導入することを提案する。プログラムを実行す

る際に、インストラクターは上で概説された三つのモジュールに基づき指導される。さら

に、訓練所で行うものと、企業の現場で行うものの両方のトレーニング・セッションが実

施される。

訓練計画を設計するためには、人聞は何によってゴールを追求するように動機付けさ

れるのかを理解しなければならない。 金井によると、動機づけの変化を左右する動機

とニーズは、一方では緊張感と欠乏感に由来し(cf.M田 low1998)、もう一方は希望と期

待に由来する(cfαa2007， Snyderl994， and McClelland 1987)。起業家は、危機感を発生さ

せることで部下に一生懸命に働くよう促し、緊張感が欠けている部下の緊張感を高める

ことができる。あるいは、リーダーは希望が欠如している者を激励することで、成功の

可能性を大きくするかもしれないロこれら二つの動機付けのシステムには、訓練プログ

ラムを作成する上での深い含蓄がある360

35B白abouとTiroleはさらに、経済的なインセンティブは短期的には弱い誘因であり、取

り上げてしまうとネガティブな誘因になりうると主張している(B釦abou阻 dTirole 2003: 

492)。非伝統的経済学の「内発的動機付け」の議論に関しては、さらにDeCbarms 1968と

Deci 1975を参照。

36 K血副(2009)。金井は、労働者の動機づけの説明を行う文献は主に4つのシリーズがある

と述べている。緊張感を高め、期待感を養うことに加え、望みをしみ込ませることに加え、

以下の通り他に2つの方法があると紹介している。一つ目の方法は、個々の労働者(もし

くはアントレプレナー)にモチベーションを保つための自分なりに実践に使用することが

できる持論があることを強調している。その持論は、ある人が外部の状況によってモチベ

ーションを左右されるのではなく、自分でモチベーションを管理しようとする場合、重要

になってくる(cf.A靭 risand Schon 197の。三つ目の方法では、人間関係の役割を強調してい

る。人は孤独では生きていけず、永久に一人で働いていくわけでもない。他者と共に仕事

を成し遂げることで、人間関係の構築を促す。もしある労働者が健全な緊張感を維持して、

一生懸命働くのなら、他の労働者はその勤務態度に影響をうけると考えられる(c王

Aldert1町1972)。会社が正しく設立された環境では、以上の三つのモチベーシヨンは非常に重
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6. 1. 1.緊張感をコントロールし期待感を養う:起業家の育成について

割り当てられた仕事をやり終えることができないとき、労働者はストレスを感じる経験

をするかもしれない仏ewin1945; T北aha.脳血.dK血ai2008)。そうした状況にあるとき、労働

者は、企業から予定通りに仕事を終えるよう圧力をかけられていると感じるかもしれない。

時々あるように、彼らの仕事の進み具合が、同僚の進み具合と比べてどれだけなのかを示

し、心理的な競争を促すことは、緊張をさらに大きくするかもしれない。緊張感のコント

ロールは、動機づけを促進するための訓練プログラムの重要な側面にならなければならな

b、。
また、われわれの訓練プログラムは、希望を注入するという目的を達成できるように進

められるべきだろう。これは二つの方法を用いて達成することができるだろう。まずーっ

目は、プログラムを受ける訓練生が新しい段階へ進歩するたびにインストラクターによっ

て褒められることで、訓練生の自信につながる。二つ目には、訓練プログラムの課程を修

了することは、訓練生がフォーマルな仕事に就ける可能性を増やし、企業での地位向上や、

自身で企業を設立するチャンスにつながる。

上記で述べた訓練プログラムでのユニークな試みは、将来起業家になる者自身をインス

トラクターとして養成することで、製造業企業での OJT(オン・ザ・ジョブトレーニング)を

通して、若い従業員を動機付けするためのノウハウを身につけるためのものである。既存

の会社だけではなく、製造業の組合・クラスター集団でも OJTに参加できるだろう。いず

れにせよ、組織の発展を目指している起業家的リーダーが選ばれることになる。 OJTにおい

ては、上記の3つのモジュールが柔軟に組み合わされ適用される。 OJTを通じて、将来起業

家として見込みがある者は、労働者としての技術水準向上だけでなく、組織の発展を通じ

た企業の成長などを達成していくための更なるリーダーシップについて学ぶことが期待さ

れている。 OJTでは、訓練のなかでリーダーとしての役割を果たす者に、後者の生産活動の

改善策についてアドバイスを行うアドバイザーを配置していくべきだろう。アドバイザー

とインストラクターが、起業の機会を実現できる可能性のある発明について、当該企業の

経営者の相談に応じることが考えられるだろう。

実施を試みる中で、司I練プログラムに参加するよう、アフリカの製造業企業を説得する

ことが難しいことが分かつてくるかもしれない。また参加の募集はできるだけ慎重に行わ

れなければならない。何よりも、企業が訓練プログラムに参加するメリットを見いだすこ

とができない場合もあり、また訓練プログラムによって熟練者が増加し、競争相手が増え

ることで、市場での地位が危険にさらされると感じる経営者がいるかもしれない。それで

もやはり、企業と起業家的なリーダーにとって、上記のような系統立てられた OJTを通じ

て手に入れたノウハウは有益なものであろう。経営者はそのノウハウを現場の日々の実践

に適用し、自らの従業員が企業・会社のため仕事に励み技術を改善していくよう動機付け

要かもしれない。しかし、これは通常の小規模・零細製造企業を擁護する論拠ではない。

訓練モジュールを設計する際には、訓練に簡単に生かすことができるような緊張感と期待

感を選びとるよう設計を行う。
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をすることができるようになろう。この訓練は、企業の発展と、最終的には企業のフォー

マル化の一助となることが期待される。

6.5. 結論

リーダーシップと動機づけは、アフリカの小規模製造企業の存続と成長にとって必要不

可欠なものである。アフリカ大陸の中小の製造企業は、彼らに有効なビジネス環境がない

インフォーマル部門で事業を行っているため、事業の失敗や停滞という大きな危険に直面

している。特に、インフォーマルな企業は、電気、産業用水、下水道や警察などの社会イ

ンフラが欠如している。さらに、圏内市場のシェアは、品質が不確かな安い輸入品との厳

しい競争にさらされている。技術をほとんど持たず、低賃金のため仕事に対する意欲が低

く、企業に留まろうとしない労働者の存在というのは、都市部のインフォーマルな仕事に

ついて早い時期に発見された特徴であるが、これがアフリカの製造業におけるインフラの

欠如と織烈な市場競争の問題をさらに深刻化させている例制 1973)。起業家的リーダーシッ

プの発揮を促し、経済的な報酬に訴えずに労働者の動機付けを目的とした訓練プログラム

は、アフリカのインフォーマルな製造企業を持続可能な成長の軌道に乗せることが期待さ

れている。訓練プログラムでは若い労働者への経営技能の指導に加え、製品の全ての製造

プロセスが理解できるようになるものでなければならない。さらに、リスクが伴うピジネ

ス環境では、起業家的なリーダーシップは企業の存続と拡大にとって不可欠である。サブ

サハラ・アフリカのように労働生産性の低さに伴い賃金が低い地域では、労働者の報酬以

外の動機付けが、起業家的なリーダーシップと同じくらい重要である。本章では、企業の

所有者と労働者の双方が、短期的な賃金と利益の一部を放棄し、そのかわり長期的には質

の高い仕事と将来的な会社の成長を目指すような動機付けの仕組みづくりができることを

示している。このように、起業家的なリーダーシップや動機づけは、その内在的で目に見

えない性質にもかかわらず、慎重に設計され実行された訓練プログラムを通して刺激し、

促進することができる。

動機づけを促進する訓練プログラムは、モティベーションの低さがもたらす市場で必要

とされる技術の欠如と消極的な勤務態度のために、職場で労働者として重要視されずにさ

らにモティベーションを低下させてしまうという「絶望の悪循環」を断つことを目的とし

ている。同様に、起業家的なリーダーシップを身につける訓練は、企業の経営者に、リス

クが伴うビ‘ジネス環境でも収益につながるビジネス機会を見出し、自分のものにできるよ

うな技能を身につけることで、企業を停滞状態から脱却させられるようにする。企業成長

のための目に見えない2つの決定要因 リーダーシップと動機づけ の促進は、アフリカ

経済のインフォーマルな製造企業の生産性を大幅に上昇させることができるだろう。
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第7章小規模農家の農業生産性向上

キムゼイ・サヴァドゴ(ワガドゥグ大学)

7.1.はじめに

農村において雇用を促進することは貧困撲滅に向けた最も効果的な支援になり得るため、

サブサハラ・アフリカ諸国においては開発政策の主要な関心事の一つである。 2008年の『世

界開発報告』によると、 2000年代前半には世界の貧困層のうち 75%もの人々が農村地域で

生活し、また農業で生計を立てている。そのため、世界の貧困を削減する唯一の方法は、

農村地域の貧困を大幅に削減するような行動に着手することである。農村の貧困を抑制す

る取り組みにはいくつかの要因がかかわってくる。それらのなかでも人口に関する要因、

特に人口増加が非常に重要である。また貧困それ自体も重要である。貧困層は、往々にし

て、貧困から脱出するのに十分な投資を行うことができない。 R回rdon阻 dV回世(1995)はこ

のような〔貧困から脱するのには]低すぎる投資のことを「投資の貧困」と呼んだ。この

ために農村の貧困層はどんなに投資したとしても貧困のループに陥ってしまうのである370

農村の貧困層が悪循環を断ち切るための一つの方法は、彼ら自身がもっている唯一の資産

を活用することである。それは投資の原資となる余剰所得を獲得するための自らの労働で

ある(時町田zizι2006;Kin白血dLoening， 2010)。しかしながら、このメカニズムによる貧

困からの脱出は、貧困層にとって労働市場がいかに有効に機能しているかに依存している

(第1章)ロ

アフリカの農村地域における雇用の創出には農家の経済(也efarm economy)の多様化が

必要である。 Barrett，Reardon and Webb (2001)によると、農家の経済の多様化は貧困から脱

出する一つの手段である。農家の人々は多様化するにつれて自ら雇用を作り出すか世帯外

の人々のために雇用を生み出す。多様化を促すような要因は 2種類ある。一つは「押し出

し要因J (p田，hfi配加国)、すなわち人々を農業生産から追いやるような要因であり、例えば

高いリスクや大きな取引費用などがある。また一つは「引き寄せ要因J (pul1 fi叫ω四)であ
り、人々を農業以外の部門へと引きつける。例として、穀物生産と畜産の聞を補完する経

済活動や都市部での雇用などがある。

Reardon and Vosti (1995)によると、農村世帯は5つの種類の資産に多様化することができ

る。それらはつまり、 (1)自然資源(水、生物多様性、土地など)、 ο)人的能力(教育、
健康、世帯規模など)、 σ)農家の内部資源 (on-fl町盟問so四国) (家畜、農地、農業用器具
など)、 (4)農家の外部資源 (of巴farmr，田ources)、そして、 (5)コミュニティ所有の資源(道

路、ダム、社会制度など)である。世界樹子は、世帯の主要な 3つの資産を土地、水、人

37 ReardonとVostiは農村の環境と家計の貧困とを結びつけるための枠組みを提供するため

に、「投資の貧困」の概念を提示した。
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的資本であるとしている (WorldBank， 2008)。これら資産は往々にして人口増加と環境劣

化、あるいはそのどちらかによって圧縮される。サプサハラ・アフリカ諸国は不幸にもこ

うした鍵となる資産がひどく不足している状況に直面しているのだ。 1人当り土地は狭隆か

っ減少傾向にあり、土地はひどく劣化し、水は濯瓶への投資が不十分なため確保できず、

健康状態や教育水準はひどく劣悪である (WorldB岨k，2008)。貧困ラインを下回り、かっ

これらの資産のいくつかが欠けているような世帯は貧困状態から決して抜け出すことがで

きないだろう。農村の経済全体がダイナミズムを失っているとき、貧困層が貧困状態から

抜け出す経路となる良質な労働雇用を生み出すことはできない。しかしながら、アフリカ

における雇用の促進は数ある制約のなかでも主要な課題である。本章では、サブサハラ・

アフリカ地域において、いかにして農村の雇用が促進されるかということを考察する。

世界においてサブサハラ・アフリカ地域は特に異質性に富んでいるため、この地域全体

の雇用問題を分析することはいくらか購踏を覚える。カメルーンなどの国では、農家は l

年に 4度の天水作物を享受することができるが、サヘル砂漠地帯やほかの乾燥・半乾燥地

域ではそのような好条件は存在しない。例えば、典型的な半乾燥気候の国であるプルキナ

ブアソでは、 3-4ヶ月間の雨季は年に 1度だけであり、これはつまり I年の 8-9ヶ月間、

農家は天水農業に関しては何もすることができない。そのため、多種多様な環境における

農業部門での雇用創出を分析するためには、いくつかの分類と仮定が必要になる。しかし、

アフリカ大陸には天然資源が豊富に、だがしかし、分散して賦存しているにもかかわらず、

アフリカ諸国の多くは貧困であり、また貧困層は農村地域に集中している。したがって、

貧困はアフリカ大陸全体の脅威であり、そのためにアフリカの雇用問題の大陸レベルの分

析は有意義なものである。アフリカ大陸の大きな区域にわたる不均質性を考慮するために、

データを地域単位で考察する。

農業分野の雇用を拡大することは考慮すべき重要な問題であるが、その唆昧な性質には

注意しなければならない。開発の進展に伴って農業部門が経済全体の雇用に貢献する程度

は低下すると考えられる。例えば、 Fields(1984)は、経済成長を遂げたアジアの3カ国(韓

国、シンガポール、台湾)では農業分野で雇用されている労働者の割合が低下してきてい

ると述べている。これらの国々では工業品輸出の成長が経済成長の陰の原動力であり、工

業部門の賃金は農業部門の賃金より顕著に高い。それゆえ、高い農業生産性によって雇用

を創出するという農業部門が担う役割を強化することは、一時的な過程として捉えるべき

である。その一時的な過程とは、農業労働者が高い生産性の都市非農業部門(そこでは工

業部門が存在している)へと移動を開始する点にサブサハラ・アフリカ地域を押し上げる

ような過程である。

本章ではまずアフリカ地域における農業の現状について概観し、小規模農家の低生産性

および農業部門での若年層の雇用に与える低生産性の影響について取り上げる。導入部分

に続いて本章の以下の節では、概念的枠組みを構築するが、その枠組みを用いることで農

業の生産性と農業部門の雇用の関連性を理解することができるだろう。小規模農業におい

て若者の雇用機会を創出するために取り組むべき課題として、以下のことが取り上げられ

また含まれている。すなわち、非効率あるいは不公平な土地所有構造、土壌流出、人口過

剰、農村のインフラ不足、高品質投入財(肥料や品種)へのアクセスが不十分であること、

市場や信用へのアクセスが限定されていることである。次に、雇用創出部門としての小規
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模農業の改革の可能性を検討する。最後に、アフリカにおいて小規模農業が直面する雇用

創出という課題にいかに取り組むべきかについて提言を行なう。

7.2.鹿材の雇用を国民経済に結びつける

ここでの農村雇用とは農村に居住する人々の農村地域での雇用を意味する。しかし、都

市部への出稼ぎによる雇用はこの定義から除外しない。この定義は雇用主導の農村開発に

焦点を当てており、そこでは農村内外の様々な要因が、農村経済が農村住民の雇用を創出

する能力に寄与する。

分析を簡単にするために 2つのタイプの出稼ぎ労働を定義する。タイプAの出稼ぎ労働

者は、当初の農村の状況において利用可能なあらゆる機会を利用した後、他の場所でより

良い機会を求める。タイプ Bの出稼ぎ労働者は、限界的な農村住民であり、別の環境で何

らかの活動に従事するために生産性の低い経済活動を放棄する。移動先の都市部では出稼

ぎ労働者を吸収する雇用が用意されているといったルイスの想定を除けば、タイプ Bはル

イス型の出稼ぎ労働者である (L何 is，1954)。どちらの移住も農村経済にとって流出だと考

えることができるが、タイプ Aの場合、生産性の高い個人が農村から退出することによっ

て、農村では他の人々が所得の梯子を登れるような機会が増える。さらに、タイプ A から

の移動後の送金は農村経済の助けとなる。タイプ B の出稼ぎ労働者の流出は経済全体にと

って好ましくない。なぜなら、転出地においては何ら好ましい変化をもたらすことなく、

転出先では失業を増加させるからである。この場合、移住は農村経済にとって流出である。

この流出がもし農村地域の雇用機会の枯渇によってもたらされたのであれば、それは有益

であろう。このタイプ Bの労働移動はブルキナファソにおいては観察されていないロブル

キナファソでは裕福で進取的な農民がもとの入植地から商業的活動の機会がある新しい都

市の入植地へと移動した (McMillan，N ana and Savadogo， 1993) 38。

多くの場合、農村地域で生み出された雇用というのはその性質上インフォーマルになり

やすい。労働経済学の理論家たちにとって、インフォーマルの雇用はフォーマルな雇用の

対極に位置するものだが、どちらかが他方より優れているというわけではない。 Kuc悶

(2008)は、 「自発的な非公式部門への就業仮説」が示唆するように、労働者のなかにはフ

ォーマルではなくインフォーマルな職を選択する者もいるだろうと主張している。この意

味では、雇用がフォーマルである、あるいはインフォーマルであることと貧困であること

との直接的な関係はない。インフォーマル部門の労働者はフォーマル部門の労働者よりも

恵まれているかも知れないし、またそうでないかも知れない。したがって、農業の雇用に

ついての議論では、経済活動がフォーマルかインフォーマルかに注意する必要はない。労

働の対価が賃金であるかどうか、あるいはフォーマルかインフォーマルかといったことに

かかわらず、どんな所得稼得活動も本章での雇用の定義に当てはまる。本章はインブォー

38この研究の中で筆者たちは、政府に支援された入植地において、成功した農民たちが彼

らの土地や政府から与えられた土地を残し、ダムが建設された新たな地域へと移動したこ

とを明らかにした。このダムは近隣の小さな街の都市化を促し、農業地域のとなりで新し

い、重要な商業機会を作り出した。
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マル雇用をフォーマル雇用に対して劣ったものとして扱っている初期の文献(Lewis，1954; 

Fie1ds， 1975) と立場を異にする。

マクロ規模での雇用の創出には(非農業所得に比べて農業所得の増加をもたらす)農業

の集約化と(農業所得に対して非農業所得を相対的に増加させる)より広い農業の多様化

を促進するような政策の支援が必要であろう。農村地域で雇用創出のための機会を作り出

すためには、農村経済の 2つの重要な柱、すなわち農業と非農業部門に影響を与えるよう

な政策が立案されなければならない。本章では、 D町con(2009)で言われている「単純化さ

れた前提」は用いない。それは、農業が大部分の人々を雇用する部門であることから、農

業部門が貧困削減の努力の基礎でなければならない、という一般的な考え方である。ここ

では雇用が農業生産性を向上させる効果を明らかにすると同時に、非農業部門における就

業機会も検討する。 Nduluand 0血聞 (2008)において仮定されているように、アフリカ地域

の各国は3つのグ/いープに分類することができる。すなわち、(1)資源豊富国(石油、鉱物)、

(2)沿岸国・立地の良い園、 (3)内陸国・資源の乏しい国である。これら 3つのグループは

それぞれ異なる雇用機会と課題に直面しているが、このことは雇用政策を立案する際に考

慮しなければならない。

アフリカの農村地域の雇用促進のためには農村経済の農業・非農業部門聞のシナジーを

利用しなければならない、ということは強調に値する。 S旬rt(2001)によれば、非農業生産

部門は幾分か農業部門と連関している。スタートや他の農業・非農業連関信奉者たち(例

えば、 Haggb1ade，H田ell阻 dBrown， 1989)によれば、この2つの部門の連関は直接的かつ間

接的である。直接的な部門間の連聞は生産および消費そのものである。前方連関によって

小規模農業は農業産品の加工、包装、輸送、販売や、あるいは農業品貯蔵庫や市場流通施

設の建設と結び付く。こうした前方連聞は農家や農村世帯企業の生産量を増加させるロ後

方連関は小規模農業の生産と農業用器具やその他の投入財の供給との結びつきを含んでい

る。

上で述べた直接的な連関は小規模農業開発においてしばしば最も重要とされているが、

間接的な連関もまた存在している。例えば、農村経済の資本化をもたらすような農村地域

での投資(Re町don，Crawford and Kelly， 1994)、農業生産性の向上に役立つ非農業部門にお

ける人的資本の形成 (Timm民 1995)、生存費用を低く抑えることによって多くの部門の成

長に寄与するパートタイム自給農業 (H副， 1998)、他部門の成長に貢献するインフラ(電

力、水道、輸送、通信インフラ)への投資、そして、他の部門の成長を促進するようなあ

る部門の市場やビジネスのネットワークへのサポートであるロ

農村地域において部門聞の連闘が成長を促進すれば、それはほとんどの場合において労

働力需要を増加させ、それゆえ村全体の雇用を増加させることになる。 S旬rt(2001)では、

必ずしも小規模農業に携わるすべての人々がビジネスを行なう能力を持ち合わせているわ

けではないため、零細企業は若年層の失業への万能薬ではないと述べられている。

多様化の研究において、資産・経済活動・所得の 3つの用語は頻繁に用いられる。資産

は蓄積することができ、また財産の総体、所得の源である。経済活動は労働というサービ

スの供給であり、所得は資産から生じたものである。農村という環境において資産の顕著

な特徴はそれが柔軟性に欠けているということである。重量は農地を耕すことにしか使えな

い。資産が固定的であることは資産からの収益が大きく変動する要因であり、投資や雇用
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を創出する能力に負の影響をもたらすかも知れない。農家レベルの雇用についてE確に議

論するために、重要な用語に関してB師団tet乱 ο001)による定義を用いる。

農村経済の多様化に関する研究では、農村の人々が自らの資産を投資する経済活動や部

門の違いを区別するために「農場外の (off-farm) J、 「非農業(活動)の (non-fi町田)J、

「非農業の (non-agricu1飢ra1)J、 「非伝統的な (non-回 ditiona1)Jといった用語がたびた

び用いられてきた。表7.1ではこれらの用語によってアフリカの農村経済における部門、所

得、経済活動を分類している。

表7.1から分かるように、雇用が生まれる要因としては農場における労働への需要、雇用

労働者への需要、あるいは、生産性向上や農業取引の増加がある (S岨 dreyet al. 2011)。ま

た、部門で生じたショックもその要因である (Bigstenand Tengstam， 2011)。

表7.1 農村における産業部門左所得の分類

賃金労働 自営業

部門 在村 出稼ぎ 在村 出稼ぎ

(1) (2) (3) (4) (5) 

第一次産業

農業 在村農業労働 出稼ぎ農業労働 在村自作農所 出稼ぎ自営農業

所得 所得 f号 所得

鉱業およびその他 在村労働所得 出稼ぎ労働所得 在村自営鉱業 出稼ぎ自営鉱業

採取業 所得 所得

第一次産業

工業 在村労働所得 出稼ぎ労働所得 在村自営工業 出稼ぎ自営工業

所得 所得

第二次産業

サービス業 在村労働所得 出稼ぎ労働所得 在村自営商業 出稼ぎ自営家内

所得 業

出所:B四 ett，Reardon a且dWebb (2001)の表lより改編。

注:最左列は農村経済の主要な部門を挙げているロ第2列および第3列は部門ごとに農村で

のあるいは出稼ぎによる賃金労働を記した。同様に、第4列、第5列は自営業とその所得

を示している。

7.3アフリカ鹿業の概観

多くのアフリカ諸国では、都市人口の需要を満たすため農業政策は農家に対して課税を

行なっている。アフリカ農業開発包括プログラム (CAADP)が近年アフリカで新しくなっ

た農業政策の後ろ盾となるまでは、アフリカの農業は政府やドナーから最も軽視されてき

た部門だった。農業は直接的・間接的に課税されており、マクロ経済政策は歪曲したもの

だった。直接課税によって農業産品価格が 12%低下したことに加えて、自国通貨の過大評

価と産業保護による間接的な課税はさらに価格の 24%の低下をもたらした (WorldBank， 
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2008)。逆説的だが、経済的に豊かな工業国は概して農家に補助金を与えているのに、世

界の最貧困国は農業部門に最も課税しているのである。

1980年代および90年代の政策改革はマクロ経済調整と部門聞にわたる資源配分の改善を

含むものだ、った。これらの政策によってアフリカ農業に対する課税が減少した (WorldBank， 

2008)。アフリカは GDPおよび農業生産について独立以来初めての安定成長を記録した(表

7.0 0 2003年、マプトにおいてアフリカ各国首脳は、農業を開発プロセスの先頭とするこ
とを明言した CAADPを採択した。いまやCAADPはサブ、サハラ・アフリカ諸国において農

業政策を立案する際の参照となる枠組みである。 CAADPの重要な原則は、メンバー各国が

予算の 10%を農業分野に振り分けること、農業部門が毎年6%の実現すること、そして貧困

削減のために努力することである。マクロ経済改革が成長への道を開いた後、 CAADPはそ

の仕組みを各国の農業開発行動計画に反映させた。表 7.1を見ると、過去 20年以上にわた

ってアフリカでは農業部門のパフォーマンスがプラスに成長してきていることが分かる。

ただし、 2008年の金融危機など国際情勢のために時々若干の成長の停滞が見られる。

サプサハラ・アフリカ地域の GDPおよび農業部門の成長 (1980ー2011年)図7.1

Figure 1-GDP and agricultural growth in Sub-Saharan 

Africa， 1980-2011 
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出所:FAOSTAT (2013) 

農業生産の長期的な発展に関する気がかりな面の一つはその不安定性である。集計値で

あっても農業生産の成長には不安定な傾向が見られる(表 7.1)。綿花生産の指標が最も不

安定であり、メイズがそれに続いている(表7.2)。南部アフリカ地域の綿花生産の指標を
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見てみると、1970年代から90年代にかけてその利益が非常に大きいことは明らかであるが、

その後2006年から 2010年までの5年間で急激に低下している。

表 7.2 アフリカ地域の農業生産 (1971-75年=100)

年 キャyサパ 綿花 メイズ 水稲

アフリカ全体

1971-1975 100 100 100 100 

1976-1980 113.1 89.3 111.1 108.7 

1981-1985 127.7 92.9 112.7 120.0 

1986-1990 151.1 104.1 148.2 151.0 

1991-1995 194.9 99.4 151.6 188.8 

1996-2000 213.4 124.0 175.0 219.7 

2001-2005 246.9 139.8 188.7 243.6 

2006-2010 287.3 110.4 231.1 309.4 

東アフリカ

1971-1975 100 100 100 100 

1976-1980 114.0 76.5 116.9 107.4 

1981-1985 142.1 76.7 119.5 109.8 

1986-1990 149.3 89.5 146.9 133.4 

1991-1995 141.3 78.3 132.3 138.6 

1996-2000 161.5 105.9 166.5 155.6 

2001-2005 188.5 121.7 178.8 184.6 

2006-2010 207.7 129.8 232.8 266.4 

中部アフリカ

1971-1975 100 100 100 100 

1976-1980 109.1 82.0 97.7 114.9 

1981-1985 126.1 90.6 100.6 134.5 

1986-1990 147.4 102.6 114.4 165.9 

1991-1995 161.3 110.8 141.4 185.3 

1996-2000 156.4 149.8 177.8 182.5 

2001-2005 173.5 134.8 201.2 181.5 

2006-2010 210.0 93.4 260.0 207.5 
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表 7.1(続き)

キャッサパ 綿花 メイズ 水稲

南部アフリカ

1971-1975 100.0 100.0 100.0 

1976-1980 166.7 110.3 102.6 

1981-1985 148.9 96.9 69.2 

1986-1990 231.2 107.8 76.9 

1991-1995 103.5 94.0 51.3 

1996-2000 150.4 111.7 35.9 

2001-2005 94.3 114.4 43.6 

2006-2010 41.1 120.4 38.5 

西アフリカ

1971-1975 100 100 100 100 

1976-1980 116.6 141.3 91.8 118.9 

1981-1985 116.8 167.5 133.5 151.5 

1986-1990 157.7 320.5 328.2 210.6 

1991-1995 279.8 434.3 430.2 253.9 

1996-2000 321.6 631.0 408.2 285.9 

2001-2005 378.5 717.8 463.4 303.8 

2006-2010 442.2 526.3 623.9 417.3 

出所・Computed企0血 FAOSTAT(2013) 

7.4.小規模鹿業における雇用の可能性

ここでの小規模農家とは農地面積が 2へクタール未満の農家のことをいう。これは唯一

の妥当な定義というわけではなく、総生産高や農家が利用した肥料の量などによっても定

義される。工業国を除くと、世界中のほとんどの地域において小規模農家は農家の大部分

を占めている。アジアやアフリカ、また旧東ヨーロッパ諸国では小規模農業が多数である。

アジアでは土地改革が農業分野で雇用を創出するための一つの重要な政策とされてきた。

アジアにおける土地改革の重要な意味は小規模農場を作り出すことであり、このことは、

表7.3で示されているアジア諸国の多数の小規模農家は政治的に形成された、ということを

示唆している。信用市場が不完全であり農家が金貸し業者によって搾取されていたため、

政府は農業金融が利用しやすくなるために支援を行なった。グラミン銀行は貧困層向けに

設立された小規模金融機関の一例である。 1990年代、アジアの農業が労働集約的であるな

か、農家たちが工業部門の工場労働に引き寄せられたため、政府は、農業生産の環境に適

切な農機具へのアクセスを促進するために支援した (F血血dChan-K田 .g，2005)。政府は他

にも農村や濯瓶設備に対する巨額の投資などを行なった。また、農家の人的資本を向上さ

せるための健康や教育設備に対する投資も行なった。農村人口の質の向上は、その後のア

ジアの農業で見られた、生産性上昇による大きな利益となって現れた。
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表7.3 小規模農場の規模上位5カ国(アフリカとその他地域の比較)

2ヘクタール未 2ヘクタール未満の

調査年 満の農地数 農地の割合(%)

アジア

中国 1997 189394000 98 

インド 1995-96 92822000 80 

インドネシア 1993 17268123 88 

バングラデシュ 1996 16991032 96 

ベトナム 2001 9690506 95 

アフリカ

エチオピア 2001-02 9374455 87 

ナイジエリア 2000 6252235 74 

コンゴ民主共和国 1990 4351000 97 

タンザニア 1994-95 2904241 75 

エジプト 1990 2616991 90 

南北アメリカ

メキシコ 1991 2174931 49 

-̂.;レ』ー 1994 1004668 58 

ブラジル 1996 983330 21 

エクアドル 1999-2000 366058 43 

ベネズエラ 1996-97 113421 23 

ヨーロッパ

ロシア* 2002 16000000 98 

ウクライナ 2003 6214800 99 

ルーマニア 1998 2279297 58 

ブルガリア 1998 1691696 95 

ポーランド 2002 1494100 51 

出所 OksanaNagayets， 2005 

• 1ヘクタール未満の農地のデータを用いている。

農業投入財やインフラにかかわるアジアの改革はアフリカに重要な教司11を与えてくれる。

アジアで行なわれた改草の体系は、農業生産性向上や平等な雇用創出のためには農地への

投入財や農業用インフラへの相補的な投資ノfッケージがアフリカには必要である、という

ことを示唆してくれる。非農業部門からの所得は農業開発プログラムの資金として用いる

ことができる (Savadogo，Reardon， and Pieto1a， 1994)。サプサハラ・アフリカの小規模農業

には需要・供給サイド双方の機会が存在しているロ

アフリカの農業部門は、食料、飼料、工業、そして燃料のために、世界やアフリカ地域

で拡大する農作物需要に直面している。食肉需要の増加に直面しているアフリカ農業の将

来の行末がきっとこうなるだろうと予測している興味深い研究があるが、そのなかで筆者

らは次のように述べている (De1gado，Rosegr四 t，S旬infe1d，Ehui and Co田hois，2001)。
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「現在、世界中の農業で起こっている革命は、人間の健康、生活、そして環境に重

大な影響をもっている。発展途上国の人口増加、都市化、そして所得の増大は動物

性食料への膨大な需要増加をもたらしている。こうした数十億人の人々の食習慣の

変化によって、農村の多くの貧困層の生活水準は大幅に改善されることだろう。」

アジアやラテンアメリカで起こった供給側主導の緑の革命に対して、アフリカの畜産革

命は需要側主導だろう。 Delgadoらは、発展途上国の食肉消費量が、先進諸国の 1970年代

から 90年代の期間の消費量の3倍にまで増加した、と述べている。また彼らは、そのほと

んどが小規模農家の生産した穀物を原料とする飼料への需要が急増すると予測している。

新興工業国において食肉需要が大幅に増加するという見通しを考慮するならば、 1993年か

ら2020年までの聞に家畜用飼料として世界全体でさらに2億 9，200万トンの穀物が供給さ

れる必要がある、と予想されている。投資が適切に行なわれるならば、アフリカの畜産部

門と穀物部門は、予測される世界の食肉需要の増大によって大きな利益を得ることができ

るだろう。

サプサハラ・アフリカには未だに開拓されていない耕作適地が存在している。サブサハ

ラ・アフリカ諸国の全耕作適地 10億ヘクタールのうち、 8億へクタールが耕作されておら

ず、この未耕作地はより一層の農業開発をもたらす非常に大きな可能性を有している。特

に耕作する土地がもはや残っていない南アジア(Livingstonet a1.， 2011)など他の地域と比

較すると、サブサハラ・アフリカは土地豊富地域である。このことは濯瓶が可能な土地に

ついても当てはまる。サプサハラ・アフリカに存在する濯翫に適して土地のうち、実際に

濯翫されているのは3%に満たないと推計されている。これはアジアの 36%、ラテンアメリ

カの 11%と比べるとかなり対照的である (FAO，2005; cited in Livingston et a1.， 2010。新た

に土地を開墾することに加えて、新品種、肥料、農場の機械化を通じて小規模農業は生産

量の大幅な拡大のためにより一層強化することができる。

さらに、アフリカにおいて農業の科学技術を小規模農業に導入するためには農業普及シ

ステムの新しい仕組みが必要である。いまのところアフリカ人農家は孤立しており、農業

科学者もまた同様である。特に、大学の試験場は小規模農家のニーズとめったに結び付い

ていない。必要なことは政府が新たな組織構造を構築することである。その組織構造によ

って、適切な仕組みを通じて農家と持続的な関係を構築するという条件の下、大学や国立

の農業研究所を拠点とする農業科学者たちに公的資金が供給される。多くのアフリカ諸国

において、農民組織は機能しており、長い間不可能だった方法によって科学者を農家と結

びつけることができるだろう。こうした結びつきは地方、困、地方レベルにおいて構築す

ることができるだろう。
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第8章市場へのアクセス、技術の採用、農村開発

松本朋哉(政策研究大学院大学)

8. 1はじめに

サプサハラ・アフリカの人びとの半数が貧困ライン(1.25購買力平価ドル)以下の生活

を送り、 3分の2が農村地域に暮らしている。農村居住者のほとんどが小規模農業によって

その生計を立てている。土地は農業生産にとって最も重要な投入要素であるが、人口が少

なかったアフリカ大陸はかつて土地資源に恵まれていた。最近まで人びとは森林伐採や未

開地の開拓によって耕地を拡大し、農業生産を増加させてきた。しかしながら急速な人口

増加と限りある未開拓地のため、土地は希少資源となっている (Otsukaand Place， 2001)。

その結呆、アフリカの一部地域では土地生産性の促進が農業生産を押し上げる唯一の方法

となった。 それにもかかわらず土地生産性は数十年間低いままであり、その大部分は高収

量品種や化学肥料、改良された農法や新しい高価値作物を含む集約農業のための技術の採

用ないし応用が進まないことに原因がある。

農業の低生産性と土地の希少性は農村地域だけの問題ではなく、都市に対しても農村貧

困者の都市のスラムへの移住を通じて大きな負の効果をもたらす。サブサハラ・アフリカ

の大都市の多くでは工業部門の労働力吸収ではなく専ら農村の貧困を原因として、農村の

貧困層の大規模な流入が発生している。低生産性と土地の希少性による農村の貧困の厳し

さが農村の貧しい人びとを都市へと押し出しているのである。したがって、アフリカの人

びとの厚生向上のために農業生産性を向上させる必要がある。

1960年代後半、新技術(あるいは新品種)導入そのものと呼べる緑の草命によりアジア

で農業生産性が上昇したように、技術採択は農業生産性を大幅に増進させる鍵である

但ayann岨 dRu陶且， 1985， Otsuka and Runge， 2011)。技術の導入率が低い現状からすれば、サ

プサハラ・アフリカの小規模農家が新技術採択によって生産性を持続的に上昇させるには

十分な余地がある。しかしながら農民たちに生産性を向上させる技術の使用を奨励するた

めの大規模な公的介入の存在にもかかわらず、その導入率は低く不完全なままである。こ

うして、アフリカの農業生産性は数十年ものあいだ停滞しているのである。

不十分なインフラは技術採択による利益を損なわせる。高い輸送や取引コストによる低

収益性は、生産性上昇が見込める農業技術の普及がアフリカで進まない主要な理由である。

アフリカにおける最も重要な変化のひとつは携帯電話ネットワークの発展である。例えば、

筆者らが実施した農村家計を対象としたパネル調査によれば、 2004年にケニアの農村地域

において携帯電話を少なくとも lつ保有している農民は 13%であったのに対して、 2012年

には 93%にものぼった。もうひとつの著しい変化は道路網において起こっている。道路網

はほとんどのサブサハラ・アフリカ諸国において未だにとても乏しいが、いくつかの国で

は着実に状況が改善している。ケニアのGISロードマップデータによると、加例年から 2012
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年までの聞に調査対象村のコミュニティセンターから一番近い大きな町への自動車での移

動時聞は平均で20%も減少した。アフリカ全体としては、その動きは遅いように見えるが、

内部では重大な変化が起こっているのである。

いくつかの実証研究によると、近年の輸送や通信のためのインフラの整備に反応して必

需品や投入要素の市場の統合が進み、市場開の価格の散らばりが広範囲で低下している

(Aker， 2010)。他の研究(e.g.Muto and Yamano， 2009)では、特に急激なインフラの変化を経た

地域において農民たちは改善した市場状況に対し、より多い化学肥料の投入や高収量技術

の導入、高価値作物の選択という形で応じていることが分かつているロ これらの研究は、

輸送や通信インフラの開発に伴って小規模農家の生産性や収益性が改善する大きな可能性

を示唆している。

基礎的なインフラは経済発展にとって必要条件である。道路網を充実させることとその

質の向上は交通コストを減少させる。携帯電話ネットワークは、仲買人や農家の情報への

アクセスを改善する。輸送コストや取引コストの減少はビジネスの機会を増やし、民間部

門の経済行動を促進させる。集約農業を行う際の生産要素にかかるコストは交通網の発達

によって低下する。農家は市場の情報へのアクセスを得ることで、自己の生産物の販路を

増やすことができる。また高価値の生産物を売るための市場を見つけることが容易になる。

いくつかの農業地帯ではすでに高収量品種や化学肥料、園芸作物、改良された酪農用家畜、

土壌保全のための習慣、小規模の潜概施設、温室が導入されている。

本章では農業政策の変更についてのインプリケーションを考えるため、アフリカが大き

く変化した時期のサブサハラ・アフリカ諸国に関する実証研究を概観する。農産物市場と

技術採択および交通網と同様に携帯電話網を含むインフラに関する実証ミクロ経済学の研

究を再見する。また、東アフリカ 3カ国(ケニア、ウガンダ、エチオヒ。ア)の2000を超え

る家許を2003年から追跡する RePEATの家計パネル調査プロジェクトから明らかになった

ことについても考察を加える390

効果的な政策を立案するため、最近の特にミクロ指向にある実証研究は因呆関係のイン

パクトを測定することにとりわけ関心を寄せている。因呆関係によっておよぼされる効果

を測るために、 2000年代初頭よりランダム化比較試験侭口)の手法が多く用いられてきた。

パナジーとデュフロの『貧乏人の経済学:もういちど貧困問題を根っこから考える』“P∞r
Economics" (2011年)やカーランの『善意で貧困はなくせるのか?ー貧乏人の行動経済学』

“MoreTh皿G∞dIn旬:ntions"(2011年)はこの手法を一般の読者に紹介している。 RCTを用
いるおもな利点はその因果関係のインパクトを特定する力にあるべこの手法が適切に採用

されている限り、開発プログラムのインパクトを正確に測定することができる。

また、サンプルの個別的な要因が注目する結果に与える影響を除外するため、複数時点

39 RePEATは貧困、環境および農業技術に関する調査(R同国民:hon Pover勿.，Environm.四t，阻d

Agricul同ra1Technology)の略称であり、同時に長期データを得るために同一家計を追跡調査

していることを表している。表9.1は国ごとに実施されたRePEATの調査プロジェクトの歴史

を示している。

柑開発研究分野においてRCTの因果関係を特定する効果については議論および批判がある

(e.g. AnguS Deaton， 2012)。



市場へのアクセス、技術の採用、農村開発 1205

に関して同一のサンプルを追跡する長期的なデータを用いて因呆関係の効果を測定する方

法も採用されてきた。 RePEAT調査プロジェクトもそのひとつであり小規模農家の長期デー

タの分析を通じて東アフリカの国々の貧困削減のための要素を特定することをねらいとし

ている4[0RCTや長期調査のデータは小規模農家のパフオ}マンスについて以前よりも強力

な根拠を提供することができる。そこで、これらのアプローチを用いる研究を概観し効果

的な政策策定のためのインプリケーションについて議論する。

表8.1 GRIPS RePEATプロジェクト

サンプルサイズ 調査地域

国 年 共同調査機関 コミュ

エティ 家計

ウガンダ 2003 マケレレ大学 94 940 
イースタン，セントラノレ，

ウエスタン

2005 マケレレ大学 94 894 
イースタン，セントラノレ，

ウエスタン

マケレレ大学
909 イースタン，セントラノレ，

2009 94 
(+460)事 ワエスタン

2013 マケレレ大学 94 866 
イースタン，セントラノレ，

ワエスタン

ICRAFおよび
イースタン，セントラJレ，

ケニア 2004 
テグメオ研究所

99 899 リフトバレー，ニャンザ，

ウエスタン

2007 テゲメオ研究所 76 773 
セントラル，リフトバレー，

ニャンザ，ウエスタン

2009 テゲメオ研究所 35 295 リフトバレー，ニャンザ

イースタン，セントラノレ，

2012 テゲメオ研究所 99 837 リフトバレー，ニヤンザ，

ウエスタン

エチオピア 2004 ILRI 100 420 アムハラ，オロミア，SNNP

2007 Eτ'PSA 42 408 アムハラ，オロミア，SNNP

-本来のターゲットである 909家計にくわえ、近隣460家計へのインタピュー調査が実施された。

8.2.輸送用インフラ:道路網

一般的にアフリカの農村では、雨季に道路を通行することができず、路面のくぼみは作

物および車輔を傷めてしまう。農村における輸送コストが非常に高いことは容易に理解で

4[調査プロジェクトの詳細は、 http://www3.grips.即 .jp/-g1oba1coe/jl血dex.h回 1を参照。
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きる。市場へのアクセスの悪さは生産要素価格を高め、実質的な生産物価格を低下させて

しまう。このように、不十分な道路は生産性を高める投入要素を購入する意欲や腐りやす

いが高価値な作物を生産する意欲、そして市場経済に参入する意欲を減退させてしまうの

である420

農村の道路状況が改善すれば逆のことが起こるだろうか?輸送コストが低下すれば、農

民たちの市場へのアクセスを改善し、農民たちは農業のための生産要素をより安価で購入

し、生産物をより望ましい価格で売るであろうと予想される。意外なことに、アフリカに

おいて農村の道路インフラの改善が家計レベルの収益に与える影響について調べた公式な

研究成果は乏しい(Stife1岨 dM也t阻， 2008)。とりわけサプサハラ・アフリカ諸国においてこ

の問題について家計レベルで行われた研究は少ない。その理由のひとつは必要なデータを

収集することが困難であることだ。特に道路のデータを組み合わせた家計データが少なく

とも2時点で必要になる。

Matsumoto阻 dKiprono (2013)は、ケニアの RePEAT家計データに、 2∞4年から 2012年ま
での各時点においてターゲットとするサンプルの位置情報をカバーする GISマップを組み

合わせたデータを使用し、農村の道路状況改善の経済的効果について実証している。道路

の質は 2つの行程時間を変数として測定した。それは最も近い市場ならびに主要な町まで

の行程時間であり、いずれも GISロードマップをもとにした。ケニアの GISロードマップ

のデータによれば、調査の対象となった 94村それぞれのコミュニティセンターから最も近

い主要な町へ自動車で移動する際の行程時聞が 2004年から平均で20%減少した。また 2004

年から 2012年にかけて家計の行程時間も短縮したことが明らかになった。さらにメイズの

品種におけるハイブリッド種の割合は増加し、生乳の売上も増えた。この研究によってよ

り良い道路へのアクセスが農家の高収量品種や高価値作物の選択を促すことが確認されたロ

加えて、 2004年から 2012年までの聞の行程時間の短縮は都市から離れた場所で著しく、そ

れらの地域でのハイブリッド品種導入と酪農生産の増加の程度が他地域より高かったこと

がわかる。

アジアを対象とした同様の研究からも、道路が農村の住民に大きな正の影響を与えるこ

とが明らかとされている。例えば、Khandkeret al. (2006)は同様の手法でバングラデシュ開

発研究所(BIDS: Bang1adesh Institute of Deve10pment Studies)が収集した家計レベルのパネル

データを分析している。同研究は、道路補修への投資が農業の高生産性や高い賃金水準、

生産要素と輸送にかかるコストの低下、そして高い生産物価格につながり、大幅な貧困削

減を実現することを明らかにした。さらに同研究はこれらの便益が貧困層にもたらされる

ことも示している。ベトナムの農村に関して道路の補修が市場や制度的発展に与える効果

について評価を行った Muandvande帆 lle(2011)も同様の結論に至っている。これらの結呆

から、地方の市場発展に対する不均一なインパクトと初期の市場の低開発により、コミュ

ニティへの便益が乏しいことがわかる。

インフラの不足は、例えば農村地域をまわって農家から買った農産物を行商人に転売し

たり、高価格に設定して街で販売したりするような仲介者の市場におけるカを強める。農

家が生産物の販売や市場情報の取得に関して代替的な手段を持たない場合、仲介者は農家

42 de Janvry et al. (1991)， Goetz (1992)， Jayne (1994)， 
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から最大限のレントを引き出す。くわえて交通インフラの改善は地域の市場を統合し農産

物価格の不安定性を弱めるはたらきがある。保険市場や信用市場が欠如した状況では、価

格の変動リスクは農家の技術採択を妨げてしまう。しかしながら、この問題について実証

研究による裏付けは弱い。

8.3.通信インフラ:携帯電話ネットワーク

サブサハラ・アフリカの携帯電話利用者数は 2000年から 2012年までの聞に、 1600万人

から 2億 900万人へと増加している。この数は地域全体の人口(4億 7500万人)の 44%にも

およんでいる430 ほとんどの村において電気が通っていない農村地域でさえ、携帯電話の普

及は急速に進んでいる。 RePEATのデータによれば、 2004年のケニアにおいて農民全体の

うち携帯電話を 1つ以上保有していた人の割合は 13%である一方で、 2012年では 93%にの

ぼった。ワガンダでは 2003年には 4%の農民が携帯電話を保有していたのに対し、 2009年

には農民の 54%が保有するようになった。急速な携帯電話の普及はこの技術が高い便益に

関係していることの証明である。携帯電話により市場や他の技術に関する情報へのアクセ

スが容易となる。携帯電話を基盤としたサーピス、特にモパイルマネーはアフリカの人び

との暮らしを改善しうる非常に大きな可能性を持っているぺ

道路網と携帯電話ネットワークには携帯電話を通じて得られた情報が輸送の効率性を向

上させるという意味において相乗効果を持つことも強調しておくべきであろう。仲買人や、

農民でさえも実際に訪れる前に複数の市場から情報を収集することができる。過去のよう

に携帯電話ネットワークが限られていたときに比べ、今日の携帯電話の普及状況において

農村とさまざまな場所を物理的に結ぶような道路を舗装・補修が農業生産におよぽす影響

は大きくなっている。過去 10年間で携帯電話ネットワークが大幅に改善したことにより、

アフリカの農民たちを取り巻くコミュニケーションに関する環境は著しく変化している。

この環境の変化が農民の選択と行動、そして農業活動そのものにも本質的な変化を引き

起こしうるということは当然であるとも言える。最近のサブサハラ・アフリカに関する研

究はそのような変化を示唆している。

ウガンダにおける携帯電話ネットワークの拡がりはバナナの小規模生産者により望まし

い市場へのチャネルをもたらし腐りやすい作物の販売機会を強化した。 Muto皿 dY>町田且O

(2011)はRePEATのウガンダに関する調査データを用いて、携帯電話ネットワークの拡大に

よる情報流通が農産物のマーケティングコストを減らしていることを明らかにした。筆者

らは、ネットワーク普及後に遠隔地においてメイズではなくバナナの販売が増加したこと

を報告している。携帯電話の利用範囲拡大は、遠隔地で生活し腐りやすい作物を生産する

農家の市場参加を誘引すると恩われる。

43情報源は、 GSMAレポート(2012年11月日)。多くの個人が複数のハンドセットやSlM

(subscriber identity mod叫e)カードを.所有しているので、これらの目別問渇は実際の携帯電話使

用者数より過大評価している可能性がある。

判Akerand Mbiti (2010)は、携帯電話網の問題に関する文献を再検討し、その潜在性に
ついて議論している。
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アフリカの携帯電話ネットワークの発達は、地域の市場統合を進め農産物の価格の不安

定性を低減させる。輸送コストが高ければ地方の各市場は分断し独立して存在するため、

価格はそれぞれの市場における需給の一致により決定される。輸送コストが低下すると、

地方の市場は物理的にというよりむしろ経済システムとして統合され、統合された市場全

体の需給により価格決定が行われる。その結果、特定の市場への一時的ショックはシステ

ム全体で平均的に負担されるため、価格が安定的になる。Aker(2010)は、 2000年代初めの

ニジエールにおいて穀物の地域間価格差が 10から 16%減少したことが携帯電話サーピスの

導入によって説明されることを明らかにしたロより輸送コストが高い市場との組み合わせ

で、その効果はより強かった。

携帯電話は単なるコミュニケーションツールではなく、携帯電話を基盤としてサーピス

を送受する可能性を兼ね備えている。最も期待できるサーピスは、すでにサプサハラ・ア

フリカの一部地域では大きな効力を発揮しているマネーサーピスである。 SMSを基にした

送金サービスは個人の預金、送金、引き出しを、携帯電話を使って可能にした。アフリカ

での同サーピスの先駆けとなり、おそらく世界で最も普及したのがケニアの携帯電話会社

であるサファリコムが 2007年に開始したサービスの M-p回a(mobi1e money)であろう。

M-p田aは送金の送受の手段として、一般に農村か都市かにかかわらず等しく利用されてい

る。信頼でき、かつ迅速なこの新たな手段は送金のパターンをその頻度と時期の点におい

て変化させた。 2012年にケニアで収集したRePEATの最新データでは、送金の受領頻度が

これまでの調査より高い値を示した。また受領の時期について、これまでの調査ではクリ

スマスシーズンである 12月に集中していたが 2012年の調査結果によるとその集中度は低

下している。これらの結果は、送金が家族のニーズに応じて行われていることを示唆して

いる。 Suri血 dJ，田k(2011)は、 M弔問a利用者と非利用者の消費データの比較を負のショック

(失業、家畜の死、収穫の問題を含む)の前後で行い、 M-pesa利用者の方がショックによ

り良く対処していたことを発見した。非利用者の消費が平均的に 6~10%ほど減少したこと

に対し、利用者は頻繁にショックの影響を完全に吸収できていた。 M-p田aは家族問のイン

フォーマルな保険ネットワークの効率性と有効性を高めると考えられる。

M-pesaが様々な金融サーピスのプラットフォームを提供したことで厚生の改善する可能

性は非常に高くなった。携帯電話を基盤とした新たな金融サービスが試験的なプロジェク

トとして農村の住民向けにすでに始まっている。例えば、“'KilimoSa/，捌 a"(よい耕作)と呼ば
れる M-p田aを使った作物のマイクロ保険は、保険対象となる農業投入財を地域の販売人を

介して小規模農家に販売することで作物保険を提供する。そして干ばつが発生したり降雨

量が過剰な場合にはその農業投入財の費用は M-p田aを通じて農家に返金される。Equity

Bankとサファリコムが提携して実施している“M-K.回M'(明日の金)は、 M-p田aを基盤とし

て口座預金や信用、保険サーピスを提供する銀行サーピスである。同様に、サファリコム

とCommercia1Bank of A創caは共同してM-Shwari(クールな金)を運営し、即時的な融資の必

要に応えている。個々人がモパイルマネーによる取引履歴が蓄積されるにつれて金融機構

が彼らの取引履歴を分析しクレジットスコアを計算することが可能となることで信用を受

ける可能性は拡がるぺ農村では特に代替可能なサーピスが存在しないので、 M-p田aの金融

45 Donovan (2012)はモパイルマネー関連サービスの便益と潜在的なインパクトについて議
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サービスは大きな影響力を持つだろう。これらのプロジェクトの追跡調査を行い、その社

会経済への影響を評価する必要がある。

図8.1.ケニアにおける M-P回a(モバイルマネー}利用者数と代理庖数の推移
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8.4.技術探用

サプサハラ・アフリカ諸国に適した収益性のある農産技術の存在を疑う余地はほとんど

ない。最近、輸送および情報インフラの状況が改善していることにより農民たちが市場や

技術へアクセスしやすい環境が形成されている。多くの研究が農業投入財や技術によって

平均的に高い利益が得られていることを確認している。例えば、ケニアにおけるメイズ生

産のための肥料利用ρuflo，Kr畑町，阻dRobinson， 2008)およびハイブリッド種の生産(8uri，

2011)、ガーナのココア生産における肥料利用(Zeitlin， Caria， Dzene， J血S均， OpoIru，血dTeal， 

2011)，ウガンダのネリカ米生産(NewRice for A企ica:NERICA)ほij位llI， O胞略弘阻d

8seru此uurna， 2006)、そしてマダガスカルのコメ生産における 8RI農法。.1:oser阻dB町 'et，

2006)などがある。それにもかかわらず、このような技術の普及は遅く不完全である。高利

益が見込めるはずの技術の採択率が低いことを考えると、この事実はアフリカの難題であ

ると言うことができる(8百七2011)。

いくつかの最近の研究によれば、様々な理由から生産性を向上させる技術が常に利益を

導くわけではないようである。 Ma回皿oto皿 dYi阻血0(2009)は、ウガンダにおいて肥料のメ

論している。
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イズに対する相対価格が高く、一般的な農家が肥料を使用しでも利益を得られないことを

示している。Nkonya，Pender， Kaizzi， Kato，岨dMugarura (2005)は、彼らの家計調査結果に基

づき、ほとんどの農家にとって無機肥料の使用による収益は見込めないようであると報告

している。 Suri(2011)はケニアにおいて最もメイズが生産される地域を扱った研究のなかで、

近代的投入財の採択率の低さはその収益の不均一性によって説明しうると論じているべ

Zeitlin， Caria， Dz<田 e，Janskす，句okn，and Teal (2011)1士、ガーナにおいて農家のかなりの割合が

信用で肥料や他の投入財の提供を受けているために近代的投入財のココア生産への効果が

おしなべて高いということと負の経済便益が矛盾しないことを報管している。これらの結

果は、技術の収益性は市場の状況(生産要素価格と産出価格)に応じて地域や時間によっ

て大きく異なることを意味している。また技術の適正な使用に関する知識や保有する区画

の土壌の質にも応じており、収益は個人によって様々である。このように生産性を向上さ

せる技術を使用しない農民がいることに上記の内容との矛盾はない。

Matsumoto， YI四国0，阻dSs四皿kuma(2012)は小規模農家に対する技術導入と普及の影響を

調査するために 2009年からウガンダでメイズ生産への試験的な介入を実施してきた。介入

は逐次行われその初段階はランダム化比較試験だった。ターゲットとなる場所や個人は

RePEATのパネル調査でサンプルとなった村や家計である。 2009年に 2月と 3月に行われ

た初段階では、第一耕作期より前にメイズ生産の投入要素を RePEATの調査対象村から無

作為に選ばれた村の家計(介入対象家計と呼ぶ)に対して無料で配布し、選ばれなかった

他の RePEATの家計(非対象家計と呼ぶ)には配布を行わなかった。介入対象家計に無料

配布された生産要素には、 4分の lエーカーの区画でメイズを栽培する量のハイブリッド種

子、元肥、および追肥肥料が含まれた。さらに近代的投入財の使用方法について普及員に

よる 2時間のトレーニングがなされた。

第三段階はターゲットの各村での販売に関するワークショップで2009年の 8月と 9月に

実施された。ワークショップでは、プロジェクトチームが実際にターゲットの農家の一部

に無料配布されたものと同様の投入財を販売した。ワークショップには RePEATの家計と

同様に無作為に選ばれた受領者の近隣住民(近隣家計と呼ぶ)も招かれた。販売実験の目

的は参加者の投入財への需要についての情報を収集することと、 3グループ介入対象家計、

非対象家計、近隣家計ーを比較することであった

ワークショップは 3種類の割引レベルで信用オプ、ンョンが利用可能な場合とそうではな

い場合の、 3タイプの農家の投入財の購入予定量に関する情報を収集するために計画された。

ワークショップから、近代的農業投入財の配布は使用経験が少しある農家の近代的投入財

の使用に正の効果があるという結果が得られたぺ介入は近隣者の採択に対してスヒ。ルオー

ノ〈ー効呆をもつことも明らかになった。また信用への介入の大きなインパクトが見つかっ

たが、このことから信用が与えられれば農民たちが投入財の使用をかなり増やすだろうと

46また、Duf10，Kremer， and Robinson (2008)はケニア西部のメイズ生産において無機肥
料による利益が農家聞で異なっていることを明らかにした。

47図8.2は販売試験時のハイブリッド種子の平均購入量を家計タイプごとに示している。

垂直軸はハイブリッド種子の価格指標を表しており、市場価格を 100と設定している。

介入対象家計のハイブリッド種子の平均購入量が最も多く、近隣家計が続き、非対象家

計が最も低い。元肥、追肥についてもかなり似た傾向が観察された。
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考えられる.近判的投入要素の使用方法と収益性について知織を得たことにより、信用の

車普は以前に無料の試用パッケージを得た介入対象家計の聞で最も大きかった.

さらに、介入対象家計聞で試周区画地のパフォーマンスに大きな不均置があるととが更

なる介入によって明らかになった.近代的投入財が多くの農家に正の収入をもたらしたの

に対し、投入財による生産瑚大が投入財のコストをまかなえるほど大きくないような個人

もいくらか存在した。世周区画地での投:A財のパフォーマンスの不均質は農家の近代的投

入財に関する学習プロセスの爾査を可能とする.介入対象家計では、実際の輯周区画地で

の収量と従来の生産方法で得られると農家が考える収量との差によって副られる近代的投

入財のパフ"ーマンスや生産性の穂織が、投入財の購入量に対して正に作用した.成功体

験が次期の農民の近内的投仇財の購入量を瑚加させたのである.

近隣家計では、購入量は地理的に近い介入対象家計の試用区画地の平均収量ではなく耕

作の実臨についての情報を定期的に共有した家計の平均収量による作用を受けた。この発

見は、農民たちは新しい農業技術を社会的なつながりを通じて学びその技術の便益を紹織

したkきに採択する左いうこkを示唆している。

各家併タイプのハイプ9，.ド種子の檎定需要幽線(販売齢世におげる平絢購入量}図・2
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8.5.高価値農産品

輸送および情報インフラの発展につれて、新しい市場機会がサブサハラ・アフリカ諸国

で生まれている。いくつかの固では、輸出と果実や野菜、花井のような園芸作物生産が急

速に成長していると報告されている。ケニアはこの部門において最も成功した国のひとつ

である。ケニアの園芸作物輸出は過去 30年間で年平均6%を超える増加を続けてきた(Minot

姐 dNgigi， 2004)。ケニアはアフリカ最大の切花生産国として知られているが、小規模農家に

よる花弄栽培は比較的に歴史が浅く研究者や政策立案者にはあまりよく知られていない。

このギャップを埋めるため、筆者たちはケニアの小規模花井生産者について 2011年および

2012年に調査を行った。そこで得られた興味深い情報をいくつか共有したい。

ほとんどの小規模花井生産者は花井や他の園芸作物からの利益を共有する地域の農民グ

ループに所属している。彼らの生産物ほとんどが最終的に海外、特にオランダの市場で取

引される。一般的に農民たちは、輸出者との仲介入であるブローカーに農場の入口で花井

を販売するか、生産物に格付けされる回収地点の輸出者に直接で販売する。多くの場合、

農民グループは別の買い手へのアクセスを持っていない。私たちが訪れた 39グループのう

ち、 20グループが特定の買い手にのみ花井の販売を行っていた。多くの農民は自身の生産

物を市場に出すことに関心がある。花井は傷みやすく長期間保存することができないため、

買い手が来なかったり生産した花井をすべて買い取らなかったりするようなことがあれば、

収穫した花井を無駄にしてしまうことになる。また農民のなかにはしばしばかなり低い価

格で生産物を販売する者もいる。販売相手が非常に限られていることで取引について農民

たちの立場が弱いことにより買い手が独占的な力をもっとき、このような状況が起こりう

る。調査データによると、各生産者は平均1.5の買い手に生産物を販売している(表2の下

から 2番目の列を参照)， 60%を超える生産者の販売先は 1ヵ所に限られていた。それとは

対照的に、花井生産の歴史が比較的長い地域のいくつかの農民グループには 10を超える買

い手が存在している。この地域の農民たちは比較的に長い花井生産の経験をもっているた

めに多くの市場へ販路を形成していると考えられる。

農民グループにはブローカーや輸出者への生産物販売のほかに、ナイロピの輸出代理人

を利用しオランダの市場へ輸出するという選択肢もある。オランダは世界の花井市場の中

心であり供給者が世界中から簡単に買い手を見つけるこ左ができる巨大なオークションサ

イトがある。条件を満たし登録して一度認可を得れば、オークションサイトでの花井の販

売が可能となる。このように農民グループ自身がオークションを利用することで買い手を

見つける供給者になることも可能なのである。しかしながら多くの農民グループにとって

自身で輸出を行い、持続的に収益を上げることは容易ではない。現在花井の生産を行う 39

グループのうち、自分たちで輸出しているのは実に 3グループのみであった。農民グルー

プが自身で輸出を始めることに対する主要な制約として(1)知識の欠如(2)負担しなければな
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らないリスク(3)利潤を生むだけの生産量の必要性の可能性が考えられる。容易に想像しう

ることだが、ほとんどの農民にとって輸出に必要な専門知識の収集は困難で手間のかかる

作業である。うまく輸出を始めることができたとしても、運送料や代理料、オランダのオ

ークションで価格が決められるまでにかかる他の取引コストを支払わなければならないた

め、ブローカーや輸出者に販売する場合より高い収益を出せる保証はない。くわえて、空

輸には最低必要な貨物量が設定されている。多くの場合、特に小さな農民グループはこの

最低量をメンバーから集めることができないために輸出ができない。この状況を打開する

ためにはグループ同士での収集活動が必要なのかも知れない。

新品種について知る主要なチャネルは輸出者や他の農民グループを通じたものである。

農民グループのメンバー内の社会的なつながりは、有益な情報の普及において重要な役割

を演じていると考えられる。買い手が定期的に生産物を仕入れにやって来る地域では、花

井の栽培面積とその小規模生産者数は増加している。

ケニアの小規模花井生産者に関する調査からの教司11は以下のようにまとめることができ

る。 (1)非伝統的な高価値農産物の場合、買い手や市場を見つけることは農家が持続的に収

益を上げるための最も重要な条件である。 (2)新規の買い手や花井の品種に関する情報は社

会的なつながりを通じて取得される。 (3)同一の利益を共有する農家組合は生産や販売に関

する情報の共有と生産要素の調達にとって重要な役割をもっ。 (4)政府はワークショップや

トレーニングを通じて、農民たちがグループ聞で生産や販売に関する情報を交換するため

のつながりや、農民グループと買い手が利害を一致させるためのつながりの形成を促すこ

とができる。

8.6.結論

サブサハラ・アフリカ諸国において農村に暮らす小規模農家が持続的発展の軌道に乗る

には多くの課題が存在するが、最近の急激な環境の変化は伝統的な農業から集約農業へ変

化を促し生産性の上昇を実現するだろう。移行に関する課題をどれほどうまく克服できる

かは政府の政策やその市場のパフォーマンスに対する効果に依拠している。以下、結論を

順に述べる。

l 公共政策は基礎となるインフラの整備に重点をおくべきである。普及率と質の両方の

意味での道路網の改善は、要素投入コストの削減や産出価格の改善、農業投入財の採

択、高価値作物の選択、有利な市場へのアクセス、農地と農業設備への投資を通じて

農業生産性や耕作それ自体に重大な影響を与える。輸送インフラは情報インフラと補

完的な関係にある。携帯電話網が広範囲に普及するなか、交通網の発達の効果は以前

より高くなると予想される。携帯電話網と結びついた道路インフラの改善は、農民お

よび投入財供給者や産出物取引者の経済機会を向上させる。また地域市場の統合は進

展し、時系列での価格の不安定性を低め、地域聞の価格の分散を小さくするであろう。
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そして、それは価格リスクの低減により農民の採択をより容易にする。

しかし、もちろんインフラの改善は経済発展の十分条件ではない。国や地方の悪い

政策下ではインフラ投資の経済成長への効果は弱まる。インフラ投資は政治的指導者

によって選挙区での支持を高めるために利用されることがしばしばあり、その場合に

は需要の高さでなく政治的利益に基づいて分配がなされ投資効率は下がってしまう。

またインフラに関するプロジェクトは、政治ゲームに勝つための道具として利用さ

れるだけかも知れない。このような場合、政府の役人の汚職の餌食になりかねない。

行政の能力が限られているならば、インフラの建設および供給はかなり非効率でコス

トが高くなってしまう48。行政の財政運営について透明性と説明責任が重要であるこ

とは、あえて強調する必要はないだろう。

2. 技術普及の初期段階において知識の不足は、収益性の高い技術の採択率が低い主要な

要素である。新しい農業投入財の便益を一度認識すれば、多くの農民は次の耕作期に

その投入財へ投資を行う。また特筆すべきは、農民たちが他者の成功経験を社会的な

つながりを通じて学んでいることである。これらの事実は収益性の高い新技術を普及

させる農業普及サービスの重要性を示している。拡張サービスの役割を強調すること

により、技術の収益性は地域や時間の市場の状況に応じて様々であり、ある技術が画

一的にすべての農民に収益をもたらすわけではないことには注意を払う必要がある

だろう。技術の適用性は地域の諸条件によって異なり、それゆえ技術と地域の市場の

両方に関して十分な知識をもった者によって推奨されるべきである。特に、地方にお

いてその地に合うよう調整された技術を扱う農業投入財の供給業者は役人より普及

員に適しているかも知れない。

3.携帯電話技術の発達と携帯電話を介したコミュニケーションと金融サーピスにかかる

コストの低減により、遠隔地の小規模農家をターゲットとした金融サーピスは少なく

とも技術的には実現可能となった。アフリカにおいてそのようなサービスを小規模農

家たちに提供することは非常に意義があることである。いくつかの先行プロジェクト

はすでに進行中である。農民向けの金融サービスの規模を拡大し継続するかどうかを

決定するために、これらの試みについて厳格に実証的な評価を行う必要がある。

4.小規模農家は生産や販売、ならびに投入材の調達についての情報を共有するグループ

を組織することができる。政府はグループ間およびグループと買い手の連携を、ミー

ティングや相互の連絡を支援することで促進できる。

48 Olken (2007)はインドネシアにおいて農村道路建設プロジェクトのための基金がエ
リートを惹きつけていることを発見した。予防策はプロジェクトの現場へ政府職員が突

然訪問する可能性を事前に知らせておくことである。 Re也肱a阻 dSvensson (2011)はウ
ガンダにおいて中央政府から地方行政府、そして学校へと移転する学校への交付金につ

いて研究した。そして移転の過程で巨大な横領があり、政府発表より各校への移転額が

少額であることを明らかにした。
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